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よく起こる問題やコロナ禍の制度変更などを解説

会計 税務 法務
事業用不動産から見る
タイ事業環境の変化

モバイル決済が創る
東南アジアエコシステム

アフターコロナの経営変革
【物流業界編】

日立物流

年間業務表付き一目で
分かる!

タイ 新赴任者こそ知っておきたい

タイ、ASEANの今がわかるビジネス・経済情報誌『アレイズ』

進化すべし、変化すべし



Contact us at

Frasers Property Industrial Thailand

(66) 805 805 005
Fpt.sales@frasersproperty.com
Industrial.fraserspropety.co.th

あらゆる物流ビジネスにサービスを提供

洗練された
デザイン

フレキシブルな
空間

環境にやさしい
設備

幹線道路への
アクセスが容易

付近に
主要小売店の
流通センター

賃貸可能

アクセス

倉庫スペース オフィスエリア

WAREHOUSE 
ENHANCEMENT
最適な機能を備えた近代的な倉庫
アユタヤのFrasers Property Logistics Park(Wangnoi 2)にて。

Frasers Property Logistics Park Wangnoi 2は、パホンヨーティン通り（国道1号線）のKM55とKM57に位置し、
バンコク、中部、北部、東北部を結ぶ東外環状線からわずか1,500mほどに所在しています。

主要な小売流通センターに囲まれ、フリーゾーンスペースの利用とBOI恩典取得が可能です。
Frasers Property Logistics Park(Wangnoi 2)は流通サービスに最適です。

オフィス内装デザイン/施工、家具の納入はもちろん、中小規模の工場や
オフィス棟の建築、工場設備内装、受電設備工事等も行っております。
経験豊かな日本人プロフェッショナルがご提案から施工進捗管理、
お引き渡しの後のアフターケアまでサポート致します。

GDM アジア
詳しくは弊社Webをご覧ください

日
本
人
な
ら
で
は
の
気
遣
い
と

気
づ
き
を
形
に

GDM(Thailand)Co.,Ltd.

57, Park Ventures Ecoplex, 12th Fl. Unit 1211, Wireless Road, Lumpini, Patumwan, Bangkok 10330

担当:山本 088-572-4998 seiji@gdm-asia.com

内
装
　
家
具
　
展
示
会
　
デ
ザ
イ
ン

100
以上の
案件実績

オフィス内装・
工場内装なら

 オフィス内装/オフィス家具
AdAsia (Thailand) Limited 様
GMOクラウド株式会社 様
IKA® Works (Asia) Sdn Bhd 様
JXTGエネルギー株式会社 様
NECプラットフォームズ株式会社 様
ProMission Co., Ltd. 様
アイシン精機株式会社 様
赤城乳業株式会社 様
アンダーソン・毛利・友常法律事務所 様
王子製鉄株式会社 様
株式会社BPO Bangkok 様
株式会社UACJ 様
株式会社ウエストエネルギーソリューション 様
株式会社宇徳 様
株式会社エフティコミュニケーションズ 様
株式会社湖池屋 様
株式会社小松製作所 様
株式会社戸上電機製作所 様
株式会社ビジネスブレイン太田昭和 様
株式会社日立ソリューションズ 様
京セラ株式会社 様
群馬銀行 様
コナミホールディングス株式会社 様
三建産業株式会社 様
三光機工株式会社 様
シライ電子工業株式会社 様
住友商事マシネックス株式会社 様
千代田電資株式会社 様
帝人株式会社 様
日揮株式会社 様
日本バルカー工業株式会社 様
古河電気工業株式会社 様
三菱マテリアル株式会社 様
ユニ・チャーム株式会社 様

 工場建築 / 設備内装
アムテック株式会社 様
宇部興産株式会社 様
株式会社アイセロ 様
株式会社エクセディー 様
株式会社エム・ビー・シー 様
トーヨーエイテック株式会社 様
トヨタ車体精工株式会社 様
パナソニック デバイスSUNX株式会社 様
福島工業株式会社 様
ムトー精工株式会社 様

 展示会 / イベント
CKD株式会社 様
JXTGエネルギー株式会社 様
因幡電工株式会社 様
株式会社IHI 様
株式会社不二越 様
株式会社明電舎 様
ジェトロ 様
タイ国政府コンベンション・アンド・
エキシビション・ビューロー(TCEB) 様
東洋紡株式会社 様
富士フイルム株式会社 様
ヤンマーホールディングス株式会社 様
その他多数



2021年開業 総開発面積400ライ

供給が少なかったマプタプットエリアに供給が少なかったマプタプットエリアに
ついに新規開発地誕生！

NEW

400ライ
総開発面積

小規模から大規模まで
ニーズに合わせ調整可能

57, Park Ventures Ecoplex, 12th Fl. Unit 1211
Wireless Road, Lumpini, Patumwan, Bangkok 10330

GDM (Thailand) Co., Ltd.
www.gdm-asia.com

■ 工業用地取得
■ 土地権利証書移転
■ 操業許可
■ 建築申請サポート

本物件に関するお問い合せは下記まで

電　  話 086-513-7435 高尾
takao@gdm-asia.comEメール

弊社のこれまでの実績
・東プレ 様
・アイシンアジアパシフィック 様
・古河電工 様
・福島工業 様
・宇部興産機械 様
・アムテック 様
・ＪＸ日鉱日石 様
・アマダ 様

・コマツ 様
・トヨタ車体精工 様
・古河オートモーティブ 様
・アルプス電子 様
・積水プラスティック 様
・日本ガイシ 様
・パナソニックデバイスSUNX 様
・不二越 様

など 多数の企業様の物件取得サポートをさせていただいております。

96万㎡
以上の
売買実績

96万㎡万㎡万㎡
以上の
売買実績
以上の
売買実績
以上の
売買実績

96万㎡
以上の
売買実績

96万㎡万㎡万㎡
以上の
売買実績
以上の
売買実績
以上の
売買実績

供給が少なかったマプタプット工業
団地エリアに、待望の新規開発地が
誕生しました。
タイの重要な工業地域であるラヨー
ン県はEECの発展と共に今後さらに
飛躍するエリアだと予想されます。小
規模のレンタル倉庫・工場でもご活用
いただけます。長期リースも可能です。
（5,000㎡以下レンタルも個別分割相談可能）

工業用地として使用可

マプタプット工業団地に近接する好立地

30m幅道路沿いで
大型トレーラー輸送もスムーズ

1

2

3

パタヤパタヤ

マプタプット工業団地マプタプット工業団地

パデーン工業団地パデーン工業団地
WHAイースタン工業団地（マプタプット）WHAイースタン工業団地（マプタプット）
アジア工業団地マプタプットアジア工業団地マプタプット

レンタル倉庫・工場レンタル倉庫・工場

新規開発地新規開発地
レンタル倉庫・工場レンタル倉庫・工場

ウタパオ
国際空港
ウタパオ
国際空港

EEC（東部経済回廊）
工業団地集積エリア
EEC（東部経済回廊）
工業団地集積エリア

EEC主要各エリアへも
アクセス良好

EEC主要各エリアへも
アクセス良好

レンタル倉庫/工場
至
近マプタプット港

レンタル倉庫/工場
至
近マプタプット港

Photo Gallery

Land Information

マプタプット
工業団地
マプタプット
工業団地

WHA
イースタン
工業団地

（マプタプット）

WHA
イースタン
工業団地

（マプタプット）

マプタプット深海港マプタプット深海港

Check Point

マプタプット工業団地４㎞

　30㎞
　7㎞

アマタシティラヨーン

マプタプット深海港
レムチャバン港

マプタプット深海港

マプタプット港から１５分
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よく起こる問題やコロナ禍の制度変更などを解説

　
ま
ず
、大
局
か
ら
見
た
日
系
企
業
の
タ
イ
進

出
の
ト
レ
ン
ド
を
振
り
返
って
み
ま
す
。

　
タ
イ
に
は
大
き
く
20
年
の
サ
イ
ク
ル
で
進
出
の

波
が
あ
り
ま
し
た（
図
表
１
）。第
一
期
と
し
て

1
9
6
0
年
代
に
ト
ヨ
タ
な
ど
の
自
動
車
メ
ー

カ
ー
が
相
次
い
で
拠
点
を
設
け
ま
し
た
。第
二
期

は
80
年
代
。主
に
85
年
の
プ
ラ
ザ
合
意
に
よ
り
急

激
な
円
高
が
生
じ
、日
本
か
ら
の
輸
出
が
伸
び

悩
ん
だ
結
果
、そ
の
サ
プ
ラ
イ
チェー
ン
が
タ
イ
を

は
じ
め
と
す
る
東
南
ア
ジ
ア
に
出
て
き
た
時
期

で
す
。

　
2
0
0
0
年
代
に
入
り
、第
三
期
進
出

ブ
ー
ム
が
あ
り
ま
し
た
。た
だ
第
一
期
、第
二
期

は
大
口
の
顧
客
付
き
で
進
出
し
た
サ
プ
ラ
イ

ヤ
ー
が
多
か
っ
た
中
、第
三
期
で
は
そ
う
いっ
た

大
き
な
需
要
の
見
込
み
が
な
い
に
も
拘
わ
ら

ず
、と
り
あ
え
ず
東
南
ア
ジ
ア
に
進
出
し
な
け

れ
ば
と
闇
雲
に
拠
点
を
設
立
し
た
会
社
が
多

か
っ
た
よ
う
に
思
い
ま
す
。

　
そ
し
て
今
、20
年
代
に
入
って
大
き
な
ト
レ
ン

ド
の
変
化
が
起
き
て
い
ま
す
。タ
イ
経
済
が
成

熟
し
始
め
、各
国
企
業
に
加
え
て
大
き
な
力
を

持
つ
地
場
企
業
も
出
現
。競
争
環
境
が
一
段
と

厳
し
く
な
る
中
、日
系
企
業
は
質
と
量
の
両
方

を
求
め
ら
れ
、ま
さ
に
し
の
ぎ
を
削
る
よ
う
な

競
争
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。そ
の
中
で
昨
今
、存

在
感
を
増
し
て
い
る
の
が
中
国
企
業
で
す
。

　
図
表
２
は
、タ
イ
の
就
業
許
可
証
を
持
って
い

る
日
本
人
と
中
国
人
の
人
数
を
示
し
て
い
ま

す
。グ
ラ
フ
の
通
り
、18
年
時
点
、日
本
人
の
就

業
許
可
証
保
有
者
は
約
３
万
６
０
０
０
人
ほ
ど

い
ま
し
た
が
、昨
年
３
月
時
点
で
既
に
日
本
人

の
数
と
中
国
人
の
数
が
ほ
ぼ
拮
抗
し
て
い
た
こ

と
が
非
常
に
特
徴
的
で
す
。

　
今
後
の
見
通
し
と
し
て
、中
国
は
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
の
抑
え
込
み
に
成
功
し
、他
国
と

比
べ
経
済
失
速
か
ら
の
回
復
は
早
ま
っ
て
お

り
、タ
イ
で
の
就
業
許
可
証
を
持
つ
中
国
人
の

数
は
入
国
規
制
の
緩
和
次
第
21
年
、22
年
に

掛
け
て
よ
り
増
え
て
い
く
の
で
は
な
い
か
と
見

ら
れ
ま
す
。

　
一
方
で
、日
本
人
の
就
業
許
可
証
保
有
者
は

恐
ら
く
約
３
万
２
０
０
０
人
く
ら
い
で
横
ば
い

の
ま
ま
推
移
す
る
の
で
は
な
い
か
と
予
測
し
て

お
り
、タ
イ
で
の
中
国
企
業
の
存
在
感
は
ま
す

ま
す
高
ま
って
い
く
見
込
み
で
す
。

　
次
回
は
、タ
イ
進
出
を
図
る
具
体
的
な
中
国

企
業
の
動
き
、そ
の
背
景
な
ど
に
つ
い
て
ま
と
め

ま
す
。　

第
１
回

　弊社は2010年の創業以来、工場や倉庫、ホテル、オフィス、商業施設
などの事業用不動産の売買を手掛けてきました。これまでに96万㎡を超
える売買仲介を行ってきましたが、今、大きな流れの変化を感じています。
端的に言えば中国系、台湾系企業のタイ進出意欲の高まりです。このコ
ラムでは、不動産取引の現場から見えてきた今後起こり得るタイの事業
環境の変化について、複数回に亘って考察してみたいと思います。

早稲田大学商学部卒業。2008年来タ
イ。ホテル・オフィス用地や工場倉庫
用地及びホテルやオフィス、商業施設
などの事業用不動産売買に強みを持
つ。タイ国内において960,000㎡を超
える不動産取引実績を有し、企業の不
動産取得支援を行っている。

高尾 博紀
GDM Thailand

タ
イ
進
出
ト
レ
ン
ド
の
変
化

57, Park Ventures Ecoplex, 12th Fl. Unit 1211 Wireless Road, Lumpini, Patumwan, Bangkok 10330

GDM (Thailand) Co., Ltd.　www.gdm-asia.com
電話 ： 086-513-7435（高尾）　Eメール ： takao@gdm-asia.com

36,666 36,468 36,550

33,748 33,182
32,003

28,985 28,532

18,812

22,162

25,944 25,944

30,880 30,382

26,976
24,455

11,964 12,421
14,033 14,033

15,320 15,419
14,186

12,952

6,065 5,979 5,849 5,859 6,198 6,047 5,550 5,387

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年３月 2020年７月 2020年12月

主要国別就業許可証保有者数

日本

中国

まもなく中国人数が
日本人を超える

日本 中国 インド 韓国

主な出来事

Life Cycle

Life Stage

・タイ政府の巧みな誘致政策
・トヨタ自動車現地生産開始

1960 1980 2000 2020

？

年

・プラザ合意で急激な円高
・企業進出急増
・多品種少量の実現

・産業裾野拡大
・現地調達率向上
・輸出拠点として盤石な地位

・コスト高、バーツ高
・製造量、輸出量に頭打ち感
・産業高度化に障壁
・EVによる業界破壊？

第1次進出期 第2次進出期 第3次進出期 選別と淘汰？
導入期 成長期 成熟期 衰退期

大量
生産

日本企業進出開始

量から質へ

日系よりも中国系企業の

投資が盛んに

２０年サイクルの法則図表１

図表２

事業用不動産から見るタイ事業環境の変化

就
業
許
可
証
の
保
有
者
数
か
ら
読
み
解
く
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Tel：＋66(0)92-247-2436　 E-mail：kazuki.ikegami@murc.jp（池上）
【事業概要】 タイおよび周辺諸国におけるコンサルティング、リサーチ事業等

MU Research and Consulting（Thailand）Co., Ltd.

昨
年
か
ら
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡

大
を
受
け
て
、御
社
の
事
業
展
開
に
ど
の
よ
う

な
影
響
が
あ
り
ま
し
た
か
？

　
私
共
は
日
本
の
メ
ー
カ
ー
様
や
小
売・流
通
企

業
様
に
対
し
て
、サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
ソ
リ
ュー
シ
ョ

ン
を
提
供
す
る
た
め
に
存
在
し
て
い
ま
す
。自
社

の
提
供
サ
ー
ビ
ス
メ
ニュー
あ
り
き
の
プ
ロ
ダ
ク
ト・

ア
ウ
ト
で
は
な
く
、お
客
様
に
寄
り
添
う
マ
ー
ケ

ッ
ト・イ
ン
型
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
プ
ロ
バ
イ
ダ
ー
を
標

榜
し
て
い
ま
す
が
、そ
こ
か
ら
さ
ら
に
踏
み
込
ん

で
、各
産
業
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

の
パ
ー
ト
ナ
ー
に
な
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
改

め
て
強
く
感
じ
ま
し
た
。

　
昨
年
、コ
ロ
ナ
禍
第
一
波
の
際
、全
て
の
産
業
界

が
こ
れ
ま
で
経
験
を
し
た
こ
と
の
無
い
事
態
に
遭

遇
し
ま
し
た
。需
要
の
急
激
な
縮
減
あ
る
い
は

蒸
発
、そ
れ
に
伴
い
工
場
生
産
を
一
時
停
止
せ
ざ

る
を
得
な
か
っ
た
メ
ー
カ
ー
様
、ま
た
商
業
施
設

物
流
と
し
て
私
共
の
サ
ー
ビ
ス
を
使
っ
て
い
た
だ

い
て
お
り
ま
す
。

　
一
方
、そ
の
お
客
様
が
マ
ー
ケ
ッ
ト
プ
レ
イ
ス
の

み
な
ら
ず
、物
流
機
能
も
有
す
る
Ｅ
コ
マ
ー
ス
専

業
者
様
に
全
て
を
委
託
さ
れ
る
の
な
ら
、当
社
の

出
番
は
無
い
か
も
知
れ
ま
せ
ん
。で
す
が
、Ｅ
コマ

ー
ス
専
業
者
様
が
不
得
意
な
分
野
で
協
力
で
き

る
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。

　
即
ち
、一
般
的
な
消
費
財
な
ら
デ
ィ
ベ
ロ
ッ
パ
ー

か
ら
手
軽
に
賃
借
で
き
る
汎
用
性
の
高
い
倉
庫

を
自
社
で
運
営
し
、地
場
ト
ラ
ッ
ク
輸
送
会
社
を

起
用
し
て
配
送
す
る
こ
と
も
可
能
で
す
が
、高

度
な
品
質
管
理
が
必
要
不
可
欠
な
医
療・医
薬

品
や
３
温
度
帯
管
理
を
要
す
る
食
品
な
ど
特
殊

な
分
野
に
関
し
て
は
、専
門
的
な
物
流
サ
ー
ビ
ス

へ
の
ニ
ー
ズ
は
か
な
り
高
い
と

思
わ
れ
ま
す
。

今
後
の
事
業
展
望
を

教
え
て
く
だ
さ
い

　
今
後
は
日
系
の
お
客
様
の

経
営
現
地
化
加
速
に
呼
応

し
、当
社
グ
ル
ー
プ
も
現
場
の

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
加
え
て
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
に
お
け
る
現
地

化
に
も
一
層
取
り
組
ん
で
い
き

ま
す
。

　
最
早
、何
で
も
か
ん
で
も

日
本
人
が
行
う
、主
要
ポ
ジ

シ
ョ
ン
を
日
本
人
が
占
め
る

時
代
は
、当
地
に
お
い
て
は
終

わ
っ
た
と
実
感
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、今
年
の
４
月
に
は
タ

イ
の
バ
ン
テ
ッ
ク・ア
マ
タ・ロ
ジ

加
速
さ
せ
て
い
ま
す
。

　
も
う
一つ
は
、同
業
他
社
の
み
な
ら
ず
、異
業
種

や
他
業
種
の
企
業
と
も
協
力
し
て
、エ
コ
シ
ス
テ

ム
を
形
成
し
、お
客
様
に
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョン
を
提
供

す
る
こ
と
で
す
。

　
実
際
に
あ
る
国
の
国
内
市
場
が
コ
ロ
ナ
禍
で

大
き
な
打
撃
を
受
け
、大
量
に
貯
ま
っ
た
在
庫

を
タ
イ
で
販
売
し
た
い
と
い
う
企
業
様
が
あ
り

ま
し
た
。そ
の
企
業
様
は
タ
イ
に
法
人
が
な
く
、

商
流
が
作
れ
ま
せ
ん
。そ
こ
で
私
共
が
商
社
と

協
創
し
、生
産
国
の
物
流
会
社
と
も
協
業
し
、商

品
の
輸
入
、決
済
の
仕
組
み
も
整
え
る
こ
と
に
よ

り
、タ
イ
で
販
売
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　
私
共
の
物
流
に
加
え
て
、商
流
、金
流（
お
金

の
流
れ
）、情
流（
情
報
の
流
れ
）を
組
み
合
わ

せ
た
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
お
客
様
に
提
供
し
、新

し
い
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
の
お
手
伝
い
を
し

ま
し
た
。

　
未
曽
有
の
危
機
だ
か
ら
こ
そ
、自
分
た
ち
だ

け
で
は
で
き
な
い
価
値
を
創
り
、お
客
様
に
提
供

す
る
こ
と
が
大
事
だ
と
い
う
こ
と
を
正
に
実
感

さ
せ
ら
れ
ま
し
た
。こ
の
流
れ
は
ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
、

ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
に
な
っ
て
も
続
け
て
い
き
た
い
、

も
っ
と
進
化
さ
せ
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

コ
ロ
ナ
禍
で
Ｅ
コ
マ
ー
ス
が
注
目
さ
れ
て
い
ま

す
。Ｅ
コ
マ
ー
ス
事
業
者
は
物
流
企
業
に
と
っ
て

競
合
に
な
り
得
ま
す
か
？

　
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
、タ
イ
で
も
Ｅ
コ
マ
ー
ス
は
爆

発
的
に
伸
び
ま
し
た
。そ
し
て
、マ
ー
ケ
ッ
ト
プ
レ

イ
ス
型
事
業
者
様
や
Ｅ
コマ
ー
ス
専
業
者
様
だ
け

で
は
な
く
、現
在
、様
々
な
メ
ー
カ
ー
様
、店
舗
で

の
小
売
り
事
業
者
様
が
オ
ム
ニ
チ
ャ
ネ
ル
販
売
を

指
向
し
、ラ
ス
ト
マ
イ
ル
も
含
め
そ
れ
を
支
え
る

タイの物流業界動向
　３PLも含めた包括的なコントラクトロジスティクスサービスを求める顧客
は多国籍企業や日系企業が主であったが、近年は人件費をはじめとした各
種のオペレーションコストが上昇。物流オペレーションは従来は自前主義で
あったタイ企業も委託ニーズが拡大しており市場の伸びしろは大きい。
　一方、日系物流事業者の競争環境も厳しいものとなりつつある。市場
で先行するDHL、Schenkerをはじめとする欧米系に加えて、近年は全国
ネットワークを有する地場競合も実力を備えつつある。
　近年の顧客側の要求水準はより高度なものとなりつつあり、例えば精
密機器や医療関係などの個別の業界に特化した物流品質や、全世界の
自社拠点へのアクセスが求められることも多い。従来以上に高度な対応
能力が物流事業者側にも求められている。
 

ス
テ
ィ
ク
ス
と
エ
タ
ニ
テ
ィ・グ
ラ
ン
ド・ロ
ジ
ス
テ
ィ

ク
ス
を
経
営
統
合
し
ま
し
た（
存
続
会
社
は
エ
タ

ニ
テ
ィ
）。バ
ン
テ
ッ
ク
は
自
動
車
産
業
に
立
脚
し

て
お
り
、一
方
、エ
タ
ニ
テ
ィ
は
消
費
財
、食
品
産
業

な
ど
に
強
み
を
持
つ
た
め
、両
者
を
統
合
す
る
こ

と
で
顧
客
へ
の
提
供
価
値
向
上
と
進
化
、サ
ー
ビ

ス
メ
ニュ
ー
の
整
流
化
に
よ
る
シ
ナ
ジ
ー
追
求
、そ

し
て
顧
客
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
健
全
性
の
確
保
を

実
現
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

　
加
え
て
、先
に
述
べ
た
様
に
、同
業
種
の
み
な

ら
ず
、異
業
種
、多
業
種
の
企
業
の
皆
様
と
協
創

し
、お
客
様
で
あ
る
日
系
企
業
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
向

上
に
貢
献
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

新型コロナウイルスの問題に加えて、タイは
国内市場の成熟や少子高齢化など様々な
変化を迎えている。企業のトップはそれらを
どう捉え、対処しようとしているのか。各分野
の企業トップの展望を三菱UFJリサーチ＆コ
ンサルティングの池上氏が聞く。

アフターコロナの経営変革

【聞き手】三菱UFJリサーチ＆コンサルティング 池上  一希

の
閉
鎖
で
売
り
場
を
失
っ
た
消
費
財
メ
ー
カ
ー

様
、一
方
で
巣
籠
り
需
要
増
に
よ
る
家
電
製
品
や

家
具・雑
貨
メ
ー
カ
ー
様
の
販
売
増
、外
食
産
業

の
店
舗
閉
鎖
に
伴
う
家
食・中
食
を
支
え
る
食

品
ス
ー
パ
ー
様
の
販
売
急
増
、バ
ン
コ
ク
居
住
者
の

地
方
へ
の
帰
省
に
伴
う
生
活
必
需
品
メ
ー
カ
ー

様
の
地
方
で
の
販
売
増
等
々
、様
々
な
事
象
が
起

こ
り
、そ
れ
ぞ
れ
の
非
常
事
態
に
際
し
、そ
の
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
必
死
に
模
索
さ
れ
て
お
ら
れ
る

の
を
物
流
事
業
者
の
立
場
か
ら
目
の
当
た
り
に

し
ま
し
た
。

　
お
客
様
は
商
品
を
作
り
、消
費
地
に
運
び
、販

売
し
ま
す
。そ
こ
に
は
原
材
料
や
部
品
の
調
達

物
流
が
あ
り
、工
場
で
の
生
産
物
流
が
あ
り
、そ

の
後
の
販
売
物
流
が
あ
り
ま
す
。今
般
の
非
常

事
態
で
は
、そ
れ
ら
の
ど
こ
か
あ
る
い
は
複
数
に

問
題
を
抱
え
て
い
ま
し
た
。

　
産
業
ご
と
に
違
う〝
お
困
り
事
〞で
す
か
ら
、

当
然
必
要
な
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
は
そ
れ
ぞ
れ
異
な

り
、徹
底
的
に
お
客
様
に
寄
り
添
っ
て
最
適
解

の
提
供
を
求
め
ら
れ
た
私
共
は
、も
っ
と
高
く
、

よ
り
深
い
知
見
を
持
つ
産
業
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
を

有
す
る
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
パ
ー

ト
ナ
ー
に
進
化
し
な
け
れ
ば
い
け
な
い
と
痛
感

し
ま
し
た
。

具
体
的
に
は
ど
の
よ
う
な
取
り
組
み
を

進
め
て
い
き
ま
す
か
？

　
一つ
は
、今
後
は
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
追

求
を
よ
り
進
め
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　
例
え
ば
先
述
の
通
り
、自
動
車
メ
ー
カ
ー
様
の

生
産
一
時
停
止
あ
る
い
は
生
産
減
と
な
っ
た
際
、

自
動
車
部
品
を
配
送
す
る
ト
ラ
ッ
ク
車
両
の
稼

働
率
が
大
幅
に
下
落
、一
時
は
完
全
に
止
ま
り
ま

し
た
。一
方
で
、食
品
ス
ー
パ
ー
向
け
の
配
送
は
急

激
に
伸
び
、転
用
可
能
な
車
両
を
投
入
し
て
も

全
く
需
要
に
追
い
付
か
ず
、逼
迫
状
態
が
続
き

ま
し
た
。倉
庫
ニ
ー
ズ
も
同
様
で
、あ
ち
ら
こ
ち

ら
で
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
な
需
要
と
供
給
が
発
生
し
ま

し
た
。

　
そ
こ
で
緊
急
避
難
的
に
、同
業
他
社
及
び（
そ

れ
ま
で
お
客
様
で
は
な
か
っ
た
）他
荷
主
の
皆
様

と
の
倉
庫・車
両
等
の
相
互
利
用
、す
な
わ
ち
空

い
て
い
る
倉
庫・不
稼
働
車
両
等
ア
セ
ッ
ト
の
シ
ェ

ア
リ
ン
グ
を
行
い
、何
と
か
乗
り
切
れ
ま
し
た
。

　
こ
れ
に
よ
り
私
共
は
、各
産
業
界
に
と
っ
て
最

適
な
物
流
ア
セ
ッ
ト
が
ど
う
い
う
も
の
で
あ
る

か
、ど
こ
ま
で
の
許
容
範
囲
と
制
限
が
あ
る
か
と

い
う
知
見
、そ
し
て
自
社
の
ア
セ
ッ
ト
と
他
社
の

ア
セ
ッ
ト
の
特
徴
を
し
っ
か
り
把
握
し
て
お
く
こ

と
が
大
変
大
事
で
あ
る
と
い
う
こ
と
を
認
識
さ

せ
ら
れ
ま
し
た
。

　
そ
し
て
、平
時
よ
り
物
流
業
界
全
体
の
ア
セ
ッ

ト・シ
ェア
リ
ン
グ
エコ
ノ
ミ
ー
の
追
求
を
行
う
こ
と

が
、有
事
を
乗
り
切
り
、お
客
様
に
最
適
解
を
ご

提
示
で
き
る
鍵
で
あ
る
と
確
信
し
、こ
の
取
組
を

アフターコロナの

経営変革
物流業界

企業トップに聞く

日立物流（タイ）は日立製作所の家電事業の海外工場進出に伴
い1989年に設立。その後、日立物流本体が2011年に自動車
部品物流大手のバンテックを買収したことで、バンテックのタイ法
人であったバンテック・アマタ・ロジスティクスもグループに加わる。
さらに同年、タイ証券取引所に上場していた地場企業、エタニ
ティ・グランド・ロジスティクスを買収。3PL事業（荷主から倉庫＋
配送等の物流を一貫して請け負うサービス）とフォワーディング事
業を展開している。

Hitachi Transport System Vantec（Thailand）, Ltd.
11/8 - 11/9 Moo 9, Bangchalong, Bangplee,
Samutprakarn 10540
Tel：02-337-2086～99

Eternity Grand Logistics Public Company Limited
18/8 Moo4 Bangna -Trad Road (KM23) Tumbol Bangsaothong, 
Bangsaothong Sub-District, Samutprakan 10540
Tel：02-315-7333

(株)日立物流
執行役 アジア極代表

日立物流（アジア）取締役社長
日立物流（タイ）　取締役会長
Eternity Grand Logistics

Public Co., Ltd.
取締役会長

本田 隆一

タイのコントラクトロジスティクス市場（単位：百万米ドル）

2014 201７ 2022（予想）

5,096

7,000

4,490

By MU Research and Consulting
（Thailand）Co., Ltd.
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あの人のターニング   ポイント
タイをはじめとするアジアで挑戦を続ける人たちの姿を紹介

2009年京都大学法学部卒業。11年に京都大学法
科大学院を修了後、同年司法試験に合格。司法研
修後、GVA法律事務所に入所し、15年には教育系
スタートアップ企業の執行役員に就任。16年に
GVA法律事務所パートナーに就任し、現在は同所
タイオフィスの代表を務める。

藤
江  

大
輔

日
本
国
弁
護
士

学
部
で
勉
強
す
る
中
で
、ど
ん
な
事
業
を
す

る
上
で
も
法
律
の
知
識
が
あ
る
こ
と
は
強
い

武
器
に
な
る
と
感
じ
て
い
ま
し
た
。ま
た
、大

企
業
の
よ
う
な
組
織
の一
員
と
し
て
で
は
な

く
、個
人
に
裁
量
が
あ
る
専
門
家
と
し
て
東

南
ア
ジ
ア
の
仕
事
に
関
与
し
た
い
と
思
い
、弁

護
士
に
な
る
た
め
法
科
大
学
院
に
進
み
ま
し

た
。

　
司
法
試
験
の
勉
強
は
大
変
で
し
た
が
、幸
い

仲
間
に
恵
ま
れ
、友
人
た
ち
と
日
夜
議
論
す

る
の
も
楽
し
か
っ
た
で
す
。

G
V
A
法
律
事
務
所
に
入
ら
れ
た

経
緯
を
教
え
て
く
だ
さ
い

　
前
記
の
通
り
、自
分
の
裁
量
を
持
って
東
南

ア
ジ
ア
で
仕
事
を
し
た
い
と
考
え
て
い
た
の

で
、比
較
的
小
規
模
な
事
務
所
に
絞
って
勤
務

先
を
探
し
て
い
ま
し
た
。そ
の
過
程
で
、Ｇ
Ｖ

Ａ
法
律
事
務
所
を
知
り
ま
し
た
が
、面
接
で

訪
れ
た
時
は
ま
だ
設
立
さ
れ
て
数
ヵ
月
と
い

う
状
態
で
し
た
。そ
ん
な
中
で
、面
接
で
東
南

ア
ジ
ア
へ
の
思
い
を
語
って
も
、前
向
き
に
受
け

止
め
て
く
れ
た
こ
と
が
印
象
的
で
し
た
。

　
入
所
後
は
４
年
間
、弁
護
士
と
し
て
ス
タ
ー

ト
ア
ッ
プ
企
業
の
支
援
に
従
事
し
ま
し
た
。目

が
回
る
よ
う
な
忙
し
い
毎
日
で
し
た
が
、刺
激

的
で
と
て
も
充
実
し
て
い
ま
し
た
。

　
Ｇ
Ｖ
Ａ
の
頭
文
字
の
Ｇ
に
は
グ
ロ
ー
バ
ル

と
い
う
意
味
が
込
め
ら
れ
て
い
ま
す
。事
務

所
全
体
と
し
て
、世
界
中
に
サ
ー
ビ
ス
を
広

げ
た
い
と
い
う
思
い
が
あ
り
ま
す
。

　
私
は
タ
イ
を
選
択
し
ま
し
た
が
、東
南
ア
ジ

ア
の
中
で
成
熟
期
を
迎
え
て
い
る
タ
イ
に
お
い

て
、法
務
サ
ー
ビ
ス
の
必
要
性
は
こ
れ
か
ら
も

増
え
る
だ
ろ
う
と
考
え
て
い
ま
す
。法
務
サ
ー

ビ
ス
に
お
い
て
、社
会
が
成
熟
し
て
い
る
こ
と
は

一つ
の
重
要
な
フ
ァ
ク
タ
ー
で
、社
会
が
成
熟
す

る
ほ
ど
法
務
に
対
す
る
期
待
や
要
求
は
高
ま

り
ま
す
。

　
当
初
は
事
務
所
を
潰
さ
な
い
た
め
に
必
死

で
し
た
。よ
う
や
く
タ
イ
で
の
仕
事
を
通
じ
て

社
会
に
貢
献
し
て
い
る
実
感
が
出
て
き
た
の

は
最
近
の
こ
と
で
す
。

Ａ
Ｉ
な
ど
は
法
務
サ
ー
ビ
ス
に

ど
ん
な
影
響
を
及
ぼ
す
で
し
ょ
う
か

　
Ｇ
Ｖ
Ａ
法
律
事
務
所
と
は
別
法
人
の
Ｇ
Ｖ

Ａ 

Ｔ
Ｅ
Ｃ
Ｈ
で
、AI-CO

N
 Pro

と
い
う
サ
ー

ビ
ス
を
開
発
し
ま
し
た
。Ａ
Ｉ
に
よ
っ
て
契
約

書
に
潜
む
リ
ス
ク
を
瞬
時
に
検
出
し
、法
務

業
務
の
効
率
化
を
実
現
す
る
サ
ー
ビ
ス
で
す
。

　
契
約
書
の
チ
ェッ
ク
で
難
し
い
の
は
、書
か
れ

て
い
な
い
情
報
か
ら
リ
ス
ク
を
検
出
す
る
こ
と

で
す
。そ
の
た
め
に
チ
ェッ
ク
リ
ス
ト
な
ど
を
用

意
し
ま
す
が
、取
引
条
件
が
変
わ
る
と
別
の

チ
ェッ
ク
リ
ス
ト
を
使
っ
た
り
し
な
け
れ
ば
な

ら
ず
、大
変
な
労
力
を
要
し
ま
す
。

　A
I-CO

N
 Pro

は
私
が
契
約
書
を
読
み
終

え
る
よ
り
圧
倒
的
に
早
く
、リ
ス
ク
審
査
を
完

了
さ
せ
て
し
ま
い
ま
す
。書
類
チ
ェッ
ク
に
お
け

る
特
定
の
リ
ス
ク
検
出
に
お
い
て
、Ａ
Ｉ
の
速
度

と
正
確
性
に
人
間
は
太
刀
打
ち
で
き
ま
せ
ん
。

　
一
方
で
、弁
護
士
は
不
要
に
な
る
と
は
思
い

ま
せ
ん
。エ
ク
セ
ル
が
あ
る
か
ら
会
計
は
不
要

と
い
う
話
に
は
な
ら
な
い
の
と
同
様
に
、テ
ク
ノ

ロ
ジ
ー
を
活
用
し
て
処
理
可
能
な
法
務
情
報

の
範
囲
と
量
が
拡
大
す
る
結
果
、弁
護
士
が

提
供
す
る
機
能
は
今
後
も
ま
す
ま
す
重
要
に

な
る
だ
ろ
う
と
思
い
ま
す
。

　
そ
の
意
味
で
、こ
れ
か
ら
の
弁
護
士
に
求
め

ら
れ
る
資
質
の一つ
は
、体
制
構
築
能
力
で
は

な
い
で
し
ょ
う
か
。企
業
の
様
々
な
業
務
が
Ａ

Ｉ
や
ソ
フ
ト
ウ
ェア
な
ど
に
置
き
換
わ
って
い
く

中
で
、そ
れ
ら
を
前
提
に
し
て
企
業
の
法
務
リ

ス
ク
を
管
理
す
る
体
制
を
作
る
必
要
が
出
て

く
る
と
思
い
ま
す
。

今
後
は
ど
ん
な
事
業
展
望
を

持
っ
て
い
ま
す
か

　　
最
近
、ど
う
す
れ
ば
法
務
情
報
の
ギ
ャッ
プ

を
解
消
で
き
る
か
に
関
心
を
持
って
い
ま
す
。

　
法
務
は
一
部
の
企
業
で
積
極
的
に
活
用
さ

れ
て
ま
す
が
、多
く
の
企
業
で
は
ま
だ
ま
だ

軽
視
さ
れ
て
い
ま
す
。〝
法
律
の
こ
と
は
よ

く
分
か
ら
な
い
〞〝
困
っ
た
と
き
に
弁
護
士
に

相
談
す
れ
ば
良
い
〞と
思
っ
て
い
る
方
も
い

ら
っ
し
ゃ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。法
務
サ
ー

ビ
ス
が
も
っ
と
普
及
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
感
じ
て
い
ま
す
。　

　
Ｇ
Ｖ
Ａ 

Ｔ
Ｅ
Ｃ
Ｈ
も
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
を
使
っ

た
法
務
格
差
の
解
消
を
テ
ー
マ
に
し
て
い
る
会

社
で
す
。法
務
サ
ー
ビ
ス
を
よ
り
広
く
、利
用

し
や
す
い
も
の
に
し
て
い
く
こ
と
も
私
た
ち
の

大
き
な
目
標
で
す
。

Vol.2

GVA Law
 Offi

ce (Thailand)

DAISUKE
FUJIEタイを訪れ東南アジアで

仕事がしたいと志向

2０歳の頃、
私のターニングポイント

タ
イ
に
来
た
き
っ
か
け
を

教
え
て
く
だ
さ
い

　
20
歳
の
頃
、大
学
の
夏
休
み
に
旅
行
で
タ
イ
を
訪
れ
、現

地
で
仕
事
を
し
て
い
る
日
本
人
の
方
々
や
同
年
代
の
タ
イ
人

の
若
者
と
話
を
す
る
機
会
が
あ
り
ま
し
た
。そ
こ
で
の
熱
気

に
当
て
ら
れ
て「
海
外
で
仕
事
を
す
る
の
は
面
白
そ
う
だ
」

と
思
い
ま
し
た
。

　
実
は
元
々
弁
護
士
に
強
い
関
心
は
な
か
っ
た
の
で
す
が
、法　シャリエ氏がシンガポールの資生堂アジアパシ

フィック社のトップに着任した2014年は、資生堂に
とって非常に大きな出来事があった年です。それは、日
本コカ・コーラ社出身の魚谷雅彦氏が社長に就任し
たことです。役員経験のない外部出身者が社長に就く
のは創業以来初めてでした。
　当時、東京をベースに仕事をしていたシャリエ氏は
東南アジアへの事業展開に対する情熱を持ち続けて
おり、大谷社長（当時）に「資生堂がグローバルカンパ
ニーを目指すのであればアジアに本腰を入れなくては
ならない」と進言したそうです。
　ちょうど資生堂グループ全体での長期計画の策定
に取り掛かり、全社戦略の大幅な見直しを行うタイミ
ングであったこともあり、資生堂としては全く新しい組
織形態であった資生堂アジアパシフィック社をシンガ
ポールに設立しました。
　シャリエ氏はその時の経験から、重要な点として次
の二点を挙げました。
　第一に、何よりもまず自社のことを「適切に」理解す
ることです。シャリエ氏はトップ就任後に全グループ会
社を訪問し、それぞれの組織や現地市場について理
解を深めたと言います。今が資生堂にとって変革の時
であること、今変わらなくてはグローバルな競争では生
き残っていくことはできないということを、すべての幹
部・スタッフに時間を掛けて自らがじっくりと説明をし、
協力を得られるように説得をしていったそうです。
　このように、海外事業においては制度や技術を移
転・移植するだけではなく、理念や事業目的の共有化
などを通じて、価値観や考え方も徐々にシンクロナイズ
させていく必要があります。
　第二に「戦略の軸はぶれてはいけない」ということを
挙げています。少し事業が上手くいかなくなると、隣の

芝が青く見えるのか、安易に他の事業に手を出したり、
すぐに他のことに取り組んでみたりということでは駄目
なのです。
　これは柔軟性を持たないということではなく、何をし
て何をしないのかを明確にする、つまり戦略の本質を
考え抜くことなのです。
　本社主導で「物事を右から左へ」と極端に変えよう
としても、多様性に富むアジアではそう簡単には動きま
せん。シャリエ氏は、最低でも５年くらいのスパンで戦
略を実行に移していくことが望ましいと考えたようです。
　しかし、ここで大切なことは「財務業績も5年後で良
いかというとそうではありません。変革には5年掛かり
ますが、同時に単年の数値目標も達成していくことが
求められるのです。厳しいようですが、単年の数値目標
を達成することなく、言い訳をすることは許されませ
ん」（３月号より）とシャリエ氏は述べています。
　全てのグループ会社の幹部やスタッフとの「信頼関
係の構築」が最も重要であることを認識し、ビジョンや
ミッションそして戦略的方向性の共有に関しては根気
強く相応の時間を掛けて取り組む。その一方で、経営
者として最低限の仕事である財務的業績の達成につ
いての「言い訳は、決してしない」という一貫した態度
が印象的でした。
　そのためには中期経営計画などの場において、単な
る数字合わせではなく、自らがコミットする指標と関連
する要因を徹底的に考え抜くことが大切になります。
経営トップの姿勢は必ず現地の従業員や本社のス
タッフは感じ取っているものなのです。

信
頼
関
係
構
築
と
財
務
業
績
の
二
兎
を
追
う
経
営

第
３
回

経営
トップエグゼクティブの

Beauty Management
対談を通して見えてきたメッセージ

対談は19年10月から20年3月末までの間に、バンコク及び東京にて相手先のオフィスで行われたものです。本来であれば20年末にかけて多くの方 と々対談を予定していましたが、残念ながら新型コロナウイルスの感染
拡大を受けて国境を跨ぐ移動が制限されてしまいました。東京においても非常事態宣言が発令されるなど対面での取材は難しいと判断したことから、予定をしていた方 と々の対談を一時中断しています。

藤岡 資正・英オックスフォード大学より経営哲学博士を授与（D.Phil. in management 
studies）。チュラロンコン大学サシン経営大学院エグゼクティブ・ディレクター・MBA専
攻長、NUCBビジネススクール教授などを経て現職。早稲田大学ビジネススクール客員
准教授、戦略コンサルティングファームCDI顧問、神姫バス社外取締役、Sekisui 
Heim不動産取締役、中小企業変革支援プログラム顧問などを兼任。

　前回に引き続き、資生堂で執行役員及び同社アジアパシフィック
社の創業時からCEOを長年務められたジャン・フィリップ・シャリエ
氏との対談を振り返りながら、経営者の仕事について考えてみます。

チュラロンコン大学サシン経営大学院
日本センター所長

明治大学専門職大学院教授

藤岡 資正
イアン・フェンウィック

学長

サシン経営大学院

ジャン・フィリップ・シャリエ
前社長

資生堂アジアパシフィック

撮影：石田直之
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57, Park Ventures Ecoplex, 12th Fl. Unit 1211
Wireless Road, Lumpini, Patumwan, Bangkok 10330

GDM (Thailand) Co., Ltd.
www.gdm-asia.com

電　  話 086-513-7435 高尾
takao@gdm-asia.comEメール

資産の市場価格を把握しておきませんか?

工場・土地の売却物件も多数取扱あり。詳細はお気軽にお問合せください。

日系企業 工場 4,000㎡ 土地 9,000㎡
日系企業  工場 12,000㎡ 土地 25,000㎡
マレーシア企業 工場 9,000㎡ 土地 24,000㎡
タイ企業 工場 1,500㎡ 土地 3,200㎡
台湾企業 工場 24,000㎡ 土地 163,000㎡

■ 過去の成約事例一例

■ 手続きの流れ

タイで9６0,000㎡以上の土地売買取引を行ってきた弊社が、御社の土地・工場・
建物を価格査定いたします。売却、M＆Aのご相談も承っております。

· トヨタ車体精工 様
· アイシン精機 様
· 積水プラスティック 様
· アルプス電気 様
· 戸上電機 様
· 宇徳 様
· 旭テック 様
· 三建産業 様

· 福島工業 様
· コマツ 様
· 名港海運 様
· 井関農機 様
· 宇部興産機械 様
· 不二越 様
· パナソニックデバイス
 SUNX 様

· 日本ダイヤバルブ 様
· 古河電気工業 様
· 古河AS 様
· 住商マシネックス 様
· 日本ガイシ 様
· アルプス物流 様
· 不二越 様
· 日本OA 様

· バルカー 様
· 野村総合研究所 様
· アムテック 様
· 大塚製薬 様
·アマダ様
· フジゼロックス様　他

弊社取引実績クライアント様

■ タイの現在の企業動向

日系大手

日系中堅

日系中堅

日系中堅

日系中堅

日系中堅

日系中堅

日系中小

日系中小

電機

プラスティック成形

電子部品

設備

電子部品

食品

物流

設備

アルミ部品

チョンブリ

チョンブリ

チョンブリ

チョンブリ

チョンブリ

ラヨーン

サムットプラカーン

ラヨーン

チョンブリ

完全撤退。統括エリア内統廃合

規模縮小。複数工場のうち一部売却。事業伸び悩み

完全撤退

ローカルパートナーとの合弁撤回及び撤退

タイ完全撤退。他国へ移設

資産圧縮。余剰土地売却

資産圧縮。余剰土地売却

完全撤退。一極化していたクライアントからの受注激減

資産圧縮。余剰土地売却

区分 業種 エリア 撤退・縮小理由

お問い合わせ（オンライン、面談、メール）

資料の準備

査定開始（１ヵ月前後）＊お急ぎの場合はお知らせください

査定結果報告

納品

守り
コスト削減
投資抑制
資金確保

備え
資産価値査定
資源配分見直し

攻め
競合買収
事業部売却
成長分野へ投資

１
2
3
4
5

コロナ禍で必要な対策
事前に“備え”である資産価値を把握することで、
具体的な“攻め”と“守り”のプランが立てやすくなります。

□  オンライン相談可能

□  対面面談も可能

□  情報守秘

工場・土地売却
簡易査定無料。縮小/撤退からM&Aまでサポート可能

● 評価レポート資料制作も可● 評価レポート資料制作も可

NEWSの詳細はウェブサイト（www.arayz.com）でチェック！！
このほかの『ASEAN最新ニュース』も随時配信中！！

　日通商事のタイ法人、日通商事（タイランド）及びAZL（タイランド）がチョ
ンブリ県のロジャナ・レムチャバン工業団地内に共同で建設した「日通商事
（タイランド）・ロジャナ・ロジスティクスセンター」が竣工した。
　敷地面積64,725.6㎡、事務所を含む延床面積は36,821.96㎡（高床倉
庫・事務所29,640.66㎡、低床倉庫4,734㎡、低床事務所・食堂他2,447.3
㎡）。低床倉庫には20tクレーン2基、5tクレーン2基、2.8tクレーン1基を設
置し、大型設備梱包にも対応できる。

レムチャバン付近に物流倉庫
日通商事タイ子会社が建設

　パナソニックは2021年度よりタイにおいてモジュール住宅建築事業に参
入する。
　鉄鋼・建材大手サイアムスチールと協業し、高品質・短工期・高付加価値を
実現。パナソニックの最新住宅設備などを装備した住空間を提供する。コロ
ナ禍にあってタイの戸建て市場は20年度も順調に伸長しており、今後も都市
近郊部を中心に需要の増加が続くと見込まれている。
　7月より高齢者向け離床アシストロボット「リショーネPlus」を発売する他、
今後、IoT宅配ボックス「スマートボックス」、スピーカー付ダウンライトなどを
投入。さらに、ユニットバスや住宅用IoTプラットフォーム「MirAIe（ミライ）」を
展開し、住宅設備機器のラインナップを強化する。

パナソニックがタイで新規事業を加速
現地企業とモジュール住宅建築事業に参入

　三菱電機のタイ子会社、三菱エレベーター（タイランド）がバンコク都心
部で開発が進む大型複合施設「One Bangkok」向けに昇降機を受注し
た。タイ初のダブルデッキ（２階建て）エレベーター12台及びタイ国内最速
の分速540mのエレベーター1台を含むエレベーター250台、エスカレー
ター28台の計278台。
　「One Bangkok」はオフィス、ホテル、高級住宅、商業施設などから成る
総面積16万7,000㎡、開発規模1,200億バーツの大型プロジェクトで、タ
イの大手財閥TCCグループ傘下の企業が手掛けている。

三菱「One Bangkok」向け昇降機受注
TCCグループ開発の大型複合施設

日本人居住率

Premier Thonglor

1LDK
55㎡ / 家具付 / 浴槽付き
195万B195万B 2LDK

83㎡ / 家具付 / 浴槽付き
250万B250万B

限定物件

周囲は閑静な住宅地、徒歩圏内にサミティベート病
院、日本食レストラン、スーパー、生鮮卸売市場のト
ンロー日本市場、幼稚園、塾、美容室など日本語が
通じるお店が多数ある便利な立地です。

家具付き！ 広い間取りでファミリーにもおすすめ!

１LDK/キッチン１LDK/キッチン

ロビーロビー

トンロー
BTS「トンロー」駅まで徒歩14分

購入者特典
総合スポーツ施設が
利用可
（ラケットクラブ）

定期借地権 （2035年迄）

081-813-4965（山口）
Mail：info@apamanbkk.com
HP：https://twy.co.th

 

[問い合わせ]

不動産に関するあらゆるニーズにお応えします。
T.W.Y. CO., LTD.

プロモーションビデオ

55 

一般人材派遣

一般人材紹介

運転手派遣

タイで10年以上の実績24時間日本語対応

財人    を派遣する。

Email：k.tabuchi@kyoudoh.co.th　　HP：www.kyoudoh.com

KYOUDOH GROUP RECRUITMENT CO., LTD.

29/1 PiyaPlaceLangsuang Building,10th Fl, Unit 10E, Soi Langsuang, 
Ploenchit Road Lumpini Pathumwan, Bangkok 10330

電話：（+66）02-254-5276　日本人直通：086-016-7200（田淵）

即戦力タイ人材を事前研修後に派遣

プロフェッショナルな人材情報をご提供

事前教育、薬物検査に合格した運転手を派遣

紹介予定派遣 おすすめ！
派遣にて業務遂行能力などを評価後に、必要な人材のみ紹介契約
に切り替えていただけます。勤務態度、社内スタッフとの関係も含
め、紹介よりも長い期間見極めが可能となり、より良い人材の雇用に
つながります。

雇用前にまずは一定期間、お試し採用。
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開
す
る
に
当
た
っ
て
全
く
の
ゼ
ロ
か
ら
ス

タ
ー
ト
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、と
い
う
こ

と
に
は
恐
ら
く
な
ら
な
い
で
し
ょ
う
。

　
他
方
、実
は
タ
イ
で
は
情
報
が
な
い
こ
と

で
は
な
く
、あ
り
過
ぎ
る
が
故
に
問
題
に
な

る
と
い
う
こ
と
が
発
生
し
て
い
ま
す
。

　
例
え
ば
、あ
る
税
金
の
適
用
に
関
す
る

ル
ー
ル
に
つ
い
て
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
検
索

機
能
を
使
え
ば
た
く
さ
ん
の
ペ
ー
ジ
が
ヒ
ッ

ト
す
る
か
と
思
い
ま
す
。そ
れ
で
は
、ど
れ

が
現
在
適
用
に
な
っ
て
い
る
ル
ー
ル
な
の
で

し
ょ
う
か
。ど
こ
が
個
人
の
見
解
で
、ど
れ

が
信
頼
に
足
る
事
実
な
の
で
し
ょ
う
か
。

　
こ
の
よ
う
に
、関
係
し
そ
う
な
情
報
が

あ
っ
た
と
し
て
も
、適
用
時
期
が
異
な
って
い

た
り
、情
報
が
正
し
く
な
か
っ
た
が
故
に

誤
っ
た
判
断
を
し
て
し
ま
う
、と
い
う
こ
と

が
あ
り
得
ま
す
。

　
そ
し
て
、日
々
の
業
務
を
こ
な
し
な
が
ら
、

本
当
に
使
え
る
情
報
を
必
要
十
分
に
、か
つ

タ
イ
ム
リ
ー
に
獲
得
し
て
い
く
と
い
う
の
は
、

実
は
簡
単
な
作
業
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
そ
こ
で
本
稿
で
は
会
計・税
務・法
務
と
い

う
管
理
業
務
対
応
に
実
際
に
活
か
す
こ
と

が
で
き
る
情
報
提
供
を
目
的
と
し
ま
す
。

税
務
の
概
観
と

『
歳
入
法
典
』 

関
連
税
制

　
図
表
１
は
過
去
の
特
集
で
も
紹
介
し
て

い
る
も
の
で
す
が
、今
回
も
諸
々
の
ア
ッ
プ

デ
ー
ト
及
び
タ
イ
税
務
に
関
す
る
概
観
を

把
握
し
て
い
た
だ
く
た
め
に
記
載
し
て
い
ま

す
。

　
ま
た
、国
税
の
う
ち
法
人
税
、個
人
所
得

税
、Ｖ
Ａ
Ｔ
を
含
む「
歳
入
法
典
」関
連
税

制
に
つ
い
て
は
、詳
細
規
定
と
し
て
図
表
２

の
よ
う
な
勅
令
や
財
務
省
令
、財
務
省
告

示
と
いっ
た
詳
細
な
ル
ー
ル
も
設
け
ら
れ
て

い
ま
す
。

法人税 会社の利益に課される税金
個人所得税 個人の所得に課される税金
VAT（付加価値税） 日本の消費税に相当する税金
石油所得税 石油・天然ガスの採掘者に課される税金
特定事業税 銀行・証券・生保・不動産販売等、特定の事業に課される税金
印紙税 土地建物賃貸・株式譲渡・ハイヤーパーチェス（割賦販売の一種）・
  借入契約等、特定の証書に課される税金
相続税・贈与税 土地等が相続・贈与された際の評価価格に課される税金
物品税 奢侈品やエンターテイメントに課される税金
関税 輸出入の通関時に課される税金

法人税 会社の利益に課される税金
個人所得税 個人の所得に課される税金
VAT（付加価値税） 日本の消費税に相当する税金
石油所得税 石油・天然ガスの採掘者に課される税金
特定事業税 銀行・証券・生保・不動産販売等、特定の事業に課される税金
印紙税 土地建物賃貸・株式譲渡・ハイヤーパーチェス（割賦販売の一種）・
  借入契約等、特定の証書に課される税金
相続税・贈与税 土地等が相続・贈与された際の評価価格に課される税金
物品税 奢侈品やエンターテイメントに課される税金
関税 輸出入の通関時に課される税金

土地家屋税 土地、建物の所有者に課される税金
看板税 収益事業目的で使用されている看板の所有者に課される税金
土地家屋税 土地、建物の所有者に課される税金
看板税 収益事業目的で使用されている看板の所有者に課される税金

国 税

税務の概観

地 方 税

図表１

勅令 Royal Decree（政府・内閣が発令） 
財務省令 Ministerial Regulations
財務省告示 Ministerial Notifications
租税委員会の正式見解 Board of Taxation’s Rulings
歳入長官告示 Notification of the Director-General
 of the Revenue Department
歳入局規則 Departmental Regulations

勅令 Royal Decree（政府・内閣が発令） 
財務省令 Ministerial Regulations
財務省告示 Ministerial Notifications
租税委員会の正式見解 Board of Taxation’s Rulings
歳入長官告示 Notification of the Director-General
 of the Revenue Department
歳入局規則 Departmental Regulations

歳入局告示 Departmental Notification
歳入局通達 Departmental Instructions
ルーリング Ruling（個別項目に対する歳入局見解）

歳入局告示 Departmental Notification
歳入局通達 Departmental Instructions
ルーリング Ruling（個別項目に対する歳入局見解）

法 令

解 釈

『歳入法典』 関連税制図表２

倉地 準之輔CEO & Founder
1980年生まれ。大学在学中に公認会計士二次
試験合格後、あずさ監査法人（KPMG）入所。外
資系企業勤務を経て、2013年来タイ。外資系会
計事務所のジャパンデスクにて日系企業向けコン
サルティング業務に従事した後、2015年10月に
BizWings (Thailand) Co., Ltd.を設立。主に日系
企業向けに管理業務に関する経営コンサルティン
グ業務を提供し、現在に至る。公益財団法人東京
都中小企業振興公社タイ事務所経営相談員。公
認会計士（日本）。東京大学経済学部経営学科、
米ケロッグ経営大学院卒業（MBA）。

倉地氏の担当は、木曜13時～17時。
詳細は、「東京SMEタイ」で検索。ホームページ
上のMENUから「サービスのご案内」→
１．現地経営相談の「詳細はこちら」へ。
※倉地氏は、東京SMEタイ事務所の経営相談員として
木曜の午後在籍。
※経営相談は、相談に対する助言・アドバイスを行うもの
であり、公社は経営責任を負うものではありません。

東京SMEタイ事務所にて
無料で倉地氏に相談できます

BizWings (Thailand) Co., Ltd.
Room 1201,12th Floor, Q House Building, 
66 Asoke Montri Road, 
Wattana, Khlong Toei Nuea, Bangkok
☎02-258-5592

ArayZにおける弊職による会計・税務特集は2016年か
ら続いており、おかげさまで今年で５回目になります。過
去の会計・税務特集も併せて読むと、何か良い気付き
があるかもしれません。Q&Aも、過去の特集と合わせて
是非ご活用ください。

なお、過去記事内の記載事項は各記事作成時の法規
制に基づいた記載になっており、それ以降の改正を反
映していません。その点はご留意の上ご利用ください。

年間業務を総まとめ！ 
ざっくり分かる 知っ得 
タイの法務・会計・税務

使える！タイ会計・税務
概観とFAQ（法人税・
個人所得税・VAT）

経営者のための
会計・税務入門

タイの
会計・税務概観

2016年5月号

2017年6月号

2018年8月号

会計・税務特集の読み解き

過去号もチェック！

2019年11月号

タイ会計・税務・法務 よく起こる問題やコロナ禍の制度変更などを解説

　
コ
ロ
ナ
禍
を
受
け
て
２
０
２
０
年
の
タ

イ
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
前
年
比
６・

１
%
減
と
な
り
、残
念
な
が
ら
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
を
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸
国

で
最
も
強
く
受
け
た
国
の一つ
に
な
っ
て
し

ま
い
ま
し
た
。

　
一方
で
、タ
イ
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
規
模
は
依
然
と
し

て
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
に
お
い
て
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に

続
く
第
2
位
の
地
位
に
あ
り
、21
年
以
降

は
経
済
も
回
復
の
見
込
み
で
す
。

　
ま
た
、自
動
車
産
業
を
中
心
と
し
た
製

造
業
の
産
業
集
積
が
進
ん
で
お
り
、こ
の一

翼
を
担
う
日
系
企
業
も
多
数
進
出
し
て
い

る
こ
と
か
ら
、タ
イ
の
日
系
企
業
数
は
約
４

０
０
０
社
、在
留
邦
人
数
も
約
8
万
人
と
、

と
も
に
世
界
4
位
と
な
って
い
ま
す
。

　
そ
の
よ
う
な
状
況
を
鑑
み
た
場
合
、タ
イ

に
お
い
て
は一
定
の
経
済
水
準
や
日
本
人
に

と
って
の
情
報
源
は
あ
る
程
度
確
保
さ
れ
て

い
る
こ
と
に
な
り
、タ
イ
で
ビ
ジ
ネ
ス
を
展

Author Profile

　
一
部
税
制
に
は
、２
国
間
の
徴
税
に
関
す

る
条
約
で
あ
る
租
税
条
約
も
関
連
し
て
き

ま
す
。日
本
と
タ
イ
は
１
９
６
３
年
に
日
タ

イ
租
税
条
約（
正
式
名
称「
所
得
に
対
す
る

租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱

税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と
タ
イ
と
の
間

の
条
約
」）を
結
ん
で
い
ま
す
。

よく起こる問題やコロナ禍の制度変更などを解説

会計 税務 法務
タイ 新赴任者こそ知っておきたい
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期末決算日（3月末） 中間決算日 暦年終了

 4ヵ月定時株主総会
決算後

決算後 150日

タイ会計・税務・法務 よく起こる問題やコロナ禍の制度変更などを解説

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月詳細期日実施内容業務実施時期

社会保険料納付

法人税中間納付

ビザ・労働許可証更新

源泉徴収票発行

労災補償基金納付

確定申告

財務諸表作成

会計監査

定時株主総会

株主名簿提出

財務諸表登録

法人税確定納付

VAT納付

個人所得税
源泉徴収税納付

法人税
源泉徴収税納付

月次会計記帳

毎月

中間
決算日後

暦年
終了後

期末
決算日後

任意（※1）

翌月7日（※２）

翌月7日（※２）

翌月15日（※２）

翌月15日（※3）

中間決算日より
2ヵ月以内

通常年１度
（異なる場合あり）

翌年２月末

翌年３月末（※5）

期末決算日後速やかに

期末決算日後速やかに
かつ株主総会前

期末決算日より
４ヵ月以内

定時株主総会より
14日以内

定時株主総会より
1ヵ月以内

期末決算日後
150日以内

翌年2月15日（対従業員）
翌年2月末（対歳入局）

月毎の会計情報を記録し、会社の経営成績や財
政状態を把握

個人・法人に対する一定の支払を行う際、その一
定額を源泉徴収税として徴収、当該徴収額を申
告・納付

従業員給与額に応じた個人所得税の月次相当額
を源泉徴収税として徴収、当該徴収額を申告・納
付

受け取ったVAT（売上VAT）から支払ったVAT（仕
入VAT）を控除したVATの金額を申告・納付。税率
は現在７%

タイの社会保障制度である社会保険への保険料
納付。通常は従業員・会社とも月額１人当たり最大
750バーツ負担（※4）

年間推定課税所得に基づく見積税額の半分を申
告・納付

90日レポート
年次都度

タイ入国後90日毎 90日以上継続してタイに滞在する場合、イミグレー
ションに居住地を報告

外国人がタイで就業するために必要なビザ・労働
許可証の延長を実施。帯同している家族もビザの
延長が必要

従業員給与から源泉徴収した金額等をまとめた
源泉徴収票を発行・通知

労働者の業務上の傷病等に関する給付を受ける
ための基金への拠出。従業員全体の年間給与に
対する割合として決定される

課税年度期間（１月１日～12月31日）の個人所得
に基づく税額を申告・納付。税率は累進課税で最
大35%

年間の会社の経営成績や財政状態を示す財務諸
表を作成

タイの公認会計士を会計監査人として財務諸表に
対する監査を実施

監査済財務諸表を承認する定時株主総会を開催

商業登記局に最新の株主名簿を登録

商業登記局に監査済財務諸表を登録

監査済財務諸表に基づく法人税に関する税務申
告書を作成し、歳入局に申告・納付。税率20%（た
だし、中小企業向け軽減税率あり）

会計
税務
法務

　タイにおいて年間業務として原則すべての株式会社（非公開会社・非BOI企業）に必要となる会計・税務・法務に関する業務をまとめたものが下の表です。
毎月の業務と暦年（カレンダー年、１月１日～12月31日）の業務については会社ごとの決算日に関係なく同時期に発生しますが、中間決算日後の業務と期
末決算日後の業務については、会社ごとの決算日によって時期が変わります。今回はタイでも多くの日系企業が採用している３月末決算を例としたスケ
ジュールとしましたが、自社の決算日に合わせた業務カレンダーを作成すると、各業務が網羅的に把握できて便利です。

年間業務カレンダー（3月末期末決算日の例）

※1 厳密には会計法上で『会計記録への記入期限』が定められているが、実務上チェックされる機会がほとんどない　※２　インターネット申告の場合、期日が翌月末に延長（2021年2月～5月分まで）
※３ インターネット申告の場合、期日が7日間延長（2021年12月まで）　※４ 従業員負担額を月額最大75バーツ、従業員１人当たり会社負担額を月額最大450バーツに軽減（2021年２月、３月分まで）
※５ インターネット申告の場合、期日が翌年６月末に延長（20年度分申告）

注 ： 税務の申告期限は、インターネット申告にすることで約１週間程度延ばすことが可能

中間申告時点で推定した年間課税所得が、
年度末の確定申告時点で確定した年間課
税所得と比べて25％を超えて下回った場合、
不足納税額の20％相当額が罰金として徴
収されます。利益が出る見込みがある場合
は、このことを頭に入れて年間課税所得に
関する見積額を算定してください。

日本側で連結財務諸表を作る必要がある
など、これらのプロセスをかなり早いタイミ
ングで完了しなければならないケースもあ
ります。その場合は会計記帳担当者・監査
法人と綿密にスケジューリングを行ったうえ
で、決算を迎えることが必要です。

本記事の執筆時点で90日レポートの提出
義務は免除されていません。コロナ前は海
外出張が多く提出を行っていなかった方も、
コロナ禍でタイ国外への移動が制限されて
いる状況下で対象になっている可能性が高
いです。提出遅延があると罰金が掛かりま
すので、うっかり忘れに注意しましょう。
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タイ会計・税務・法務 よく起こる問題やコロナ禍の制度変更などを解説

①  
最
低
限
の
情
報
収
集
を
行
う

　
タ
イ
に
お
い
て
日
系
企
業
向
け
の
情
報
源

は
た
く
さ
ん
あ
り
ま
す
。こ
の
記
事
も
そ
う

で
す
し
、公
的・民
間
を
問
わ
ず
多
数
の
記
事

や
セ
ミ
ナ
ー
に
触
れ
る
機
会
が
あ
り
ま
す
。

　
自
身
と
し
て
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
日
々
の
業
務
が
あ
る
中
で
、知
見
が
な
い
分

野
の
情
報
収
集
は
ど
う
し
て
も
怠
り
が
ち
で

す
。し
か
し
、少
し
で
も
時
間
を
割
い
て
そ
う

いっ
た
記
事
を
読
ん
だ
り
、セ
ミ
ナ
ー
に
参
加

し
た
り
し
て
最
低
限
の
情
報
収
集
を
し
て
お

く
と
良
い
と
思
い
ま
す
。

　
そ
の
際
、収
集
し
た
情
報
の
全
て
を
覚
え

る
必
要
は
な
く
、そ
の
情
報
が
ど
こ
に
あ
っ
た

か
、あ
る
い
は〝
こ
ん
な
感
じ
だ
っ
た
〞と
い
う

感
覚
を
持
て
れ
ば
十
分
で
す
。

②  

専
門
家
の
照
会
先
を
複
数
確
保
し
、

　  

困
っ
た
ら
す
ぐ
に
尋
ね
る

　「
専
門
家
」を「
複
数
」と
い
う
点
が
ポ
イ

ン
ト
で
す
。専
門
家
は
そ
の
分
野
に
お
け
る

情
報
収
集
力
と
理
解
力
に
つい
て
や
は
り
優

位
性
が
あ
り
、照
会
し
た
内
容
に
つ
い
て
も

精
度
の
高
い
回
答
を
し
て
く
れ
る
可
能
性

が
高
い
で
す
。

　
一方
、専
門
家
も
人
間
で
す
の
で
、常
に
正

し
い
と
い
う
こ
と
は
な
い
で
し
ょ
う
し
、さ
ら

に
は
専
門
家
の
中
で
も
見
解
が
分
か
れ
る

テ
ー
マ
も
存
在
し
ま
す
。

　
タ
イ
で
は
専
門
家
が
相
談
に
乗
っ
て
く
れ

る
公
的
機
関
の
無
料
相
談
窓
口
も
複
数
存

在
し
ま
す
。

　
自
社
の
顧
問
弁
護
士
や
税
理
士
の
よ
う
な

専
門
家
に
加
え
、こ
う
いっ
た
外
部
の
専
門
家

を
含
め
て
複
数
の
聞
き
先
を
確
保
し
、困
っ
た

ら
す
ぐ
質
問
す
る
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。

③  

社
内
の
特
定
の
タ
イ
人
ス
タ
ッ
フ
に

      

頼
り
す
ぎ
な
い

　
知
見
が
な
い
分
野
の
場
合
、そ
の
分
野
の

仕
事
を
し
て
い
る
タ
イ
人
の
業
務
に
は
関
与

し
な
い
、あ
る
い
は
言
わ
れ
た
通
り
に
す
る
、

と
い
う
対
応
に
な
り
が
ち
で
す
。

　
し
か
し
、こ
れ
が
常
態
化
す
る
と
不
正
の

温
床
と
な
っ
た
り
、当
該
タ
イ
人
の
作
業
が

ブ
ラ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
化
し
て
不
当
に
権
力
が
集

中
し
、マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
上
の
重
大
な
問
題
を

引
き
起
こ
す
こ
と
に
繋
が
り
ま
す
。

　
社
内
で
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
を
作
っ
た

り
、社
外
に
業
務
の一
部
を
外
注
す
る
な
ど

し
、特
定
の
タ
イ
人
に
頼
ら
な
い
と
仕
事
が

回
ら
な
い
、と
い
う
状
況
を
極
力
避
け
る
よ

う
に
し
ま
し
ょ
う
。

　
経
理
業
務
を
内
製
さ
れ
て
い
る
会
社
か
ら

よ
く
受
け
る
相
談
内
容
と
、そ
れ
に
対
す
る

解
説
を
そ
れ
ぞ
れ
４
つ
紹
介
し
ま
す
。

　
経
理
業
務
の
内
容
そ
の
も
の
を
日
本
人

駐
在
員
が
理
解
す
る
の
は
も
ち
ろ
ん
大
事
で

す
が
、特
に
税
務
申
告
書
が
全
て
タ
イ
語
な

た
め
、経
理
業
務
を
日
本
人
駐
在
員
が
実
施

す
る
の
は
現
実
的
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
む
し
ろ
日
本
人
駐
在
員
は
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

と
し
て
、経
理
業
務
に
お
い
て
権
限
が
集
中

す
る
こ
と
な
く
、か
つ
ス
ム
ー
ズ
に
流
れ
る
よ

う
な
仕
組
み
で
実
施
さ
れ
る
こ
と
を
担
保

す
る
こ
と
に
注
力
す
る
べ
き
で
し
ょ
う
。

　
た
だ
、こ
う
いっ
た
仕
組
み
を
社
内
で
構
築

す
る
の
は
容
易
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。そ
こ
で
、

例
え
ば
弊
社
で
は
こ
れ
ら
の
問
題
を
解
決
す

る一つ
の
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
、「BizW

ings

ア
シ

ス
タ
ン
ト
」を
提
供
し
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
は
タ
イ
ビ
ジ
ネ
ス
に
対
応
し
た
日
本
語

タ
イ
の
現
地
法
人
責
任
者
に
な
り
、初
め
て
会
計
・
税
務
・
法
務

と
い
っ
た
管
理
業
務
も
自
分
の
責
任
の
範
囲
に
な
り
ま
し
た
。日

本
に
居
た
時
は
、こ
れ
ら
の
仕
事
は
全
く
携
わ
っ
た
こ
と
が
な

く
、知
見
が
あ
り
ま
せ
ん
。ど
う
す
れ
ば
良
い
で
し
ょ
う
か
。

Q
公
的・民
間
機
関
や
各
種
専
門
家
か
ら
幅
広
く
情
報
を
収

集
す
る
こ
と
が
大
切
で
す
。ま
た
、特
定
の
ス
タ
ッ
フ
に
頼

ら
な
い
仕
組
み
も
必
要
に
な
り
ま
す
。

A
① 

管
理
業
務
と
の
付
き
合
い
方

社
内
で
経
理
業
務
を
進
め
る
う
え
で
、

留
意
す
べ
き
点
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Q
日
本
と
は
ス
タ
ッ
フ
の
職
能
や
労
働
市
場
な
ど
が
大
き
く

異
な
る
こ
と
を
理
解
し
た
う
え
で
、日
本
人
は
経
理
業
務

の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
注
力
す
べ
き
だ
と
思
い
ま
す
。

A
② 

経
理
業
務
を
内
製
し
て
い
る
場
合
の
留
意
点

弊社によく寄せられるご相談

書類の書式に厳しかったり、
事あるごとに税務署の顔を見て
作業をしているような気がします。

税務署職員はその調査に当たり、職員が判断して必要とした書類につい
ては要求する権利を有しています。このため、税務署が求める可能性があ
ると経理部門が判断した場合、職員に詰問を受けることを防ぐため、とり
あえず安全に書類を準備したがる傾向にあります。

　弊職の業務上、よく寄せれる質問と回
答例をQ&A方式でまとめました。日系
企業にも関連する問題や実例を元にし
た内容となっており、皆様の会社の経営
にも応用できる内容があるかと思われま
すので、ぜひご参照ください。

事例をもとに、Q&Aでお悩み解決！

Q&A
経理部門のマネージャーが独善的に仕事をしてしまい、
マネジメントの言うことを聞いてくれません。

経理は既存の業務フローに対して日本人駐在員が
手を入れることが難しい部門です。また、タイの財務
諸表や法人税申告書には会計責任者の署名がない
と申請ができないことからも、職権が特定の個人に
集中しがちな構造にあります。

＝ 職権が集中しやすい構造

解決策 日本人マネジメントのガバナンスが利く状況を確保しましょう。実施作業の文書化や業務分掌の
明確化、業務ローテーションを行い、業務が属人化しない仕組みの確立が重要です。

特定の会計スタッフに依存した業務体制を作るの
を極力避けましょう。例えば、一部業務だけでも外
注してしまい、退職による業務遅延リスクを回避す
るといった方法も有効です。

会計スタッフが頻繁に
退職してしまいます。

タイの失業率は世界トップクラスに低く（コロナ前は約1.0%）、終身
雇用制度が存在する国でもありません。このため転職をすることに
抵抗が全くなく、また、良い条件の仕事があれば転職を当然のよう
に行う傾向にあります。

＝ 日本と異なる労働市場の構造

解決策

会計記帳者と、経営分析者は明確に分けましょう。
両方できる方がいたら、それはラッキーです。もしく
は割り切って経営分析は日本人管理者が実行した
り、外注してしまうのも有効な打ち手です。

会計記帳・税務申告に加え、
経営分析を依頼したのですが、
思うような成果が上がりません。

一般的に会計記帳・税務申告を担当する「会計記帳者」は、書類に
基づいて情報を記録するのが仕事です。当該情報を分析し、経営
上のアクションに反映するという業務は仕事の範囲として認識して
いない場合があります。

＝ 職能に関する期待ギャップ

解決策
経理部門との明確なコミュニケーションを行いましょ
う。タイの制度上、税務署側の意向を斟酌した方が良い
場合があるというのはある程度事実ですが、経理部門
の思い過ごしである場合もあります。分からないことが
あったら、外部の専門家に聞くのも良いでしょう。

解決策

＝ 税務署職員に与えられた強い権限

あっさり

オ
ン
ラ
イ
ン
ア
シ
ス
タ
ン
ト
サ
ー
ビ
ス
で
す
。高

い
実
務
能
力
を
有
す
る
日
本
人
及
び
日
本
語

話
者
の
タ
イ
人
ア
シ
ス
タ
ン
ト
と
直
接
や
り
と

り
し
な
が
ら
、貴
社
業
務
を
進
め
て
い
た
だ
く

こ
と
が
で
き
ま
す
。こ
う
いっ
た
人
材
を
社
内

で
雇
用
す
る
の
に
比
べ
、安
価
に
し
か
も
業
務

を
ブ
ラ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
化
す
る
こ
と
な
く
、進
め

る
こ
と
が
で
き
る
仕
組
み
に
なって
い
ま
す
。

経費精算 / 請求書発行 / 社内資料作成 
入社・退社手続 / 残業代計算 / 
求人情報管理 / SNS更新 / Web更新  etc...
様々な業務を代行いたします

詳細はQRをチェック▶▶▶

コスト削減や不正防止にも！
無料お試しプランあり

優秀な日本人 & タイ人
アシスタントが 月13,900B~

テ
キ
パ
キ

そ
れ
は
後
で
も

マ
イ
ペ
ン
ラ
イ
！

私
に
任
せ
て
！

こ
の
書
類
を

先
に
終
わ
ら
せ
て

欲
し
い
の
だ
け
ど
・・・

そ
こ
ま
で
細
か
い
と
こ
ま
で

チ
ェ
ッ
ク
す
る
か
な
・・・
？

サインがいつもと違う！
税務署に突っ込まれたら
どうするんですか！？

ガ
ミ
ガ
ミ

辞
表

辞
め
ま
ー
す
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タイ会計・税務・法務 よく起こる問題やコロナ禍の制度変更などを解説

　
赤
字
取
引
に
関
し
て
は
、次
の
よ
う
な

ケ
ー
ス
の
場
合
は
個
別
品
目
や
特
定
の
相
手

先
と
の
赤
字
取
引
が
発
生
し
て
い
て
も
問
題

な
い
の
で
は
な
い
か
、と
い
う
照
会
を
し
ば
し

ば
お
受
け
し
ま
す
。

•
事
業
上
の
合
理
性
が
あ
る
場
合

    （
例：取
引
先
と
の
関
係
性
維
持
）

•
会
社
全
体
と
し
て
利
益
が
出
て
い
る
場
合

•
他
社
と
の
取
引
の
場
合

　（
グ
ル
ー
プ
会
社
と
の
取
引
で
な
い
限
り
、赤
字
取

　   

引
が
発
生
し
て
い
て
も
問
題
な
い
、と
い
う
理
解
）

　
他
方
、タ
イ
の
税
法
は
む
し
ろ
シ
ン
プ
ル

で
、適
当
な
理
由
な
く
市
場
価
格
よ
り
も
低

い
対
価
で
資
産
譲
渡
や
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
し

た
場
合
、税
務
署
は
市
場
価
格
で
取
引
が
な

さ
れ
た
と
み
な
し
て
課
税
で
き
る
、と
い
う

内
容
が
法
人
税
及
び
V
A
T
の
法
令
上
定

め
ら
れ
て
い
る
だ
け
で
す
。照
会
さ
れ
た
よ

う
な
状
況
に
つ
い
て
は
免
除
す
る
、と
いっ
た

規
定
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
こ
れ
に
よ
り
税
務
署
は
ど
ん
な
状
況
に

あ
っ
た
と
し
て
も
当
該
法
令
を
も
っ
て
、「
赤

字
取
引
を
発
生
さ
せ
た
売
価
は
市
場
価
格

よ
り
低
い
対
価
で
あ
っ
た
」と
い
う
理
屈
の
も

と
、売
価
を
市
場
価
格
に
修
正
し
た
金
額

を
ベ
ー
ス
に
課
税
す
る
こ
と
が
で
き
る
、と
い

う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
こ
の
問
題
を
数
値
例
で
示
す
と
、以
下
の

タ
イ
政
府
の
支
援
措
置
で
、多
く
の
日
系
企
業
に
役
に

立
つ
も
の
は
あ
り
ま
す
か
。

Q
「
従
業
員
賃
金
の
３
倍
を
法
人
税
計
算
上
の
費
用
に
計
上

で
き
る
」と
い
う
制
度
が
あ
り
ま
す
。要
す
る
に
法
人
税
が

安
く
な
る
、と
い
う
こ
と
を
意
味
し
ま
す
の
で
、適
用
で
き

る
企
業
に
と
っ
て
は
朗
報
か
と
思
い
ま
す
。

A
④ 

コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
タ
イ
政
府
の
支
援
措
置

取
締
役
会
や
株
主
総
会
を
リ
モ
ー
ト
で
実
施
す
る
方
法
は
あ
る

で
し
ょ
う
か
。参
加
者
た
る
取
締
役
や
株
主
が
日
本
に
い
た
り
、

移
動
制
限
下
に
あ
っ
た
り
し
、一
ヵ
所
に
集
ま
っ
て
実
施
す
る
こ

と
が
難
し
い
た
め
で
す
。

Q
い
く
つ
か
の
条
件
を
満
た
せ
ば
、テ
レ
ビ
会
議
を
用
い
た
株

主
総
会
な
ど
は
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

A ⑤ 

取
締
役
会・株
主
総
会
の
オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
実
施

税
務
上
の
論
点
は
多
岐
に
亘
る
と
思
う
の
で
す
が
、マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
と
し
て
特
に
注
意
し
て
お
い
た
方
が
良
い
税
務
上
の
ポ
イ
ン

ト
は
あ
り
ま
す
か
。

Q
い
わ
ゆ
る
赤
字
取
引（
売
上
に
対
し
て
売
上
原
価
の
方
が

大
き
く
、粗
利
益
が
マ
イ
ナ
ス
に
な
る
取
引
）に
つ
い
て
タ

イ
の
税
務
署
は
厳
し
く
、こ
れ
に
起
因
す
る
追
徴
課
税
が

発
生
し
た
場
合
、納
付
額
が
多
額
に
な
り
が
ち
と
い
う
点

を
認
識
し
て
い
た
だ
け
れ
ば
と
思
い
ま
す
。

A
③ 

税
務
上
で
よ
く
あ
る
指
摘・赤
字
取
引
の
考
え
方

　
実
は
テ
レ
ビ
会
議
の
実
施
そ
の
も
の
は
16

年
か
ら
認
め
ら
れ
て
い
ま
し
た
。し
か
し
、日

系
企
業
の
ほ
と
ん
ど
に
と
っ
て
次
の
条
件
が

あ
っ
た
た
め
、非
常
に
使
い
づ
ら
い
内
容
に

な
って
い
ま
し
た
。

•
充
足
数
の
３
分
の
1
以
上
が

　
同
じ
場
所
に
居
る
こ
と

•
す
べ
て
の
出
席
者
が
タ
イ
国
内
に

   

所
在
す
る
こ
と（
タ
イ
国
外
か
ら
の
参
加
不
可
）

　
し
か
し
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡

大
が
問
題
と
な
っ
た
20
年
４
月
に
、電
子
機

器
に
よ
る
テ
レ
ビ
会
議
の
ル
ー
ル
が
上
の
よ

う
に
変
更
さ
れ
ま
し
た
。

　
現
在
の
ル
ー
ル
に
な
って
か
ら
は
だ
い
ぶ
利

便
性
が
向
上
し
、日
系
企
業
に
と
っ
て
も
使

い
や
す
い
制
度
に
な
っ
て
い
ま
す
。ぜ
ひ
有
効

活
用
さ
れ
る
こ
と
を
お
勧
め
し
ま
す
。

よ
う
に
な
り
ま
す
。

　
こ
の
数
値
例
は
元
の
売
価
は
１
０
０
０

だ
っ
た
が
、税
務
署
に
市
場
価
格
の
１
５
０
０

で
あ
る
と
み
な
さ
れ
て
追
徴
課
税
を
受
け
、

加
算
税
・
延
滞
税
も
課
税
さ
れ
た
と
い
う

ケ
ー
ス
を
仮
定
し
た
も
の
で
す
。　

　
更
生
さ
れ
た
金
額
５
０
０（
＝
１
５
０
０‒

１
０
０
０
）に
対
し
て
、か
な
り
多
額
の
追
加

納
税
が
発
生
す
る
こ
と
が
お
分
か
り
い
た
だ

け
る
か
と
思
い
ま
す
。

　
対
策
と
し
て
は
言
う
ま
で
も
な
く
、赤
字

取
引
を
極
力
避
け
る
と
い
う
の
に
尽
き
ま

す
。や
む
を
得
ず
発
生
し
て
し
ま
っ
た
場
合

は
、こ
れ
ら
の
よ
う
な
背
景
が
あ
る
こ
と
を

念
頭
に
置
き
つ
つ
、当
該
取
引
は
あ
く
ま
で

市
場
価
格
に
準
じ
て
い
る
こ
と
を
主
張
す
る

し
か
あ
り
ま
せ
ん
。

1. 全ての会議参加者について、参加前の本人確認実施

2. 全ての会議参加者について、挙手及び投票を含む議決権行使方法の確保 

3. 議事録の作成

4. 会議の全過程の音声または音声と映像で電子データの形態での記録。
　 ただし、秘密投票の場合は除く

5. 全ての会議参加者との交信情報の証拠としての記録

1. 全ての会議参加者について、参加前の本人確認実施

2. 全ての会議参加者について、挙手及び投票を含む議決権行使方法の確保 

3. 議事録の作成

4. 会議の全過程の音声または音声と映像で電子データの形態での記録。
　 ただし、秘密投票の場合は除く

5. 全ての会議参加者との交信情報の証拠としての記録

　取締役会・株主総会のオンライン実施条件

※ 招集通知や議題案等、会議に関する書類は電子メールで参加者に送付することが認められています。

• 社会保障法第33条（通常の従業員はこちらに該当）に基づく被保険者に対して
   20年４月１日～７月31日に支払われた賃金であること

• 月額賃金が月15,000バーツ以下の従業員の賃金であること

• 通常の労働対価のみを含み、時間外労働手当、賞与等は含まない

• 社会保障法第33条（通常の従業員はこちらに該当）に基づく被保険者に対して
   20年４月１日～７月31日に支払われた賃金であること

• 月額賃金が月15,000バーツ以下の従業員の賃金であること

• 通常の労働対価のみを含み、時間外労働手当、賞与等は含まない

対象となる賃金の条件

• 当該会社の19年９月30日またはそれ以前に終了した12ヵ月間の会計年度の売上が
  ５億バーツを超えず、また、当該会計年度における合計従業員が200名を超えないこと

• 20年４月～７月の各月末の被保険従業員数が20年３月末の同人数を下回らないこと
  ただし、今後局長が布告で定める適切な理由がある場合を除く

• 歳入法典についての他の勅令に基づく賃金に関する法人税免除を受けていないこと

• 当該会計年度末日から150日以内に、歳入局のウェブサイトで示される書式で
  雇用、賃金、労働者数等に関する届出を行うこと

• 当該会社の19年９月30日またはそれ以前に終了した12ヵ月間の会計年度の売上が
  ５億バーツを超えず、また、当該会計年度における合計従業員が200名を超えないこと

• 20年４月～７月の各月末の被保険従業員数が20年３月末の同人数を下回らないこと
  ただし、今後局長が布告で定める適切な理由がある場合を除く

• 歳入法典についての他の勅令に基づく賃金に関する法人税免除を受けていないこと

• 当該会計年度末日から150日以内に、歳入局のウェブサイトで示される書式で
  雇用、賃金、労働者数等に関する届出を行うこと

対象となる企業の条件

法人税

VAT

追徴税額
加算税
延滞税
追徴税額
加算税
延滞税
合計

100.00
100.00
9.00
35.00
35.00
3.15

282.15

= (1,500（税務署指示価格） - 1,000（元の売価）) x 20%（法人税率）
追徴税額と同額
月1.5%。追徴税額と同額が限度。ここでは６ヵ月分として算定
= (1,500（税務署指示価格） - 1,000（元の売価）) x ７%（VAT税率）
追徴税額と同額
月1.5%。追徴税額と同額が限度。ここでは６ヵ月分として算定

税項目 内容 金額 根拠

コロナ
アップデート

コロナ
アップデート

経営上やむを得ず赤字取引を実施しなければならない状況になることも多く、実際のところ赤字取引に関する対処法にまつわる相談は非常に多いです。基本的なロジックは
上記の通りですが、実際にどう対応すべきかという方法についてはケースバイケースですので、困ったらすぐに専門家に相談することをお勧めします。

　
た
だ
し
、こ
の
制
度
の
残
念
な
点
は
、

そ
の
範
囲
を「
月
額
賃
金
が
月
１
万
５
０

０
０
バ
ー
ツ
以
下
の
従
業
員
」に
限
定
し

て
い
る
点
で
す
。す
な
わ
ち
、月
額
賃
金

が
月
１
万
５
０
０
０
バ
ー
ツ
を
超
え
て
し

ま
う
従
業
員
に
対
し
て
は
使
え
な
い
、と

い
う
こ
と
で
す
。

　
他
方
、こ
の
賃
金
レ
ベ
ル
の
従
業
員
が
多

く
い
る
会
社
で
あ
れ
ば
、そ
れ
な
り
の
イ
ン

パ
ク
ト
を
も
っ
た
節
税
が
で
き
る
制
度
か

と
思
い
ま
す
の
で
、社
内
で
そ
の
適
用
の
可

否
を
ぜ
ひ
検
討
し
て
み
て
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、そ
の
他
の
タ
イ
政
府
に
よ
る
コ
ロ

ナ
禍
の
支
援
措
置
に
つ
い
て
は
日
本
の
公

的
機
関
な
ど
で一
覧
を
作
成
し
て
く
れ
て

い
ま
す
。参
考
に
し
て
み
る
の
も
良
い
か
と

思
い
ま
す
。

【タイにおける新型コロナウイルスに関連する支援措置（JETRO）】 https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/covid-19/asia/th/list0421.pdf　

右はBizWingsアシスタントなどを担当する東槇マネージャー
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タイ会計・税務・法務 よく起こる問題やコロナ禍の制度変更などを解説

　
日
本
と
タ
イ
の
間
を
行
き
来
し
た
場
合

に
発
生
す
る
個
人
所
得
税
上
の
諸
論
点
と

考
え
に
つい
て
、表
の
通
り
ま
と
め
ま
し
た
。

　
基
本
的
に
タ
イ
に
お
け
る
業
務
か
ら
発

生
し
た
所
得
は
、受
取
先
が
ど
こ
で
あ
れ
タ

イ
で
の
個
人
所
得
税
の
対
象
に
な
り
ま
す
。

た
だ
し
、タ
イ
で
の
滞
在
日
数
が
１
暦
年
中

に
１
８
０
日
を
超
え
な
い
な
ど
の
条
件
を
満

た
す
と
免
除
に
な
り
ま
す
。

　
現
状
で
は
ま
だ
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

感
染
拡
大
防
止
を
目
的
と
し
て
入
国
規
制

が
日
タ
イ
双
方
で
設
け
ら
れ
て
お
り
、本
来

は
タ
イ
に
赴
任
す
る
と
こ
ろ
や
む
を
得
ず
ま

だ
日
本
で
業
務
を
行
って
い
た
り
、駐
在
員
は

タ
イ
に
入
国
で
き
て
も
帯
同
す
る
は
ず
の
家

族
が
ま
だ
来
ら
れ
な
い
と
いっ
た
ケ
ー
ス
も
あ

　
下
の
個
人
所
得
税
の
計
算
方
法
か
ら
分

か
る
通
り
、個
人
所
得
税
を
減
ら
す
に
は
①

総
所
得
を
減
ら
す
、②
非
課
税
所
得
を
増

や
す
、③
所
得
控
除
を
増
や
す
、④
税
率
を

下
げ
る
の
４
つ
の
方
法
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
こ
こ
で
①
、②
、④
は
会
社
と
し
て
コ
ン
ト

ロ
ー
ル
の
余
地
が
あ
ま
り
な
い
の
に
対
し
、

③
所
得
控
除
を
増
や
す
は
そ
の
条
件
に
合

致
す
る
状
況
や
支
払
の
発
生
を
、そ
れ
な

り
に
会
社
側
で
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
で
き
る
と
い

う
違
い
が
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
た
め
、所
得
控
除
項
目
を
う
ま
く

使
え
ば
個
人
所
得
税
の
節
税
を
実
施
で
き

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。所
得
控
除
項
目
に
は

図
表
１
の
よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
。

　
例
え
ば
20
年
度
は
、日
本
人
駐
在
員
が

Shop D
ee M

ee K
uen

キ
ャ
ンペ
ー
ン
を
適

用
し
た
買
い
物
や
、将
来
の
資
産
形
成
の
た

• 2020年度版。2021年度版は原稿作成時点で未確定
• 生命・生命貯蓄保険と健康保険は合わせて上限100,000THBまで
• 年金保険料、プロビデントファンド、国民年金、私立学校教員援助、
 退職年金基金、国民貯蓄基金、Super Saving Fund (SSF)は
 合わせて上限500,000THBまで

弊
社
は
駐
在
員
の
個
人
所
得
税
を
会
社
負
担
に
し
て
い
る
の
で

す
が
、結
果
と
し
て
か
な
り
の
金
額
が
会
社
の
コ
ス
ト
に
な
っ
て

い
る
こ
と
に
気
が
付
き
ま
し
た
。個
人
所
得
税
を
減
ら
す
方
法

は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

Q
所
得
控
除
項
目
を
上
手
に
活
用
す
る
こ
と
で
個
人
所
得
税

を
減
ら
す
こ
と
が
で
き
、結
果
と
し
て
会
社
の
コ
ス
ト
削
減

に
繋
が
り
ま
す
。

A
⑦
  個
人
所
得
税
の
節
税
方
法
に
つ
い
て

日
本
人
駐
在
員
や
日
本
に
出
向
し
て
い
た
タ
イ
人
従
業
員
の
タ

イ
で
の
滞
在
期
間
や
方
法
が
不
規
則
な
状
況
に
あ
る
と
こ
ろ
、

こ
れ
が
個
人
所
得
税
の
取
扱
い
に
与
え
る
影
響
に
つ
い
て
教
え

て
く
だ
さ
い
。

Q
状
況
に
応
じ
て
様
々
な
ケ
ー
ス
が
考
え
ら
れ
る
た
め
、不
明

な
点
が
あ
れ
ば
そ
の
都
度
専
門
家
に
相
談
す
る
こ
と
を
お

勧
め
し
ま
す
。

A ⑥ 

コ
ロ
ナ
禍
で
の
個
人
所
得
税
の
取
扱
い
の
留
意
点

費用控除 個人控除

保険・投資関連控除

景気刺激策

寄付に関する控除

区分 控除額 区分 控除額

本人
配偶者
子供
父母
出産費用
障碍者

60,000
60,000

30,000～60,000
30,000
60,000
60,000

社会保障基金
生命・生命貯蓄保険
健康保険
両親の保険
Super Savings Fund Extra (SSF-Ex)
年金保険料
プロビデントファンド
国民年金
私立学校教員援助
退職年金基金
国民貯蓄基金
Super Savings Fund (SSF)

5,850
100,000
25,000
15,000
200,000

収入の15％
収入の15％
収入の15％
収入の15％
収入の30％
13,200

収入の30％

住宅ローン利息
デビットカード費用
Shop Dee Mee Kuenキャンペーン

100,000
実費

30,000

政党・政治団体への寄付
教育・スポーツ・社会・公立病院への寄付
慈善団体への寄付

10,000
実費
実費

給与に関する控除 100,000

計算方法

①： 個人所得税計算上の対象になる所得を言います。駐在員の場合、タイの勤務先で働いたことによる所得が主な内容になり、支払場所がどこである
かを問いません（例：日本で留守宅手当を払っていたとしても、タイの個人所得税の計算対象になります）。

②： 個人所得税計算上、その性質を理由に除かれる所得を言います。交通費や出張の実費、一定の金額を超えない交通費や出張手当等が含まれます。
③： 個人所得税計算上、所得をマイナスする（結果、税金を減らす）ための項目を言います（図表１）。
④： 通常、課税所得に対して所得の幅毎に異なる税率を適用します（図表２）。
 注意として、課税所得額全額に同率の税率が適用されるわけではありません。

個人所得税額 ＝ 課税所得（①総所得 - ②非課税所得 - ③所得控除）× ④税率

め
のSuper Savings Fund

（
Ｓ
Ｓ
Ｆ
）の

購
入
を
行
い
、こ
れ
を
申
告
す
る
こ
と
で
個

人
所
得
税
の
節
税
が
図
ら
れ
た
こ
と
に
な

り
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
に
、所
得
控
除
項
目
に
該
当
す

る
支
出
を
駐
在
員
が
行
う
よ
う
に
で
き
れ

ば
、会
社
の
個
人
所
得
税
負
担
と
い
う
コ
ス

ト
が
軽
減
で
き
ま
す
。

　
で
は
、駐
在
員
が
そ
の
よ
う
な
支
出
を
し

て
く
れ
る
よ
う
に
す
る
に
は
ど
う
す
れ
ば

良
い
の
で
し
ょ
う
か
。会
社
と
駐
在
員
が
黙

示
的
に
こ
れ
を
行
う
と
い
う
の
が
理
想
論

に
な
る一
方
、会
社
の
報
酬
設
計
を
駐
在
員

が
こ
の
よ
う
な
支
出
を
し
た
く
な
る
よ
う

に
設
定
す
る
と
い
う
方
法
も
あ
り
得
ま
す
。

　
こ
の
点
は
細
か
い
話
に
な
る
の
で
、ご
興

味
の
あ
る
方
は
次
ペ
ー
ジ
の
コ
ラ
ム
を
お
読

み
く
だ
さ
い
。

35%
30%
25%
20%
15%
10%
5%
0%

 5,000,000超 
 2,000,000超～5,000,000 
 1,000,000超～2,000,000 
 750,000超～1,000,000 
 500,000超～750,000 
 300,000超～500,000 
 150,000超～300,000 

 150,000以下 

900,000
上限なし

 250,000
 50,000
 37,500
 20,000
 7,500
－

図表２

 税率  課税対象額 最大課税額

タイの税率と課税額図表１ 所得控除項目

る
か
と
思
い
ま
す
。

　
自
社
の
類
似
ケ
ー
ス
が
あ
る
場
合
は
表

で
専
門
家
に
相
談
さ
れ
る
こ
と
を
お
勧
め

し
ま
す
。

駐在員の留守宅手当

タイにおける職位、職務、ビジネス、タイの雇用主から得た所得、またはタ
イの財産から得た所得はタイで個人所得税の対象になるため。所得の
受領がタイ国内であるか外国であるかを問わない。

タイで個人所得税の対象になる

1

タイに滞在する日本人の日本での年金

タイの居住者の場合、外国で得た所得であってもタイに持ち込んだ部分
については課税対象となるため。

タイの居住者（1暦年中にタイに180日以上居住している方）で、当該年金を
タイに持ち込んでいる場合タイで個人所得税の対象になる。

2

日本に帰国中の駐在員のタイでの給与

タイにおける職位、職務、ビジネス、タイの雇用主から得た所得、またはタ
イの財産から得た所得はタイで個人所得税の対象になるため。

タイで個人所得税の対象になる

3

タイに滞在し、日本企業の
雇用関係下にある者の給与

タイにおける職位、職務、ビジネス、タイの雇用主から得た所得、またはタ
イの財産から得た所得はタイで個人所得税の対象になるため。

タイで個人所得税の対象になる

4

出張者給与
タイにおける職位、職務、ビジネス、タイの雇用主から得た所得、またはタ
イの財産から得た所得はタイで個人所得税の対象になるため。所得の受
領がタイ国内であるか外国であるかを問わない。ただし、以下の条件に
当てはまる場合は免除になる（日・タイ租税条約第14条第１項参考）。

1. 当該所得の受領者である日本人が１暦年中にタイ国に滞在した
　 期間が180日を超えないこと
2. 当該所得が日本の居住者またはその代理人によって支払われること
3. タイ国税務の対象となる企業が当該所得を負担しないこと

タイで個人所得税の対象になる5

タイ法人所属で、研修で日本で就業していた一方、
昨今の事情により日本からタイに戻れない
タイ人従業員について日本法人負担で支払う滞在補助

タイにおける職位、職務、ビジネス、タイの雇用主から得た所得、またはタ
イの財産から得た所得はタイで個人所得税の対象になるため。ただし、
実費精算、または当該出費が「海外出張手当」と整理できる場合であれ
ば、個人所得税の対象とならない可能性あり（非課税所得になるため）。

タイで個人所得税の対象になる

6

駐在員家族が日本にいる場合の、
配偶者・子供に関する所得控除の適用可否

駐在員本人がタイの居住者でない場合、配偶者・子供がタイの居住者
（課税年度でタイでの滞在日数が180日以上）であれば控除可能である
が、ケースとしてあまり多くないことが想定される。

駐在員本人がタイの居住者であれば控除可能
（課税年度でタイでの滞在日数が180日以上）

7

日本とタイの間を行き来した場合に発生する個人所得税上の諸論点と考え方

コロナ
アップデート

「不明な点があれば都度専門家に相談を」と倉地氏
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本稿は、一般的な事項についての情報提供を目的として作成されたものであり、実際の遂行にあたっては、多くの場合関連法規の検討、並びに専門家との協同が必要になります。こ
のため、執筆者並びにその所属先は、本稿の利用に起因する如何なる直接的・間接的な損害に対しても一切の責任を負いかねます。また、本稿記載の情報は作成時点における調査
に基づいたものであり、随時更新される可能性がありますことをご了承ください。

所得控除項目の使用を動機づける方法とは
賞与増なのにコスト減！？
タイ会計・税務・法務 よく起こる問題やコロナ禍の制度変更などを解説

　このコラムでは、そもそも所得控除項目を利用するとどのように税金が減るのかを数値例を使って説明します。
その上で、そのように駐在員に所得控除項目を利用してもらうための報酬設計のアイデアについて、こちらも数
値例を使って説明します。興味のある方はぜひお読みください。

　右の表のケース①と②は「20年内に賞与前
利益が100,000THBの会社が、日本人駐在員
に25,000THBの追加賞与を支給する場合」を
想定した数値例です。
　ケース①は控除項目を何も利用していない
場合、ケース②は日本人駐在員が当該賞与を
全額使用して何らかの控除項目の利用（例：
Shop Dee Mee Kuen キャンペーンを適用した
買い物など）を行った場合を想定しています。
　ケース①では個人所得税負担額が生じてい
る（所得控除項目が存在しないため、全額が個
人所得税対象になっている）のに対し、ケース
②では個人所得税負担が生じていません（全
額が所得控除項目の対象になるため、個人所
得税対象がなくなる）。
　会社の個人所得税負担額というコストが減
少することにより法人税は増加します。ただ結
果として、会社の総コストである個人所得税負
担額、法人税額、賞与の合計はケース①に比
べ、ケース②の方が少なくなっている、つまり、
所得控除項目の利用によりコスト削減が図ら
れている、ということがお分かりいただけるか
と思います。

• 個人所得税負担額 ： 当該賞与全額について最高税率である35%が適用され、
  かつ、計算された個人所得税についても会社負担となる場合の追加個人所得税額

• 法人税 : 税前利益の20%として計算

　ケース③と④は「20年内に賞与前利益が
100,000THBある会社が、日本人駐在員に
30,000THBの追加賞与を支給する場合」を
想定した数値例を記載したものです。
　ここでもケース③は控除項目を何も利用
していない場合、ケース④は日本人駐在員
が当該賞与を全額使用して何らかの控除項
目の利用（例：Shop Dee Mee Kuenキャン
ペーンを適用した買い物など）を行った場合
を想定しています。
　ケース③と④はケース①と②に比べて賞
与額が増えているわけですから、当該賞与
額の増加に加え、個人所得税負担額の増加
により、会社が負担するコストの合計はケー
ス①と③、ケース②と④をそれぞれ比較した
場合増加します。
　一方、ケース①とケース④を比較した場

合、日本人駐在員に支払う賞与の額は増加
しているのに会社のコストは減少している、
ということがお分かりいただけるでしょうか。
　これはケース①では所得控除を利用して
いない一方で、ケース④では所得控除を利
用しているからなのですが、このことから日本
人駐在員が個人所得税の所得控除を利用し
てくれるのであれば、たとえ会社が当該日本
人駐在員への支払（ここでは賞与）を増やし
ても、会社が負担するコストが結果的に減少
することがある、ということが分かります。
　これらの例を踏まえると、日系企業の日本
人駐在員への報酬形態として「賞与は
25,000THB。ただし、賞与全額を個人所得
税の所得控除項目になる内容に使用するの
であれば、30,000THB支給する」という案
が、会社・日本人駐在員の双方にとってメ

リットがある案になりうる、ということです。
　もちろんどのように所得を使用するかは
個人の自由です。どんな強要もなされるべき
ではありません。
　一方、日本人駐在員自身が例えばタイに
おける長期投資にすでに関心があり、退職
年金基金（控除対象）を投資対象として検討
している場合等、収入の増加で日本人駐在
員の行動を誘導できる余地がありうるので
あれば、一つの人事施策として検討できるの
ではないでしょうか。

免責

さらに
深掘り

所得控除項目を利用した
節税の数値例（A）

駐在員に所得控除項目を利用してもらうための報酬設計アイデア（B）

賞与前利益
　賞与
利益
　個人所得税負担額
税前利益
　法人税
税後利益

100,000.00
25,000.00
75,000.00
13,461.53
61,538.47
12,307.69
49,230.78

100,000.00
25,000.00
75,000.00

0.00
75,000.00
15,000.00
60,000.00

会社P/L

　個人所得税負担額
　法人税
税金負担額
　賞与
会社コスト合計

13,461.53
12,307.69
25,769.22
25,000.00
50,769.22

0.00
15,000.00
15,000.00
25,000.00
40,000.00

会社コスト計算

ケース① ケース②
100,000.00
30,000.00
70,000.00
16,153.84
53,846.16
10,769.23
43,076.93

16,153.84
10,769.23
26,923.07
30,000.00
56,923.07

ケース③
100,000.00
30,000.00
70,000.00

0.00
70,000.00
14,000.00
56,000.00

0.00
14,000.00
14,000.00
30,000.00
44,000.00

ケース④

ケース① ケース② ケース③ ケース④

利用あり
所得控除項目

利用なし
所得控除項目

賞与25,000

利用あり
所得控除項目

利用なし
所得控除項目

賞与30,000

（A）会社負担が減る （A）会社負担が減る

（B）賞与が5,000増なのに会社コストは6,000減に
賞与全額を所得控除項目に使用するならば、賞与を5,000上積みして支給
するという報酬設計でも双方にメリットがあります

今月の回答者

BM Accouting 長澤
　米国公認会計士
　(inactive)

　社会保険労務士

コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
で
従
業
員
貸
付
の
制
度

化
を
検
討
し
て
い
ま
す
が
、利
息
は
取
る
べ

き
で
し
ょ
う
か
？

タ
イ
で
従
業
員
貸
付
を
す
る
場
合
、利
息

を
徴
収
す
る
ケ
ー
ス
、し
な
い
ケ
ー
ス
が
見

受
け
ら
れ
ま
す
。利
息
を
徴
収
し
な
い
こ
と

も
可
能
で
す
が
、税
務
調
査
で
利
息
を
受

け
取
れ
た
で
あ
ろ
う
と
指
摘
さ
れ
る
可
能

性
が
あ
り
ま
す
。

指
摘
に
よ
る
リ
ス
ク
の
大
き
さ
や
、利
息
有

無
に
よ
る
従
業
員
へ
の
影
響
等
を
勘
案
し

利
率
を
設
定
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

従
業
員
貸
付
に
つ
き
、毎
月
の
給
与
か
ら

X
X
ヵ
月
払
い
で
控
除
す
る
形
で
回
収
し

て
い
ま
す
が
、書
面
同
意
さ
え
あ
れ
ば
給
与

か
ら
の
控
除
も
問
題
な
い
で
し
ょ
う
か
？

期
間
、金
額
等
を
記
載
し
同
意
し
て
い
ま
し

た
ら
問
題
あ
り
ま
せ
ん
。

駐
在
員
も
配
偶
者
控
除
な
ど
を
受
け
ら
れ

る
と
聞
い
た
の
で
す
が
、本
当
で
す
か
？

可
能
で
す
。配
偶
者
控
除
は
６
万
バ
ー
ツ
、

子
供
控
除（※

）は
３
万
バ
ー
ツ
／
人
で
す
。

  

　※

17
年
よ
り
人
数
制
限
な
し

     ※

未
成
年
又
は
25
歳
以
下
の
学
生

　  ※

18
年
以
降
に
出
生
の
第
二
子
以
降
は
６
万
バ
ー
ツ
／
人

日
本
の
戸
籍
謄
本
を
英
訳
し
日
本
大
使
館

で
英
文
で
の
証
明
を
受
領
、確
定
申
告
時

に
使
用
し
ま
す
。

子
供
控
除
に
つ
い
て
、別
居（
大
学
生
で
日

本
在
住
）で
も
対
象
と
な
り
ま
す
か
？

大
学
進
学
等
で
別
居
さ
れ
て
い
る
場
合
で

も
控
除
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

子
供
控
除
に
つ
き
、ア
ル
バ
イ
ト
等
を
行
っ

て
い
る
場
合
で
も
適
用
可
能
で
す
か
？

配
偶
者
・
子
供
控
除
は
所
得
が
無
い
場
合

に
対
象
と
な
り
ま
す
。確
定
申
告
時
に
は

所
得
に
か
か
る
証
明
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん

が
、税
務
調
査
の
際
に
は
所
得
が
な
い
こ

と
の
証
明
を
求
め
ら
れ
る
可
能
性
が
あ
り

ま
す
。

従
業
員
貸
付

テ
ー
マ
①

　

配
偶
者
・
子
供
控
除

テ
ー
マ
②

　

　タ
イ
で
の
会
社
運
営
で
は
日
々
疑
問
が
生

じ
る
も
の
。管
理
畑
で
な
い
駐
在
者
に
と
っ
て

は
頭
痛
の
種
だ
。

　そ
こ
でA

rayZ

で
は
、タ
イ
税
務
の
専
門

家
で
あ
る
長
澤
氏
へ
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
。こ
の
時

期
よ
く
寄
せ
ら
れ
る
質
問
へ
の
回
答
を
紹
介

す
る
。

社会保険労務士としてアジア各
国での就業規則、雇用契約書作
成、労務監査を対応。2013年に
タイ・バンコクに駐在。16年に
BM Accounting Co., Ltd.を
立ち上げ、タイでの労務管理、解
雇にかかる対応、労働組合、従業
員・福祉委員会の対応にかかる
相談、人事制度作成時の相談、
会計・税務その他経営に関する
相談などを行う。

よ く あ る 疑 問 に 専 門 家 が 回 答 ！

タイ会計税務 一問一答
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■ タイ窓口（早坂）　Tel： +66（0）91-726-4301
 E-mail： haya2499@toukei.co.jp
■ 日本窓口（佐野）　Tel： +81（0）44-430-0743
 E-mail： sano1531@toukei.co.jp

TOUKEI（THAILAND）CO., LTD.

*日本人スタッフ / N2以上取得のタイ人 / 会計CPD取得者が対応

データは御社の資源ですその考えは危険！ 

企業内データを一元管理

クラウドタイ業務・会計システム

定額サブスク型ワンストップサービスタイ国税局承認

「見える」データ管理で会計に留まらず、会社全体の業務効率をカイゼン

□ 見積情報は、各営業マンの頭の中にしかない

□ 部門別/営業マン別に売上を集計するには、
 Excelでの加工集計で一苦労

□ 見積/受注は営業マン、請求/売上は経理と、
 情報が部署をまたいで２重、３重管理になっている

□ 受注残、現在庫、資金繰り、財務状況を
 リアルタイムに確認することができない

□ 税務/会計は全てタイ人スタッフに任せきっており、
 日本本社への報告に苦労している

100
ユーザー突破

100%出資の親会社、株式会社東計電算は東証一部上場です。

ク ラ ウド 型 E R P“ s w i f T ”で ブ ラック ボ ック ス を 見 え る 化！

データはバラバラ・・・、

でも各部署回ってるから、まぁいいかぁ・・・

業務あるある業務あるある□ 御社もチェック！□ 御社もチェック！

タイ国税局より
認証済

業務データを
一気通貫で管理

業務ごとに
カスタマイズ可

安心のデータ
管理体制 (外部委託なし)

導入支援
アフターサービス*

VAT/WHT/多通貨対
応。日本語、タイ語、英語
で利用可

マスタによる入力補助機
能により、整合性の取れた
データ管理を実現

自社開発、自社運用のた
め柔軟なカスタマイズが
可能

ISMSを取得した自社デー
タセンターで、プライベー
トクラウド環境をご提供

お客様にあった専任担当
者が、導入支援、運用サ
ポート、アフターサービス

債権-債務 照合システム“T-check” クラウド型AI-OCRサービス“ScripT-Ex”

SME Multi Consultant 様 クラウド型ワークフロー“FIND W/F”

中物タイランド様
製 造 業

板通タイランド様
商 社

森友タイランド様
卸 売

お客様の声お客様の声

「得意先の支払通知」＝「自社の出荷請求」
データ間の照合を高速・自動化

・ 支払通知の確認が大変
・ 領収書発行の短納期対応
・ 照合ミスによる損失も

データ照合

・ レコード毎に自動突合
・ 10万件を約10分で照合
・ 違算内容レポート出力

データ照合目視 自動化

日系企業300社以上のコンサル実績
経営体制の強化、業務バックアップ

・ 原紙のやり取りが手間
・ 月次決算が翌月末
・ 本社報告が別途必要

記帳代行

・ クラウドで情報共有
・ 即時データ照会が可能
・ 日本本社もデータ参照

SME様＋swifT一般的 コラボ

社内ワークフローを見える化し、
内部統制を強化、ペーパーレス推進

・ 申請ルールが不明瞭
・ 社内に紙の資料が多い
・ 出社時に承認、機会損失

ワークフロー

・ ワークフローが明確に
・ 電子申請で紙を節約
・ 在宅や外出先でも承認

ワークフローアナログ デジタル

外部帳票のパソコン入力作業を削減
より付加価値の高い作業へシフト

・ 誤入力、属人化の傾向
・ 最低限の情報のみ入力
・ スキルアップが難しい

帳票データ化

・ 帳票を自動でテキスト化
・ 様々な情報をデータ保管
・ より高度な作業へシフト

帳票データ化パンチ AI-OCR

▲ 詳細はこちら

生産管理システムとの連携が可能な
BOI対応会計システムの導入でデー
タ入力・管理工数を削減

クラウドで見積状況を共有・データを
蓄積することでスタッフの残業が減
少。全員で見える化したデータ管理

化粧品卸の煩雑な業務の効率化と
スピードアップに貢献。マーケティ
ングにも活用可能なシステム

出荷 / 売上 会計伝票
　売上 / 入金
　仕入 / 支払
　振替 / 小口

振 替 仕 訳

固 定 資 産

仕訳帳

試算表 VATレポート

承認 / POST

損益計算書

総勘定元帳

貸借対照表

入金 / 売掛消込

領収書 / Tax Invoice
売上訂正 D/N, C/N見 積 書

在庫調整

発 注 書 入荷 / 仕入 輸入諸掛 配賦

支払一覧表 支払 / 買掛消込

源泉徴収票
仮VAT振替

仕入訂正 D/N, C/N

経費

ストックカード 在 庫 評 価 一 覧

出荷指示
(Tax) Invoice

※月次減価償却

自動仕訳

受 注

販 売 管 理

在 庫 管 理

購 買 管 理

合計請求書

シス テ ム 概 要＆環 境 図

swifT オプション機能 （オプション機能のみの利用も可能）



タイでの雇用に信頼・充実のデータ満載

E-mail: info@commbangkok.com   Tel: (66)2-237-4689
COMM BANGKOK CO., LTD

事務系・技術系、21職種をカバー。
最大５年分のデータを収録。時系列でトレンドを示し、年次調査
誤差を最小限にする工夫をしました。

職種別の給与水準や詳細給料をはじめ、豊富なデータで他社の
昇級や賞与が把握できます。

福利厚生や離職率などの他社状況が分かります。アジア編では
国際法律事務所とタイアップし、各国の労働関連制度や法律を
簡潔にまとめました。

詳しく

信頼
できる

給与
決定に

資料に
労務関連

お申込み・お問い合わせは

12,500 THB１冊 各国編

88,000 THB１冊 横断編

タイでの
人材確保に欠かせないこの一冊！

2000年法政大学工学部電子情報学科
卒。日本で15年間以上のWEB、エンター
プライズやソーシャルゲームなど多くのシ
ステム開発を行う。16年青年海外協力隊
として、タイ国トラン県にコンピュータ教師と
して赴任。20年クラスメソッドタイランドを立
ち上げ、タイでクラウドの導入支援を行う。

MD 三並慶佐
K e i s u k e  M i n a m i

classmethod（Thailand）Co., Ltd. 

　今年３月10日に、フランスにある欧
州最大のデータセンターで火災が
発生し、ビルが全焼しました。データ
を保管していたオンラインサービス
が軒並み一次停止し、一部では
データが完全に消失してしまった
ケースなどもあるということです。万
全を期して作られているデータセン
ターといえども障害が起きてしまう、
という悪い事例になってしまいまし
た。
　AWSではこういった事態を防ぐ
ため、リージョン、アベイラビリティゾーン、エッジロケー
ションという概念が存在します。　
　AWSには世界中にデータセンターがあり、これら物
理的な場所をリージョンと呼びます（図表１）。アジア圏
では東京、大阪、ソウル、香港、北京、寧夏、シンガポー
ル、ムンバイ、シドニーなどにあります。タイだと一番近い
のはシンガポールとなっています。
　各リージョンの中には、いわゆるデータセンターとなる
アベイラビリティゾーン（以下AZ）が複数あります。例え
ば、シンガポールには物理的に分離された３つのAWS
用のデータセンターが存在しています。
　これらに加えて、エッジロケーションというものもありま
す。これは、データ転送のキャッシュ用に用意された
データセンターになり、高速伝送を行うための機能が用
意されています。エッジロケーションはバンコクにも用意
されているため、このキャッシュを使う設定をするとタイ
国内で高速配信が可能になります。
　BCP（事業継続計画）において一番重要なのは障
害があってもサービスが稼働できる、またデータが消え
ないという点になってくると思います。
　AWSにはRDSというデータベース機能があります。
そこにマルチAZという機能があります。これは簡単な
設定をするだけで複数のAZにデータの複製を持ち、
データセンター自体の障害でもデータの消失を防いだ

り、サービスを継続できる機能です。
　データを守るためにはバックアップも重要です。AWS
にはS3という高い耐久性（99.999999999%）のストレー
ジ機能があります。S3では、物理的に別れた３つの場
所（AZ）に自動的にデータを冗長に保存することで信
頼性を高めています。重要なデータをS3上に定期的に
バックアップを取ることで、いざというときにデータ復旧が
可能になります。
　このように全世界に数多くのデータセンターがある
AWSだからできる信頼性の向上方法があります。
AWSには他にも多くの機能がありますが、今回はBCP
の観点から、データを確実に守るという部分に注目して
紹介させていただきました。

T e l： +66 02-115-0160 (三並)
E-mail： inquiry@classmethod.co.th
U R L :  https://www.classmethod.co.th/ja

　東日本大震災から10年が経ちました。管理職を務める方の中には、
災害時の業務継続計画（BCP）の策定などを行っている方もいると思
います。今回はクラウドではどのようにBCPを考えていくのか、AWS
（アマゾンウェブサービス）の機能紹介を絡めて説明したいと思います。

213/4 Asoke Towers, Room B, 5th Floor, Sukhumvit 21 Road,
Klongtoey-Nua, Wattana, Bangkok 10110

クラウド事情
導 入 企 業 急 増 中！

4VOL

ク
ラ
ウ
ド
に
お
け
る
Ｂ
Ｃ
Ｐ

【お問い合わせ】

AWSを使ったクラウド構築コンサルタント

AWSを３%OFFで使えるクラスメソッドメンバーズ（TH）提供中

リージョン
近日公開

AWSのリージョン分布図図表１

29 28



57, Park Ventures Ecoplex, 12th Fl. Unit 1211
Wireless Road, Lumpini, Patumwan, Bangkok 10330

GDM (Thailand) Co., Ltd.
www.gdm-asia.com

■ 工業用地取得
■ 土地権利証書移転
■ 操業許可
■ 建築申請サポート

カスタムメイド長期賃貸オフィスに関するお問い合せは下記まで

電　  話 086-513-7435 高尾
takao@gdm-asia.comEメール

弊社のこれまでの実績

・アイシンアジアパシフィック 様
・東プレ 様
・古河電工 様
・福島工業 様
・宇部興産機械 様
・アムテック 様
・ＪＸ日鉱日石 様
・コマツ 様

・アマダ 様
・トヨタ車体精工 様
・古河オートモーティブ 様
・アルプス電子 様
・積水プラスティック 様
・日本ガイシ 様
・パナソニックデバイスSUNX 様

など 多数の企業様の物件取得サポートをさせていただいております。

96万㎡
以上の
売買実績

96万㎡万㎡万㎡
以上の
売買実績
以上の
売買実績
以上の
売買実績

96万㎡
以上の
売買実績

96万㎡万㎡万㎡
以上の
売買実績
以上の
売買実績
以上の
売買実績

規模のビル建設が可能
※2,000㎡以上は応相談

800～2,000㎡

慢性的な駐車場不足、夕方6時以降エアコン代が高い、複数社で法人
登記したいけど都心部のオフィスビルでは無理、24時間空調ができな
い、などオフィス賃貸に関してお困り事はありませんか? お客様のご要
望を汲み取りカスタムメイドの長期賃貸オフィスビルをご提案します。

ご要望に応じた仕様のオフィスビルをご提案

通常のレンタルオフィスでは「出来ない」を解決！

C
ustom

 M
ade O

ffice

カスタムメイド
長期賃貸オフィス

ビル1棟占有
複数社登記可

豊富な駐車場台数

自由度の高い
カスタマイズ

24時間365日稼働可能

スタッフ増員にも
柔軟に対応

複数社登記可能

ビル1棟占有利用

GDMからの紹介の方には通常サービスに加え、
Dearlife 特別サービスをご利用できます！

お部屋探しならディアライフ！

デポジット
長期立替
デポジット
長期立替

※特典1のサービス提供に際して、企業間の覚書締結を必要とすることがあります　※特典１と特典２の併用は不可です。
※サービスプロモーションは予告なく変更となる場合もございます。予めご了承ください。

● 入居者向け保険（火災・借家人賠償・退去時の原状回復）
● セレッソ大阪サッカースクールでのご優待
● ベリーモバイルでのご優待
● ムエタイジムのご優待　　

GDMからの紹介の方には

Dearlife通常サービスDearlife通常サービス

さらに！

＋

引っ越し費用負担引っ越し費用負担

JALマイレージ贈呈
（2,000マイル）

JALマイレージ贈呈
（2,000マイル）

インターネットTV
1年間無料

インターネットTV
1年間無料

＋

or

＋
１１特典 法人企業さま向け ２２特典 駐在員さま向け

GDM紹介プロモーション！GDM紹介プロモーション！

イメージキャラクター
ぱんちゃん璃奈



目
指
す
の
は
現
地
化
で
は
な
く

そ
の
先
に
あ
る
大
き
な
目
的

　
私
た
ち
は「
シ
ス
テ
ミ
ッ
ク・コ
ー
チ
ン
グ
™
」

と
い
う
組
織
変
革
モ
デ
ル
を
用
い
て
、社
員
同

士
の
関
わ
り（
コ
ミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョン
）の「
再
デ
ザ

イ
ン
」を
行
う
こ
と
で
主
体
化
し
た
リ
ー
ダ
ー

を
増
や
し
て
い
く
と
い
う
方
法
を
取
っ
て
い
ま

す
。

　
こ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
に
お
い
て
は
、会
社
と
し
て

ど
の
よ
う
な
未
来
を
目
指
す
の
か
、と
い
う
全

体
的
な
目
的
と
ゴ
ー
ル
を
セ
ッ
ト
し
て
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
を
開
始
し
ま
す
。い
く
つ
か
、海
外
に
お
け

る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
的
の
事
例
を
ご
紹
介
し
ま

し
ょ
う（
図
表
１
）。

　
ど
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
も「
現
地
化
」す
る
こ
と

自
体
は
目
的
に
し
て
お
ら
ず
、会
社
と
し
て
目

指
し
た
い
方
向
性
、組
織
の
ビ
ジ
ョ
ン
、あ
る
い

は
パ
ー
パ
ス（
存
在
意
義
）と
いっ
た
も
の
を
掲

げ
て
い
ま
す
。

　
コ
ー
チ
ン
グ
研
究
所（
注
１
）で
は
、コ
ミ
ュニ
ケ

ー
シ
ョ
ン
レ
ベ
ル
が
同
程
度
の
リ
ー
ダ
ー
に
お
い

て
、「
組
織
の
存
在
意
義
や
目
的
、ビ
ジ
ョン
と
い

っ
た
パ
ー
パ
ス
を
示
す
リ
ー
ダ
ー
」と「
パ
ー
パ
ス

を
あ
ま
り
示
さ
な
い
リ
ー
ダ
ー
」に
つ
い
て
、部

下
の
状
態
を
比
較
し
た
リ
サ
ー
チ
を
行
い
ま

し
た（
図
表
２
）。

　
デ
ー
タ
か
ら
分
か
る
こ
と
は
、パ
ー
パ
ス
を
示

し
部
下
と
対
話
す
る
リ
ー
ダ
ー
の
方
が
回
り

道
の
よ
う
に
見
え
て
も
、部
下
が
主
体
化
し
組

織
の
変
化
が
よ
り
力
強
く
起
こ
る
、と
い
う
こ

と
で
し
た
。

　「
変
わ
ろ
う
」「
挑
戦
し
よ
う
」と
言
う
だ
け

で
な
く
、「
そ
も
そ
も
我
々
は
何
の
た
め
に
集
っ

て
い
る
の
か
」と
いっ
た
組
織
の
パ
ー
パ
ス
に
つ
い

て「
共
に
考
え
る
場
」を
持
つ
企
業
や
組
織
の

方
が
変
化
を
生
む
、と
言
う
こ
と
で
す
。

パ
ー
パ
ス
の
実
現
に
向
け
た
対
話
と
は

　
パ
ー
パ
ス
を
示
し
、部
下
と「
対
話
」す
る
と

は
何
を
意
味
し
て
い
る
の
か
少
し
触
れ
て
お
き

ま
す
。

　「
対
話
」と「
会
話
」と
の
違
い
で
言
う
と
、

会
話
は
社
交
辞
令
的
で
コ
ン
フ
リ
ク
ト
や
誤
解

を
最
小
限
に
抑
え
、お
互
い
が「
同
じ
」で
あ
る

こ
と
が
主
と
な
り
ま
す
。一
方
で「
対
話
」は
個

と
組
織
の
主
体
化
を
促
す
コ
ミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョン

能
力
と
言
え
ま
す
。「
違
う
」こ
と
を
前
提
と

し
、そ
の
違
い
を
コ
ミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョン
に
持
ち
込

み
、新
た
な
意
味
を
見
出
す
プ
ロ
セ
ス
で
す
。

を
創
る
こ
と
に
注
力
し
て
き
た
、と
も
考
え
ら

れ
ま
す
。

　
日
本
人
が
教
え
、現
地
社
員
が
教
わ
り
、彼

ら
彼
女
ら
に
は
し
っ
か
り
と
守
ら
れ
た
手
順
に

沿
って
仕
事
を
す
る
こ
と
を
求
め
て
き
た
と
も

言
え
ま
す
。そ
れ
が
効
率
的
で
、効
果
的
な
最

善
の
方
法
で
し
た
。

　
し
か
し
、２
０
２
０
年
は
世
界
中
の
企
業

が
大
き
な
変
化
を
迫
ら
れ
ま
し
た
。新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
流
行
に
よ
り
、デ
ジ
タ
ル
化

や
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
が
進
み
、日
本
人
だ
け
で

は
手
の
届
か
な
い
こ
と
が
多
く
な
っ
た
よ
う

に
感
じ
ま
す
。

　
現
地
社
員
が
自
ら
考
え
て
、よ
り
主
体
的

に
行
動
し
て
い
く
こ
と
の
重
要
性
を
今
ま
で
以

上
に
感
じ
た
方
も
多
か
っ
た
の
で
は
な
い
で
し

ょ
う
か
。

　「
フ
ォ
ロ
ワ
ー
」を
創
っ
て
き
た
時
代
か
ら
、

「
リ
ー
ダ
ー
」を
創
っ
て
い
く
時
代
へ
移
り
変
わ

って
き
た
と
も
言
え
ま
す
。

　
そ
し
て
、今
回
ご
紹
介
し
た
事
例
や
デ
ー
タ

か
ら
も
分
か
る
よ
う
に
、そ
れ
を
実
現
す
る
た

め
に
は
、会
社
の
目
指
し
た
い
未
来
を
描
き
、

対
話
を
通
じ
て
社
員
を
そ
こ
に
い
ざ
な
い
、よ

り
多
く
の
主
体
化
し
た
リ
ー
ダ
ー
を
創
っ
て
い

く
プ
ロ
セ
ス
に
お
い
て
こ
そ
真
の
人
財
の
現
地

化
も
起
き
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　
皆
さ
ん
は
、ど
の
よ
う
な
未
来
を
描
い
て
い

ま
す
か
？

　
ど
の
よ
う
に
社
員
の
皆
さ
ん
を
そ
こ
に
い
ざ

な
い
ま
す
か
？

株式会社コーチ・エィ

COACH A（Thailand）

Tel： +66-2-258-6065
https://www.coacha.com/

388 Exchange Tower, 25th Floor, Unit no.2504-1,
Sukhumvit Road, Klongtoey, Klongtoey, Bangkok 10110 

　
２
月
号
の
記
事
で
は「
真
の
人
財
の
現
地
化
」と
は
何
か
、ど
の
よ
う
な
プ
ロ

セ
ス
で
起
き
る
の
か
、そ
の
考
え
方
を
お
伝
え
し
て
ま
い
り
ま
し
た
。

　
今
回
は
事
例
や
デ
ー
タ
を
用
い
て
、私
た
ち
が
多
く
の
企
業
様
の
組
織
開

発
を
支
援
さ
せ
て
い
た
だ
く
中
で
見
え
て
き
た
こ
と
を
お
伝
え
し
、「
人
財
の

現
地
化
」の
ヒ
ン
ト
に
し
て
い
た
だ
け
れ
ば
と
思
い
ま
す
。

注１　コーチ・エィのリサーチ・研究部門

真
の「
人
財
の
現
地
化
」と
は
？

〜
関
わ
り
を
変
え
る
、組
織
が
変
わ
る
〜

後
編　

で
は
、こ
の
プ
ロ
セ
ス
を
通
じ
て
、何
が
起
き

る
の
で
し
ょ
う
か
。

対
話
を
通
じ
た
立
場
の
再
選
択

　
人
は
物
事
に
向
き
合
う
際
、2
つ
の
立
場
を

取
る
こ
と
が
で
き
る
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。一つ

は「
シ
ス
テ
ム
思
考
」、も
う
一つ
は「
シ
ス
テ
ミ
ッ

ク
思
考
」と
呼
ば
れ
ま
す
。

　「
シ
ス
テ
ム
思
考
」と
は
、客
観
的
に
外
側
か

ら
物
事
を
見
て
い
る
立
場
の
こ
と
を
表
し
ま

す
。一
方
で
、「
シ
ス
テ
ミ
ッ
ク
思
考
」と
は
自
分

も
そ
の
要
因
で
あ
り
変
数
で
あ
る
、と
捉
え

「
こ
の
現
状
を
変
え
て
い
く
た
め
に
私
に
は
何

が
で
き
る
だ
ろ
う
か
」と
考
え
る
、参
加
者
の

立
場
を
選
ん
で
い
る
状
態
を
表
し
ま
す
。

　
双
方
向
の
対
話
は「
今
、自
分
は
ど
ち
ら
の

立
場
を
取
って
い
る
の
か
」を
認
識
し
、再
選
択

し
て
い
く
こ
と
を
可
能
と
し
ま
す
。こ
れ
が
、

対
話
に
お
け
る
大
き
な
価
値
だ
と
私
た
ち
は

考
え
ま
す
。そ
し
て
、こ
の
よ
う
な
立
場
を
選

ん
で
い
る
人
た
ち
を
、私
た
ち
は「
リ
ー
ダ
ー
」

と
呼
ん
で
い
ま
す
。

　
図
表
１
で
記
載
し
た
ど
の
事
例
に
お
い
て

も
、会
社
の
目
指
す
パ
ー
パ
ス
に
向
け
、こ
の
よ

う
な
リ
ー
ダ
ー
た
ち
が
起
点
と
な
り
、主
体
化

の
連
鎖
を
組
織
中
に
起
こ
し
て
い
く
こ
と
を
、

私
た
ち
は
メ
ソ
ッ
ド
と
し
て
取
り
入
れ
て
い
ま

す
。

※1 LA「コミュニケーション」の部下評価が平均±1標準偏差に属し、かつ各リーダー群の間に統計的な有意差が認められない
※2 LA「方向性の提示」の部下評価が平均より大きく、かつ「変化促進」の部下評価が平均より小さいリーダー73名(部下984名) 
※3 LA「変化促進」の部下評価が平均より大きく、かつ「方向性の提示」の部下評価が平均より小さいかつリーダー88名(部下1,236名)
LAの項目は、いずれも7段階評価(1: 全くあてはまらない~7: とてもよくあてはまる)の部下回答に基づき算出。

[調査対象:リーダー161人の部下2,220人 / 調査内容:Leadership Assessment / 調査期間:2012年9月~2018年2月]コーチング研究所 2020年
© COACH A Co., Ltd. All Rights Reserved. 

リーダーが組織のパーパスを示し部下と対話することは、
部下の主体的なアクションを引き出し、組織の変化に繋がる。
コミュニケーションレベルが同程度のリーダー※1のうち、 組織のパーパスを示すリーダー※2と、
変化を強力に推し進めるリーダー※3の下で働く部下の状態の比較

組織のパーパスを真ん中においた組織開発
ー組織のパーパスについて対話するリーダー VS 変化を推進するリーダー

主
体
化
し
た
上
司
の
部
下
は
、

そ
う
で
な
い
上
司
の
部
下
よ
り
、

主
体
化
し
て
い
る
割
合
が
高
い

主体化の連鎖 ~上司の主体化と部下の主体化~

主
体
化
の
連
鎖

　
コ
ー
チ
ン
グ
研
究
所
が
実
施
し
た
別
の
リ
サ

ー
チ
を
ご
紹
介
し
ま
す
。主
体
化
し
た
上
司

が
率
い
る
組
織
の
状
態
を
調
査
す
る
と
、そ
う

で
な
い
上
司
と
比
べ
る
と
組
織
が
よ
り
活
性
化

し
て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
し
た（
図
表
３
）。

　
組
織
内
に
主
体
化
の
連
鎖
を
起
こ
し
リ
ー

ダ
ー
の
数
を
増
や
し
て
い
く
た
め
に
は
、ま
ず

リ
ー
ダ
ー
自
身
の
主
体
化
は
重
要
で
あ
り
、部

下
の
主
体
化
を
促
し
組
織
を
変
え
て
い
く
た

め
に
も
、主
体
化
し
た
リ
ー
ダ
ー
の
存
在
は
大

き
い
と
言
え
る
で
し
ょ
う
。

フ
ォ
ロ
ワ
ー
か
ら
リ
ー
ダ
ー
創
り
の
時
代
へ

　
ま
た
、こ
れ
か
ら
の
リ
ー
ダ
ー
の
最
も
重
要

な
仕
事
は
、自
分
の
言
う
こ
と
を
忠
実
に
聞
い

て
く
れ
る「
フ
ォ
ロ
ワ
ー
」を
創
る
こ
と
で
は
な

く
、よ
り
多
く
の「
リ
ー
ダ
ー
」を
組
織
の
中
に

開
発
し
て
い
く
こ
と
だ
と
私
た
ち
は
考
え
て
い

ま
す
。

　
こ
れ
ま
で
、日
系
企
業
は
ア
ジ
ア
圏
に
お
い

て
、忠
実
に
業
務
を
遂
行
す
る「
フ
ォ
ロ
ワ
ー
」

※1 主体化:「主体的な目標と行動」「組織目標・個人目標のつながりへの理解」「ビジョン共感」「会社の成長に対する意欲」の4項目で本人回答7段階スコアが平均より高い場合を「主体化」と定義
※2 上司が主体化している:主体化の4項目すべてのスコアが平均を上回っている上司群(上司503人、部下3,767人)
※3 上司が主体化していない:主体化の4項目すべてのスコアが平均を下回っている上司群(上司390人、部下3,740人)
※4 主体化率:主体化した上司(または主体化していない上司)の全部下のうち、主体化した部下の割合

[調査対象:上司2,163人の部下18,597人 / 調査内容:Leadership Assessment (LA) / 調査期間:2012年9月~2020年3月]コーチング研究所 2020年
© COACH A Co., Ltd. All Rights Reserved. 

・対話と挑戦の文化を創る。部門間連携を進めイノベーションを創出で
きる組織を創る（化学）

・日本からは見えない、現地での新規ビジネスをつくれる組織に転換す
る。マネージャー層全員が率先して、部門の壁を超え、共に価値創造
しうる戦う集団になる（商社）

・A国で最も信頼される業界一の会社になる。現地社員を主役とした、
提案と挑戦であふれる組織を創る。過度なヒエラルキー、サイロ化を
打開し、イノベーティブな強い組織になる（食品）

海外におけるプロジェクト目的の事例図表１

図表3

図表2

33 32



年のハイブリッド全車種の生産は約15,000台
に到達し、21年以降は倍増する見込みであ
る。
　日産はタイをe-POWER搭載車の生産拠
点としていく方針であり、20年にサブコンパク
トクラスのSUV（スポーツ多目的車）
「KICKS」の生産を開始し、日本及びアジア
太平洋地域へ輸出している。今後はエコ
カーとして販売されている「NOTE」などを筆
頭に、内燃機関車をe-POWERに切り替えて
いくことが予想される。
　ホンダは新型の２モーター方式のハイブ
リッドシステム「i-MMD」をサブコンパクトセダ
ンの「City」に搭載し、20年11月末から発売
を開始した。発売1ヵ月で同時に発表された
ハッチバックタイプと合わせて5,000台の注文
を受けるなど、滑り出しは好調。ディーラー曰
く、Cityの販売台数に占めるハイブリッドの比
率は約２割程度に達した。ホンダの販売全
体に占める電動車の比率
は約３％であるが、タイで
得意とするサブコンパクト
セグメントを中心に電動化
を進めて、徐々に比率を引
き上げて行く戦略だ。
　ハイブリッドの強みは、
BEVのように外の充電イン
フラを必要とせず、単価の
高いバッテリーの容量も
BEVに比べると約15分の
１に留まる。税優遇策もあり
車両価格は100万バーツ
前後と相対的に低く抑えら

タイでは電動車比率が増加
　タイ政府は2020年初めに、30年までにハイ
ブリッドを含むEV（電気自動車）を自動車生
産全体の30％に引き上げる「30＠30」を発表
している。図表は生産台数における電動車
比率の推移だが、20年の新型コロナウイル
ス感染拡大以降も上昇しており、約８％にま
で到達したが、まだギャップは大きい。
　目下の主力はフルハイブリッド及びエンジ
ンアシストのEV車である。前者はトヨタの「プ
リウス」のようにモーターとエンジンの両方で
駆動し、後者は日産の「KICKS」のように
モーターのみで駆動し、エンジンはモーター
の発電役に徹するタイプを指す。
　PHEV（プラグインハイブリッド）は欧州メー
カーのBMWやBenzがタイの税制優遇策を
活用してノックダウン生産をしている。他方
で、BEV（図表中Pure）は販売台数の大半
を占める中国系メーカーが輸入に依存して
いることから、まだ100台にも満たない。

2025年予定の税制変更
　日系自動車メーカーはタイのBOIが18年に
発表した第一弾の電動車投資奨励策に申
請した後、続 と々電動車の生産を開始して
いる。例えば、ハイブリッド及びバッテリーを国
内生産した場合に、税率が４％まで引き下げ
られる。
　トヨタは18年発売の「CH-R」などＣクラスの
プラットフォーム（TNG-C）のモデルを集中的
にタイで生産し、地域に輸出。「CH-R」のほ
か20年に発売された「カローラ・クロス」は人
気が高く、その大半はハイブリッドである。20

執筆者：野村総合研究所タイ　

タイ、アセアンの
自動車ビジネス新潮流を読む
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産業向けITシステム（ソフトウェアパッケージ）の販売・運用、金融・証券ソリューション
399, Interchange 21, Unit 23-04, 23F, Sukhumvit Rd., Klongtoey Nua, Wattana, 
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TEL: 02-611-2951  URL: www.nri.co.jp

マネージング・ダイレクター

田口  孝紀
シニアマネージャー
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れる。タイで量産化することでモーターやイン
バーターなどの現地化を進め、タイは地域の
ハイブリッド生産拠点になる可能性がある。

税制変更がもたらす影響
　他方でタイ政府は「３０＠３０」の方針の
下、BEV重視を強めている。20年11月に発
表されたBOIの第二弾の電動車投資奨励
策では、BEVやPHEVに対しては引き続き
法人税免税措置を与える一方で、ハイブリッ
ド車を奨励対象から外した。
　さらに25年までに財務省は自動車への物
品税を大きく見直す方針であり、内燃機関
車に対する物品税を将来的に引き上げる方
針である。同時に、低燃費車に対する優遇
政策「エコカー・プログラム」の廃止が検討さ
れている。
　新税制により、日系メーカーが強みとして
いる低燃費ガソリン車やピックアップを中心と
するディーゼル車の販売へ影響が出たり、新
税制でハイブリッド車に対する優遇策が縮
小されれば日系メーカーの電動化戦略が崩
れる可能性もある。
　世界のEV重視のトレンドにすり寄っていく
タイ政府を日系メーカーはどう繋ぎ止められ
るのか、正念場に立たされていると言えよう。

第40回

～好評につき、シリーズ継続！～

日系メーカーが懸念する
2025年の自動車税制とは

　

タイの電動車の生産構成図表

出所：IHS Markitデーターより野村総研タイ加工 注：Unit Percentageは全車両生産にしめる電動車比率
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　国際協力銀行（JBIC）は、第32回目
となる「2020年度わが国製造業企業の
海外事業展開に関する調査報告」を１
月15日に発表した。本調査は20年８月
から11月にかけて行われ、530社から
回答を得た。
　中期的な有望事業展開先国・地域
（今後３年程度）では、タイは昨年度と
同順位を維持し、中国、インド、ベトナム
に続いて４位。当調査において、「タイは
技術系人材の確保が課題として挙げら
れている点が、この国の産業基盤に対
する期待値の高さを窺わせる」と評され
ている。またベトナムとタイを対比し、ベ
トナムでは安価な労働力に期待が集ま
る一方、タイでは産業集積が評価され
た。

　盤谷日本人商工会議所（JCC）は１
月26日、20年下期日系企業景気動向
調査の結果を発表。20年11月16日か
ら12月18日にかけて会員企業1,702社
を対象に調査を行い、607社（回答率
35.7％）から回答を得た。
　同調査によれば、20年下期の業況感
（DI値：業況が「上向いた」と回答した
数から「悪化した」と回答した数を差し
引いた値）見通しは、同年上半期対比
で大幅に改善（▲64→６）となった。さ
らに21年上半期にかけても業況感は
改善（６→14）する見通し。

　 国 家 経 済 社 会 開 発 委 員 会
（NESDC）が２月15日に発表した速報
値によれば、20年第４四半期の経済成
長率は前年同期比4.2％減で、第３四
半期の同6.4％減からマイナス幅が縮
小。20年通年は前年比6.1％減であっ
た。21年については、世界経済・貿易
量・内需の回復、政府刺激策等により
前年からの反動でプラス転換し、前年
比2.5％～3.5％増と予測している。
　ただし、新型コロナウイルスの感染状
況、政治情勢の安定、打撃を受けた観
光やサービス産業の回復に加え、輸出
や民間投資の促進等が条件になる。ま
た、20年通年のインフレ率は前年比
0.8％減だった。21年は同1.0％～
2.0％増が予測されている。

　タイ投資委員会（BOI）のドゥアンジャ
イ長官は２月10日、20年の投資申請統
計を発表した。新規申請額は4,812億
バーツで、前年比30％減となった。申請
件数は同13％増の1,717件だった。産
業別では電気・電子が最も多く503億
バーツ、農産品・食品加工が411億
バーツ、自動車・自動車部品が378億
バーツと続いた。
　また新型コロナウイルス感染拡大に
伴う需要の増加を受け、BOIが昨年４
月に医療機器等の生産投資を促進す
る奨励策を打ち出したことで、医療産
業への申請額が同2.6倍の223億バー

ツに拡大した。国・地域別の海外直接
投資額では、日本が759億バーツ、211
件で、17年以来首位に立った。

　タイ観光・スポーツ省の発表（速報
値）によれば、20年の訪タイ外国人旅
行者数は前年比83.2％減の670.2万
人であり、観光収入は同86.6％減の
3,320億バーツだった。新型コロナウイ
ルス感染対策のための入国規制の影
響を受け、４月から９月の間は旅行者
数がゼロに落ち込み、大幅な減少と
なった。
　国別の旅行者数では中国が125万
人と最多で、全体の19％を占めた。な
お、日本からの旅行客数は32万人。

　22年に開催予定のアジア太平洋経
済協力会議（APEC）首脳会議において
議長国を務めるにあたり、タイ政府は1
月18日にビデオ会議を実施した。協議
の上、首脳会議においてタイは「自由で
開かれた貿易および投資の促進」「デジ
タル社会」「健康と幸福」「食料安全保
障」「包括的かつ持続的成長」について
提言する予定。タイがAPEC首脳会議
の議長国を務めるのは03年以来、19
年ぶり。

　タイ政府は、核兵器の開発、保有、使
用を全面禁止する初の条約である核兵
器禁止条約に関する国連事務総長宛
ての通知書を閣議承認した。同条約は
20年10月に発効に必要な50ヵ国・地
域（タイを含む）が批准したことを受け、
１月22日に発効。条約参加国は発効か
ら30日以内に国連に通知書を提出す
ることになっている。なお、日本は同条約
には参加していない。

　タイ政府は３月30日付で、タイ全土を
対象とした非常事態宣言の延長を５月
31日まで延長する旨を官報に掲載し
た。非常事態宣言の延長は11度目。

経　済

■ NESDC経済予測値（21年2月15日発表）

＊（出所） タイ中央銀行
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SBCSは三井住友フィナンシャルグループが出資する、
SMBCグループ企業です。1989年の設立以来、
日系企業のお客さまのタイ事業を支援しております。
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国
と
国
と
の
関
係
お
よ
び
そ

こ
か
ら
派
生
す
る
メ
リ
ッ
ト
を
考
え

た
と
き
に
極
め
て
重
要
と
な
る
。

　
や
は
り
２
番
よ
り
１
番
で
あ
っ
た

方
が
良
い
。

タ
イ
国
家
経
済
社
会
開
発
委
員
会（
Ｎ
Ｅ
Ｓ
Ｄ
Ｃ
）は
２
月
15
日
、２
０
２
０
年
第
４
四
半
期
の
経

済
成
長
率
が
前
年
同
期
比
４・２
％
減
で
あ
っ
た
と
発
表
。20
年
通
年
で
は
前
年
比
６・１
％
減
で

あ
っ
た
。ま
た
、21
年
通
年
の
経
済
成
長
率
に
関
し
て
は
同
２・５
％
〜
３・５
％
増
と
の
予
測
。な

お
、タ
イ
中
央
銀
行（
Ｂ
Ｏ
Ｔ
）は
３
月
24
日
の
金
融
政
策
委
員
会
で
21
年
の
経
済
成
長
率
に
つ
い

て
同
３・０
％
増
と
予
測
し
て
い
る
。

タイ を深 く知るコラム

２
０
２
０
年
の
B
O
I
投
資
申
請
︑日
本
が
首
位
奪
還

Vol.

7 タイ

SBCS Co., Ltd.
Manager, Business
Promotion Division

長谷場 純一郎

奈良県出身。2000年東京理
科大学（物理学科）卒業。日
本貿易振興機構（ジェトロ）入
構。山形事務所などに勤務し
た後、10年チュラロンコン大
学留学（タイ語研修）。12年
から18年までジェトロ・バンコ
ク勤務。19年5月より現職。
    jhaseba@sbcs.co.th
    www.sbcs.co.th 

2 0 2 1

   2018 2019 2020 2021（予測）
  景気･物価動向（前年比増減率：％）
 実質経済成長率 4.2 2.3 ▲ 6.1 2.5～3.5
 民間消費  4.6 4.0 ▲ 1.0 2.0
 政府消費  2.6 1.7 0.8 5.1
 投資  3.8 2.0 ▲ 4.8 5.7
 インフレ率　 1.1 0.7 ▲ 0.8 1.0～2.0
  貿易動向（10億米ドル、前年比増減率：％）
 輸出額  251.1 242.7 226.7 239.9
  （％） (7.5)  （▲3.3）  （▲6.6） （5.8）
 輸入額  228.7 216.0 186.9 199.0
  （％） (13.7)  （▲5.6）  （▲13.5） （6.5）
 経常収支  28.4 38.2 16.5 12.4
  （対GDP比：％） (5.6) (7.0) (3.3) (2.3)
＊ 外貨準備高 205.6 224.3 258.1 n.a
＊ 財政収支（対GDP比：％） ▲ 2.5 ▲ 1.8 ▲ 2.6 n.a
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　みずほ銀行バンコック支店メコン５課が発行する企業向け会報誌
『Mekong ５ Journal』よりメコン川周辺国の最新情報を一部抜粋して紹介

　
安
価
で
優
秀
な
労
働
力
が
強
み
と
さ
れ
、

労
働
集
約
型
製
造
業
の
進
出
先
と
し
て
挙

げ
ら
れ
る
こ
と
が
多
か
っ
た
ベ
ト
ナ
ム
で
す

が
、近
年
は
１
人
あ
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
も
３
０
０

０
米
ド
ル
水
準
ま
で
到
達
し
て
お
り
、主
な

大
都
市
で
は
中
間
層
が
増
加
し
て
消
費
市

場
と
し
て
も
注
目
を
集
め
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
を
背
景
に
、日
系
小
売
流
通
業
の
ベ

ト
ナ
ム
へ
の
進
出
も
旺
盛
で
す
。街
で
も
数

年
前
よ
り
日
系
企
業
の
小
売
店
を
見
か
け

る
こ
と
が
多
く
な
り
ま
し
た
。今
回
は
小

売
・
流
通
業
の
皆
さ
ま
が
直
面
す
る
問
題
を

想
定
し
、Ｑ
＆
Ａ
形
式
で
い
く
つ
か
ご
紹
介

し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

Ｑ
　
現
金
を
銀
行
に
持
っ
て
い
く

時
に
不
安
を
感
じ
る
の
で
す
が
ど

う
し
た
ら
良
い
で
す
か
？

　
ベ
ト
ナ
ム
で
も
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決

済
が
急
速
に
普
及
し
て
い
ま
す
。政

府
も
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
を
奨
励

し
て
お
り
、ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
み

な
ら
ず
モ
バ
イ
ル
決
済
サ
ー
ビ
ス
等

を
利
用
さ
れ
た
こ
と
が
あ
る
方
も

多
い
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　
一
方
で
店
舗
で
は
現
金
の
取
り
扱

い
は
避
け
て
通
れ
な
い
道
で
も
あ
り

ま
す
が
、売
上
金
を
現
金
の
状
態
で

店
舗
近
隣
の
銀
行
へ
持
ち
込
む
業

務
は
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
面
も
気
に
な
る

と
こ
ろ
で
す
。

　
そ
こ
で
、現
金
移
動
時
の
リ
ス
ク

低
減
と
業
務
効
率
化
を
可
能
に
す
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タイ・バーツ（USD / THB）タイ・バーツ（USD / THB）

ベトナム・ドン（USD / VND）ベトナム・ドン（USD / VND）

月間USD市場推移
Monthly Market

３月の為替相場動向
　30バーツ半ばで取引開始。米金利の上昇を受けてドルバーツ
が約４ヵ月ぶり水準まで上昇していたため、上昇分を一部吐き出す
ように月初は30.20台へ下落。その後は米FRBのパウエル議長が
現行の金融政策を適切と評したことが米長期金利の上昇に繋が
り、30バーツ後半へ。11日には米金利の上昇が一服し一時30バー
ツ半ばへ下落したが、米長期金利の上昇再開に加え、トルコ中銀
総裁がエルドアン大統領により突如解任されたためセンチメント
（市場心理）が悪化し30.90台をつけた。
　下旬はウイグル自治区の人権侵害問題を巡る問題で欧米と中
国の対立が報じられ、31バーツ超えを試す展開が続き、25日に31
バーツを明確に抜けると31.10台を中心とした推移へ。ロックダウ
ンが長引く欧州との対比で米経済の回復期待が高まる中、ドル高
基調となっており、29日も年初来高値圏での推移が続いている。

４月の為替相場動向
　ワクチン接種の遅延やロックダウンの長期化に伴い対ドルでの
ユーロ安が続いている他、ドル円でも米長期金利との相関から円安
に傾いていて、主要通貨に対するドル高がバーツにも影響するだろ
う。2020年のドルバーツ高値と安値から考えるに、現在はバーツ安ト
レンド入りを示しつつある水準。今暫くは上方向をメインとした推移が
続くが、センチメントの改善が続けば上値が重くなるか。

３月の為替相場動向
　23,020近辺でオープンした相場は米ドル金利の上昇により
USD買い圧力が強まったことで、ややUSD高VND安方向に推移。
市中銀行は中銀介入時に中銀へ売却した６ヵ月先物のUSDVND
について１回限りのキャンセルが認められているが、USD相場の
上昇により市中銀行の先物為替キャンセル（USD買い戻し）も発
生している模様で、USDVND相場の押し上げ要因となった。結局
は23,100近辺までUSD高VND安が進行し、同レベルでクローズと
なった。

４月の為替相場動向
　23,100近辺での揉み合いを予想する。USD金利上昇により幅
広い通貨に対してUSD高が進行しているため、USD高VND安圧
力は継続する見込み。しかしながら、FRBが緩和スタンスを維持し
ている状況下、短期的な米金利上昇にも限度があることに加え、
ベトナムの貿易黒字や投資フロー流入を背景とするUSD安VND
高圧力も継続していることから、USDVND相場は小動きの展開と
なりそうだ。

間
の
削
減
が
見
込
め
る
だ
け
で
な
く
、入
金

口
座
、支
払
口
座
の
使
い
分
け
を
希
望
す
る

企
業
に
も
ご
利
用
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

お
わ
り
に

　
今
回
ご
紹
介
し
た
サ
ー
ビ
ス
の
み
な
ら
ず

汎
用
性
の
あ
る
そ
の
他
商
品
と
組
み
合
わ
せ

る
こ
と
で
多
様
な
仕
組
み
づ
く
り
が
実
現
で

き
ま
す
。

　
冒
頭
で
述
べ
た
よ
う
に
ベ
ト
ナ
ム
で
は
消

費
市
場
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
た
企
業
進
出
が

今
後
ま
す
ま
す
加
速
し
て
い
く
も
の
と
考
え

ら
れ
て
い
ま
す
。

　
安
全
か
つ
円
滑
な
店
舗
運
営
に
向
け
て

は
、資
金
管
理
方
法
も
一つ
の
重
要
な
要
素
と

な
り
、さ
ら
に
は
進
出
国
の
実
態
に
沿
っ
た
形

で
の
管
理・運
営
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

Ｑ
　
店
舗
ご
と
に
口
座
を
保
有
し
て
お
り
、

口
座
の
一
括
管
理
を
検
討
し
て
い
ま
す
。良

い
方
法
が
あ
れ
ば
教
え
て
く
だ
さ
い
。

　
資
金
の一
括
管
理
シ
ス
テ
ム
で
あ
る「
キ
ャ
ッ

シ
ュ
プ
ー
リ
ン
グ
」を
導
入
し
、管
理
面
を
強

化
す
る
サ
ー
ビ
ス
が
あ
り
ま
す
。今
般
ガ
バ

ナ
ン
ス
強
化
の
観
点
か
ら
導
入
を
検
討
す
る

企
業
様
も
増
加
し
て
い
ま
す
。

　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
プ
ー
リ
ン
グ
と
は
、例
え
ば
店
舗

ご
と
の
専
用
口
座
を
サ
ブ
口
座
、そ
れ
ら
の
口

座
を
包
括
的
に
管
理
す
る
代
表
口
座
を
マ
ス

タ
ー
口
座
と
し
、サ
ブ
口
座
か
ら
マ
ス
タ
ー
口

座
へ
資
金
の
吸
い
上
げ
を
自
動
的
に
行
う
も

の
で
、都
度
の
ご
依
頼
は
不
要
と
な
り
ま
す
。

金
額
の
指
定
や
サ
ブ
口
座
の
残
高
を
ゼ
ロ
に

す
る
方
法
が
あ
り
、実
行
時
間
の
設
定
も
可

能
で
す（
図
表
3
）。

　
資
金
融
通
を
効
率
的
に
し
事
務・管
理
手

現金回収サービスの仕組み図表１

キャッシュプーリングサービス概要図表３

バーチャルアカウント（仮想口座）の仕組み図表2

　
最
終
的
な
資
金
の
入
金
は

実
態
口
座
と
な
り
ま
す
が
、

本
サ
ー
ビ
ス
で
は
そ
の
前
段

階
で
バ
ー
チ
ャ
ル
ア
カ
ウ
ン
ト

を
経
由
さ
せ
ま
す
。各
バ
ー

チ
ャ
ル
ア
カ
ウ
ン
ト
の
取
引
明

細
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
バ
ン
キ

ン
グ
シ
ス
テ
ム
上
や
登
録
先
へ

メ
ー
ル
配
信
す
る
レ
ポ
ー
ト

で
も
確
認
が
可
能
な
の
で
、

リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
情
報
把
握

が
で
き
る
点
も
ポ
イ
ン
ト
で

す
。

　
情
報
の
特
定
や
精
度
を
高

め
る
た
め
、事
前
に
バ
ー
チ
ャ

ル
ア
カ
ウ
ン
ト
へ
利
用
企
業
独

自
の
各
識
別
情
報
を
付
与
す

る
等
、カ
ス
タ
マ
イ
ズ
も
で
き

る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。

る「
売
上
金
回
収
サ
ー
ビ
ス
」が
あ
り
ま
す
。

図
表
１
に
て
仕
組
み
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

　
提
携
銀
行
の
担
当
者
が
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
担

当
者
と
一
緒
に
複
数
名
に
て
店
舗
へ
伺
い
売
上

金
を
回
収
、そ
の
後
提
携
銀
行
を
通
じ
て
貴

社
指
定
の
銀
行
口
座
へ
の
入
金
ま
で
一
貫
し
た

サ
ー
ビ
ス
を
行
う
も
の
で
す
。

　
利
用
企
業
と
提
携
銀
行
が
双
方
事
前
に

現
金
受
け
渡
し
の
権
限
者
を
設
定
し
書
面

に
て
内
容
を
確
認
後
、現
金
受
け
渡
し
の
手

続
き
を
行
い
ま
す
。本
サ
ー
ビ
ス
で
は
、日
次

で
集
計
デ
ー
タ
の
レ
ポ
ー
ト
を
お
届
け
す
る

こ
と
も
で
き
ま
す
の
で
、ス
テ
ー
ト
メ
ン
ト
や

各
取
引
明
細
と
併
せ
て
タ
イ
ム
リ
ー
な
実
態

把
握
が
可
能
で
す
。　

Ｑ
　
店
舗
数
の
増
加
に
伴
い
、各
店
舗
や
支

店
毎
の
売
上
把
握
に
掛
か
る
事
務
手
間
が

増
え
て
困
っ
て
い
ま
す
。入
金
の
管
理
を
簡

素
化
す
る
仕
組
み
は
あ
り
ま
す
か
？

　
一つ
の
口
座
に
対
し
い
く
つ
か
の
仮
想
口
座

番
号
を
付
与
す
る
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
、「
バ
ー

チ
ャ
ル
ア
カ
ウ
ン
ト
」が
あ
り
ま
す
。例
え
ば
、

店
舗
毎
に
仮
想
口
座
番
号
を
振
り
分
け
る
こ

と
で
振
込
元（
入
金
情
報
）の
可
視
化
が
で

き
、各
店
舗
の
売
上
金
管
理
の
効
率
化
へ
繋

が
り
ま
す（
図
表
２
）。

※外為規制上、ベトナム国内にあるマスター口座とベトナム国外口座とのプーリングはできません
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東
南
ア
ジ
ア
の
モ
バ
イ
ル
決
済
市
場
は
ま

さ
に
群
雄
割
拠
で
あ
る
。中
国
で
は
、Alipay

とW
eChat Pay

が
覇
権
を
取
っ
た
が
、東
南

ア
ジ
ア
は
様
々
な
出
自
の
モ
バ
イ
ル
決
済
事

業
者
が
乱
立
し
て
い
る
。

　
現
時
点
で
短
絡
的
な
結
論
は
言
え
な
い

が
、Grab Pay

やG
o Pay

と
い
っ
た
配
車

サ
ー
ビ
ス
を
出
自
と
す
る
事
業
者
、そ
し
て

LIN
E Pay

と
い
っ
た
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

ツ
ー
ル
を
出
自
と
す
る
事
業
者
が
リ
ー
ド
し

て
い
る
と
の
見
方
も
あ
る
。

　
出
自
は
違
え
ど
、こ
れ
ら
に
共
通
す
る
の

は
母
体
と
な
る
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
が
ス
ー

パ
ー
ア
プ
リ
化
し
て
き
て
い
る
点
だ
。

　
日
本
で
は
ま
だ
明
確
な
ス
ー
パ
ー
ア
プ
リ

の
存
在
は
見
ら
れ
な
い
が
、こ
こ
東
南
ア
ジ
ア

で
は
中
国
と
同
様
に
ス
ー
パ
ー
ア
プ
リ
が
消

費
世
界
に
お
け
る
覇
権
を
握
り
つ
つ
あ
る
。

　
そ
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
で
カ
ギ
と
な
る
部

分
が
モ
バ
イ
ル
決
済
だ
。そ
の
た
め
、各
事
業

者
は
モ
バ
イ
ル
決
済
の
標
準
を
な
ん
と
か
取

ろ
う
と
躍
起
に
な
っ
て
い
る
。

　
本
稿
で
は
ス
ー
パ
ー
ア
プ
リ
が
創
る
エ
コ
シ

ス
テ
ム
に
て
、モ
バ
イ
ル
決
済
が
果
た
す
位
置

付
け
を
述
べ
た
い
。

ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ
の
醸
成

　
ス
ー
パ
ー
ア
プ
リ
は
消
費
者
の
日
常
に
入
り

込
み
、様
々
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
。そ
れ
ら

が
共
通
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
上
で
提
供
さ
れ
る

こ
と
で
、ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ
を
高
め
る
と
い
う
の
が

肝
だ
。

　
こ
こ
に
決
済
と
い
う
機
能
が
加
わ
る
こ
と

で
、消
費
者
に
と
っ
て
は
他
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

を
利
用
す
る
コ
ス
ト
が
さ
ら
に
高
ま
る
。

　
一
例
を
挙
げ
る
。東
南
ア
ジ
ア
に
はG

rab 

Food

の
他
に
も
食
品
デ
リ
バ
リ
ー
サ
ー
ビ
ス
は

数
多
存
在
す
る
。だ
が
、

G
rab Pay

を
使
っ
て
い

る
ユ
ー
ザ
ー
で
あ
れ
ば
そ

の
時
の
気
分
に
合
う
レ
ス

ト
ラ
ン
がG

rab F
ood

上
に
な
か
っ
た
場
合
、

foodpanda

等
、他
に
ま

で
探
し
に
行
く
こ
と
は

少
な
い
の
で
は
な
い
か
。

　
こ
の
よ
う
に
、決
済
に

よ
っ
て
切
り
替
え
コ
ス
ト

が
高
め
ら
れ
、結
果
的
に

よ
り
強
い
ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ

モ
バ
イ
ル
決
済
が
創
る
東
南
ア
ジ
ア
エ
コ
シ
ス
テ
ム

Roland BergerASEAN経営戦略
新たな視点で時代の動きを読み取る

東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）における様々な業界の旬なトピック
を、ドイツ発のコンサルティング会社ローランド・ベルガーが経営戦略
的な観点から解説する。今回のテーマは、モバイル決済が創る東南
アジアエコシステムについて。

Vol.13

一橋大学卒業後、米国系コンサルティングファー
ム等を経て、現在は欧州最大の戦略系コンサル
ティングファームであるローランド・ベルガーのア
ジアジャパンデスク統括に在籍（バンコク在住）。
ASEAN全域で、消費財、小売・流通、自動車、商社、
PEファンド等を中心に、グローバル戦略、ポート
フォリオ戦略、M＆A、デジタライゼーション、企業
再生等、幅広いテーマでの支援に従事している。

下村 健一
Roland Berger

Author
   Profile

R o l a n d  B e r g e rASEAN経営戦略

東
南
ア
ジ
ア
で
未
だ
市
場
シ
ェ
ア
が
高
い
零
細

商
店
の
決
済
を
押
さ
え
ら
れ
る
意
義
は
大
き

い
。モ
バ
イ
ル
決
済
が
そ
の
ま
ま
オ
フ
ラ
イ
ン

消
費
に
も
拡
大
し
て
い
く
と
い
う
こ
と
に
な

る
か
ら
だ
。

　
そ
う
な
れ
ば
、そ
の
ス
ー
パ
ー
ア
プ
リ
は
オ

ン
ラ
イ
ン
購
買
だ
け
で
な
く
、リ
ア
ル
店
舗
で

の
購
買
に
も
エ
コ
シ
ス
テ
ム
を
拡
げ
て
い
く
と

い
う
こ
と
に
な
る
。

購
買
行
動
か
ら
得
た
デ
ー
タ
を
活
用

　
オ
ン
ラ
イ
ン
、オ
フ
ラ
イ
ン
双
方
で
の
購
買
行

動
を
押
さ
え
ら
れ
る
の
で
あ
れ
ば
、そ
こ
か
ら

得
ら
れ
る
購
買
デ
ー
タ
は
と
て
つ
も
な
い
大
き

な
価
値
に
な
る
。

　
中
国
の
ア
リ
バ
バ
や
テ
ン
セ
ン
ト
が
、そ
の
よ

う
な
消
費
の
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
を
様
々
な
事
業
に

活
用
し
て
い
る
。同
じ
こ
と
が
東
南
ア
ジ
ア
で

も
起
こ
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

　
ス
ー
パ
ー
ア
プ
リ
自
身
が
、彼
ら
の
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
上
の
サ
ー
ビ
ス
を
デ
ー
タ
を
用
い
て
改

良・開
発
す
る
こ
と
も
可
能
だ
。一
方
で
、例
え

ば
消
費
財
メ
ー
カ
ー
か
ら
す
る
と
、商
品
開
発

や
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
の
要
と
な
る
消
費
者
デ
ー
タ

を
握
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　
そ
の
よ
う
な
観
点
か
ら
も
決
済
を
押
さ
え

た
ス
ー
パ
ー
ア
プ
リ
の
立
ち
位
置
が
、あ
ら
ゆ
る

モバイル決済を軸としたエコシステム（例：WeChat Pay）図表１

が
醸
成
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

オ
フ
ラ
イ
ン
へ
の
エ
コ
シ
ス
テ
ム
拡
大

　
東
南
ア
ジ
ア
に
お
け
る
モ
バ
イ
ル
決
済
は

基
本
的
に
は
中
国
同
様
、Q
R
コ
ー
ド
が
前

提
と
な
っ
て
い
る
。ロ
ー
テ
ク
と
批
判
さ
れ
る

こ
と
も
あ
る
Q
R
コ
ー
ド
だ
が
、そ
の
最
大
の

利
点
は
低
コ
ス
ト
で
導
入
が
可
能
で
あ
る
こ

と
だ
。

　
Q
R
コ
ー
ド
で
あ
れ
ば
、零
細
商
店
に
と
っ

て
も
経
済
面
で
の
導
入
ハ
ー
ド
ル
は
下
が
る
。

DiDiで
タクシー配車

PaiPai
で車を売却

dianping QQmusic

退勤 夕食起床 昼食朝食 出勤 仕事仕事

支払い
WeChatPay

支払い
WeChatPay

支払い
WeChatPay

支払い
WeChatPay

受け取り
WeChatPay

支払いと
バウチャー利用

サブスクリプション
利用

でリラックス音楽
を聴く

でレストランを
検索

レストランで
会食ランチ

祝儀送付
支払い

WeChatPay WeChatPay WeChatPay

睡眠

1 （同一決済方法で購買できる商品・サービス圏に消費者を留まらせる）

2

3

モバイル決済によるロイヤリティの醸成

QRコードによってオフラインへの
エコシステム拡大

オンライン・オフライン
消費から得たデータを
商品開発などに活用

出所：ローランド・ベルガー作成

家賃
支払い

従兄弟の誕生日
プレゼントとして
ご祝儀送付

スターバックスで
カプチーノ

業
界
か
ら
見
て
重
要
な
も
の
に
な
る
。

　
以
上
は
決
済
を
基
軸
に
し
た
、ス
ー
パ
ー
ア

プ
リ
展
開
の
常
套
戦
略
で
あ
る
。前
述
の
通
り

東
南
ア
ジ
ア
で
は
配
車
サ
ー
ビ
ス
や
コ
ミ
ュニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
ツ
ー
ル
が
ス
ー
パ
ー
ア
プ
リ
化
し
て

い
る
こ
と
か
ら
も
、モ
バ
イ
ル
決
済
の
領
域
で
彼

ら
が
覇
権
を
持
つ
可
能
性
は
充
分
に
あ
る
。

　
仮
に
そ
う
な
っ
た
場
合
、中
国
の
例
を
見
て

も
消
費
財
メ
ー
カ
ー
や
流
通
・
小
売
プ
レ
イ

ヤ
ー
は
、こ
の
世
界
観
を
前
提
と
し
た
戦
略
を

迫
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
は
ず
だ
。

中国と日本のアプリ比較図表２

規制によって中国では国内発のアプリケーションが数多く
普及している。日本で使われている類似機能を持ったアプリ
と比較した

中 国 日 本

配車

支払

通信

売買

音楽

DiDi
（滴滴）

WeChatPay
（微信支付）

WeChat
（微信）

PaiPai
（拍拍） Mercari

LINE

Uber

SpotifyQQmusic
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退
職
給
付
債
務
と
し
て
計
上
す
る
こ

と
が一般
的
で
す
。

　
こ
の
見
積
り
計
上
方
法
は
各
企
業

の
会
計
方
針
に
よ
っ
て
異
な
り
ま
す

が
、今
回
は一般
的
に
ど
の
よ
う
な
考
え

方
で
解
雇
補
償
金
相
当
の
退
職
給
付

引
当
金
計
上
額
を
算
出
し
て
い
く
か

を
解
説
し
ま
す
。

　
従
業
員
が
5
名
い
る
と
仮
定
し
ま

す
。労
働
法
で
定
め
ら
れ
る
解
雇
補
償

金
は
図
表
1
の
通
り
で
す
。定
年
退
職

時
に
支
払
う
必
要
の
あ
る
解
雇
補
償

金
額
か
ら
、退
職
給
付
債
務
の
見
積
り

計
算
を
行
い
ま
す（
図
表
２
）。

　
各
従
業
員
情
報
の
入
社
年
、年
齢
、

現
在
ま
で
の
在
職
期
間
、定
年
退
職
ま

で
の
残
り
年
数
、現
在
の
賃
金
を
基
に

定
年
退
職
ま
で一定
の
昇
給
率（
３
％
設

定
）だ
っ
た
と
仮
定
し
、定
年
退
職
時
の

最
終
賃
金
を
算
出
し
、勤
務
年
数
に
応

じ
て
解
雇
補
償
金
額
を
算
出
し
ま
す
。

　
算
出
さ
れ
た
解
雇
補
償
金
額
は
現

在
価
値
に
割
り
戻
し
ま
す（
１・５
％
設

定
／
一般
的
に
は
10
年
国
債
利
率
を
用

い
ま
す
）。

　
若
い
従
業
員
は
転
職
等
の
可
能
性

が
高
い
た
め
在
職
可
能
性
率
を
低
く
、

逆
に
定
年
退
職
の
年
齢
に
近
づ
く
に
つ

れ
て
在
職
可
能
性
率
を
高
く
設
定
し
、

聞
き
た
く
て
も
聞
け
な
か
っ
た
、タ
イ
の
税
金
事
情

退
職
給
付
引
当
金
の
数
理
計
算

www . j g a . a s i a

言葉、文化を超えてグローバル日系企業が
本業に専念できる環境を提供します。

業務内容
 記帳代行／月次決算、財務諸表作成／税務相談、コンサルティング
各種税務申告書作成／給与、社会保険業務
スポット業務（還付請求、デューデリジェンス、Ｍ＆Ａ他）

Thai Office
10/183 (2402) 24Floor, The trendy Building, 
Sukhumvit Soi 13   TEL: 02-168-6225
Japan Office
＜はらしま会計事務所＞　2006年7月設立。日本国内の税務業務
及び各種コンサルティングの他、タイ進出企業の日本本社向けに総
合コンサルティングサービスを提供。
J  Glocal  Accounting社の日本オフィスとしての役割を担う。

大学卒業後、証券化に特化した会計事務所
勤務を経て2009年来タイ。大手日系会計事
務所で５年間勤務し、日系金融機関ほか多く
の日系企業の会計・税務・監査業務に従事
する。13年12月、J Glocal Accounting 
Co.,Ltd.を設立、タイと日本の会計・税務の専
門家として日系企業へのサポートを行う。

J Glocal Accounting Co., Ltd.
Managing Director

坂田 竜一

退
職
給
付
債
務
を
算
出
し
ま
す
。今
回
の

試
算
で
該
当
法
人
は
30
万
6
3
8
3
バ
ー

ツ
の
退
職
給
付
債
務
の
引
当
計
上
を
行
う

こ
と
と
な
り
ま
す
。

　
簡
易
的
に
数
理
計
算
が
ど
の
よ
う
に
行

わ
れ
て
い
る
か
を
解
説
し
て
き
ま
し
た
。業

種
や
企
業
を
取
り
巻
く
環
境
に
よ
っ
て
数

理
計
算
は
異
な
る
た
め
、専
門
家
に
相
談

す
る
な
ど
し
て
最
善
な
退
職
給
付
債
務
の

計
上
が
で
き
る
よ
う
に
ご
検
討
く
だ
さ
い
。

120日～1年未満
1年～3年未満
3年～6年未満
6年～10年未満
10年～20年未満

20年～

30日分
90日分
180日分
240日分
300日分
400日分

図表１

勤務期間 解雇補償金の額
（最終賃金）

解雇補償金の額

51歳～55歳
46歳～50歳
41歳～45歳
31歳～40歳
30歳以下

100%
95%
75%
50%
15%

図表３ 在職可能性率

氏名 入社年 年齢

55歳（定年） 昇給率 > 3% 割引率 ＞ 1.50%
現在までの
在職期間

A
B
C
D
E

2563
2556
2554
2555
2558

24
45
36
39
42

0
7
9
8
5

定年までの
残り年数

31
17
28
24
18

解雇補償金
支給月数

13.33
10
13.33
13.33
10

在職可能性率
（図表※３）

15
75
50
50
75

現在賃金

16,000
47,000
27,463
11,746
10,803
113,012

定年退職時賃金

40,100
63,200
48,200
18,900
15,900
186,300

解雇補償金額

534,533
632,000
642,506
251,937
159,000
2,219,976

退職給付債務

0
168,178
77,818
33,090
27,297
306,383

現在価値

336,921
544,574
484,198
198,535
131,021
1,695,249

図表２ 退職給付債務の数理計算モデル

　
タ
イ
で
は
労
働
法
上
、定
年
退
職
の

場
合
も
会
社
都
合
解
雇
と
み
な
さ
れ
、

解
雇
補
償
金
の
支
払
い
が
必
要
に
な
り

ま
す
。日
系
企
業
の
多
く
が
採
用
し
て

い
る
会
計
基
準（T

FRS for N
PA
Es

）

に
基
づ
き
、退
職
給
付
債
務
に
付
き
最

善
の
見
積
り
を
行
う
引
当
計
上
が
必

要
で
す
。

　
一
般
的
に「
退
職
金
」と
認
識
さ
れ
て

い
ま
す
が
、タ
イ
に
お
い
て
は「
解
雇
補

償
金
」で
あ
り
、こ
の
解
雇
補
償
金
を

年齢 割合
アジア新興国における紛争解決

　まず、大前提として係争地規定を巡る問題の中で意外にも
認識されていないことは、相手方の資産が存在する国との間
で相互協定等が存在しなければ、日本国内での裁判上の判
決は執行が不可能ということである。係争地規定は、とにかく日
本の裁判所にしておいた方が良いという言説が見られるが、こ
れはクロスボーダー契約実務においてもっとも避けなくてはなら
ない悪手である。
　他方、カンボジア、ラオス、ミャンマー等のアジア新興国の裁
判制度は、汚職や裁判官の能力不足等という問題があり、現
時点において利用することは推奨されない。また、カンボジアや
ラオスにおいても、現地に仲裁機関や仲裁制度が存在するも
のの、過去の経験を踏まえると同様に利用することは推奨でき
ない。
　そのため、新興アジアでの紛争処理については下表の考え
に基づいて、第三国においてある程度信用が確立されている
仲裁機関にて当事者間で仲裁合意を得るべきである。

係争地規定のポイント

　ある程度信頼がおける第三国の仲裁機関で合意していた
としても、相手方国での外国仲裁判断の承認執行について問
題が生じる可能性がある。アセアンや南アジアの新興アジア諸
国は外国仲裁判断の承認執行に関するニューヨーク条約※

の加盟国であるが、現地裁判所での外国仲裁承認事例が限
定的で事例が蓄積されていると言い難い状態であり、現地国
での承認執行手続きの実施可否や手続き上の留意点につい

海外インフラプロジェクトの法的留意点―アジア新興国編―（５）

て十分に確認する必要である。
　例えば、現在ラオスにおいて外国仲裁判断の承認執行手
続きを行っている事案があるが、問題となっている契約書の準
拠法がラオス法ではないことを理由として、ラオス外務省、司法
省、裁判所等での承認執行のプロセスが進まない状態となっ
たケースもある。ラオス仲裁法上、準拠法について如何なる規
制も存在しないが、執行国の仲裁法の承認執行の拒絶事由
や手続きのみならず、このような実務、運用上の留意点等につ
いても十分に確認することが肝要である。

まとめ

　アジア新興国において近年、インフラプロジェクトが増加して
いる。しかし、これまでに述べたような問題以外にも政府による
輸入申請、手続が円滑に実現できず、建設部材や建設設備
が十分に整わないため工事に遅延が生じることもある。また、
国際建設インフラ契約約款（FIDIC契約約款）等では紛争裁
定委員（Dispute Board）の選任を推奨しているが、当事者間
で合意がなされなかったり、相手方国において適切な人材が
存在しない、もしくはコストの問題等で紛争裁定委員の選任が
全く進まない事案等、様 な々問題に現場では直面している。
　アジア新興国では、司法制度が十分に整っていない点もあ
り、紛争化すると著しく不利な立場に状況に追い込まれるケー
スもあるため、とにかく紛争を生じさせないように予見できるリス
クをできる限り洗い出し、事前に対応策を構築しておくことが極
めて重要である。

ASIAビジネス法務 最新アップデートASIAビジネス法務 最新アップデート

藪本 雄登
One Asia Lawyersの前身となるJBL Mekongグループを2011年に設
立、メコン地域流域諸国を統括。カンボジア、ラオス、タイ、ミャンマー、
ベトナムで延べ10年間に亘る駐在・実務経験を有し、各国の現地弁護
士と協働して各種法律調査や進出日系企業に対する各種法的なサ
ポートを行う。インフラプロジェクトについては、タイ、カンボジア、ミャ
ンマーにおける道路敷設や鉄道、上下水道、高速道路のメンテナンス
などの開発プロジェクト、ラオスでの電力開発案件等も支援。
E-mail：yuto.yabumoto@oneasia.legal

One Asia Lawyers 
One Asia Lawyersは、アジア全域にオフィスを有しており、日本企業向けにア
ジア太平洋地域でのシームレスな法務アドバイザリー業務を行っております。
2019年４月１日より南アジアプラクティス、2020年11月よりオーストラリア、ニ
ュージーランドプラクティスを本格的に開始。
【One Asia Lawyersグループ タイオフィス】
Unit2301, 23rd Floor, Interchange 21 Building, North-Klongtoey, Wattana, 
Bangkok, Thailand 
Tel：+66-61-780-1515

海外インフラプロジェクトの法的留意点に関する連載の最後として、過去アジア新興国において紛争案件を対応してきた
経緯を踏まえて、当地における紛争対応の留意点について述べる。

日本

合理的。ただ、外国仲裁判断の承認、
執行の可否については注意が必要

仲裁制度の未成熟、仲裁判断の取消などが
裁判所の管轄となってしまう可能性

望ましいが合意が困難仲裁

第三国カンボジア、ラオスなどのアジア新興国

裁判 強制執行困難 平等性、汚職などに関する問題 強制執行困難

※　正式名称Convention on the Recognition and Enforcement of Foreign Arbitral Awards （New York, 1958）。加盟国同士は外国における商事仲裁についての
　　仲裁判断が、他国の裁判所によって承認執行が可能となる。加盟国一覧はhttp://www.newyorkconvention.org/countriesで確認可能
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タ
イ
抵
触
法

　も
っ
と
も
タ
イ
の
財
産
に
つ
い
て
は
そ
の

相
続
手
続
き
に
関
し
、タ
イ
の
行
政
機
関

や
民
間
機
関
で
手
続
き
を
行
う
必
要
が

出
て
く
る
た
め
、タ
イ
に
お
い
て
ど
の
国
の

法
律
が
適
用
さ
れ
る
の
か
を
合
わ
せ
て
考

慮
す
る
必
要
が
あ
る
。

　こ
の
点
に
つ
い
て
定
め
た
タ
イ
のA

C
T
 

O
N
 CO

N
FLICT

 O
F LA

W
S B.E. 

2481

（
以
下「
タ
イ
抵
触
法
」）の
場
合
、

対
象
と
な
る
財
産（
以
下「
相
続
財
産
」）

が
不
動
産
か
動
産
か
に
よ
り
、適
用
さ
れ

る
法
が
日
本
法
と
な
る
か
タ
イ
法
と
な
る

か
、さ
ら
に
は
日
本
で
も
タ
イ
で
も
な
い
第

三
国
法
と
な
る
か
が
決
ま
る
。

　タ
イ
抵
触
法
第
37
条
に
お
い
て
は
不
動

産
の
所
在
地
の
法
に
よ
る
、と
さ
れ
て
い

る
。こ
の
た
め
不
動
産
に
つ
い
て
は
、例
え

ば
タ
イ
に
不
動
産
で
あ
る
コ
ン
ド
ミ
ニ
ア
ム

を
所
有
し
て
い
る
場
合
、当
該
コ
ン
ド
ミ
ニ

ア
ム
の
所
在
地
で
あ
る
タ
イ
の
法
律
が
適

用
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

　他
方
、タ
イ
抵
触
法
第
38
条
で
は
動
産

に
つい
て
、被
相
続
人
の
死
亡
時
の
居
住
地

に
お
け
る
法
に
よ
る
と
さ
れ
て
い
る
。つ
ま

り
、例
え
ば
被
相
続
人
が
タ
イ
で
死
亡
し

た
場
合
の
動
産（
銀
行
預
金
を
含
む
）に
つ

い
て
は
、被
相
続
人
死
亡
時
の
居
住
地
で

あ
る
タ
イ
の
法
律
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
に

な
る
。

日
本
の
通
則
法

　日
本
で
は「
法
の
適
用
に
関
す
る
通
則

法
」と
い
う
法
律（
以
下「
通
則
法
」）が
定

め
ら
れ
、相
続
に
つ
い
て
も
ど
の
国
の
法
律

が
適
用
さ
れ
る
か
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。

　通
則
法
第
36
条
に
よ
れ
ば
、「
相
続
は
、

被
相
続
人
の
本
国
法
に
よ
る
」と
さ
れ
て

お
り
、日
本
人
で
あ
れ
ば
日
本
法
が
適
用

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　タ
イ
は
、在
留
日
本
人
が
多
い
国
と
し

て
世
界
的
に
見
て
も
上
位
に
入
る
国
で
あ

る
。駐
在
時
に
タ
イ
で
投
資
を
行
っ
た
り
、

不
動
産
を
購
入
し
た
り
す
る
人
も
お
り
、

温
暖
な
気
候
や
親
日
国
で
あ
る
こ
と
か

ら
も
、リ
タ
イ
ア
後
に
タ
イ
で
余
生
を
過

ご
す
日
本
人
は
多
い
。

　そ
こ
で
今
回
は
、タ
イ
の
ビ
ジ
ネ
ス
法

と
は
少
し
離
れ
て
し
ま
う
が
、タ
イ
に
財

産
が
あ
る
日
本
人
の
相
続
に
対
し
て
適

用
さ
れ
る
法
に
つ
い
て
解
説
す
る
。

適
用
さ
れ
る
法
律

　海
外
に
財
産
を
有
す
る
日
本
人
が
死

亡
し
た
場
合
に
、ど
の
国
の
法
律
が
適
用

さ
れ
る
か
に
つ
い
て
は
、相
続
手
続
き
の
最

初
に
検
討
す
る
必
要
の
あ
る
重
要
な
点
と

な
る
。

　死
亡
し
た
日
本
人（
以
下「
被
相
続

人
」）が
タ
イ
に
財
産
を
有
す
る
場
合
、日

本
と
タ
イ
、ど
ち
ら
の
法
律
が
適
用
さ
れ

る
の
だ
ろ
う
か
。今
回
は
、遺
言
が
な
い
場

合
と
し
て
記
述
す
る
。

　こ
の
こ
と
か
ら
、一般
的
に
タ
イ
で
コ
ン
ド

ミ
ニ
ア
ム
に
つい
て
所
有
権
移
転
を
行
う
場

合
は
タ
イ
の
法
律
に
従
い
、そ
の
他
タ
イ
の

動
産
に
つ
い
て
は
被
相
続
人
の
死
亡
時
に

居
住
し
て
い
た
地
の
法
律
に
従
い
、各
手
続

き
を
行
う
こ
と
と
な
る
。

　も
っ
と
も
被
相
続
人
が
遺
言
を
作
成
し

て
い
る
場
合
に
は
、別
途
検
討
が
必
要
と

な
る
点
注
意
が
必
要
で
あ
り
、さ
ら
に
遺

言
が
あ
る
場
合
で
も
、タ
イ
の
財
産
に
つ
い

て
の
遺
産
分
割
手
続
き
に
は
裁
判
所
に
お

け
る
相
続
管
理
人
の
選
任
が
必
要
で
あ

る
。今
後
、こ
れ
ら
の
点
に
つ
い
て
も
寄
稿

す
る
予
定
に
し
て
い
る
。

 

知
ら
な
き
ゃ
損
す
る
タ
イ
ビ
ジ
ネ
ス
法
務

インテリジェンス・リレー連載

タイ抵触法に基づく適用法

17年１月よりタイのTNY国際法律事務所
にて執務。TNY国際法律事務所は、日本人
弁護士２名が共同代表を務める法律事務
所であり、会社設立から規制調査、契約書
のリーガルチェック、商標登録申請などの
サービスを提供している。

日本国弁護士　 藤原 杯花
TNY国際法律事務所

URL: ht tp: / /www.tny- legal .com/
C o n t a c t :  i n f o @ t n y - l e g a l . c o m

タ
イ
の
相
続
の
概
要

〜
日
本
人
が
タ
イ
に
所
有
す
る
相
続
財
産
へ
の
適
用
法
〜

不動産
不動産の所在地の

法による

動産
被相続人死亡時の

居住地における法による

地図に顧客DB

　オークマはアフターサービスの担当
者に全地球測位システム（GPS）を持
たせている。日頃から、各担当者の所
在地を本社が確認しながら次の訪問
先を指示して効率的な移動に役立て
ており、災害発生時にも応用して迅速
な現場対応を心がけている。
　ヤマザキマザックは、ビジネスインテ
リジェンス（BI）ツールにより、全国に
納入した工作機械製品の情報を地
図上でDB化している。通常のアフ
ターサービスに加え、災害時には被
災地の顧客と稼働設備をいち早く把
握し、早期の安否確認、復旧に生か
している。
　ジェイテクトもカスタマーサービス
（CS）用DBを災害時の安否確認や
普及支援に活用している。地図上で
地点と半径を設定すると、円内の顧
客と稼働する同社製の工作機械の詳
細が表示される。平時はサービス担

当者の訪問先検索用だが、震災時に
は震源地に近い顧客を特定できる。ま
た、被災地での復旧支援用にプラグイ
ンハイブリッド車（PHV）「プリウス」も
導入している。
　こうした取り組みは、実際の災害時
の復旧サポートに大いに役立ってい
る。ジェイテクトでは同DBを2020年度
は被災地向けに５回利用し、230台以
上の工作機械の安否確認に対応し
た。ヤマザキマザックは、21年２月13日
に発生した福島県沖地震の翌朝に
社員が出社し、同DBを使ってユー
ザーの安否を確認した上で現地に担
当者を派遣した。

遠隔でサポート

　アマダも同地震の際、IoTソリュー
ション「Ｖファクトリー」の遠隔監視サー
ビスを利用する顧客の工場稼働を迅
速に復旧できた事例が複数あったと
いう。地震の揺れによる機械の緊急停
止や自動搬送装置のパレット位置の

ずれをサポートセンターが遠隔で確認
し、復旧のための操作支援を行った。
自然災害時の遠隔サポートサービス
活用は「人的対応の限界を補い、顧
客の早期復旧に有効」（Ｖファクトリー
推進部）と強調する。
　災害対応への有効性も見据えた
技術開発も進む。三菱重工工作機械
（滋賀県栗東市）は、スマートグラスな
どからの映像を共有し遠隔で各種サ
ポートを行うサービスを開発、21年度
にも実用化する。災害時の利用も想
定でき、「機械の状況把握や顧客の
各種サポートを展開する」（開発担当
者）方針だ。
　DMG森精機は会員専用サイト
「my DMG MORI」向けにサービスリ
クエスト機能を開発。顧客は同サイト
から出張サービスや見積もり依頼を行
える。不具合箇所の写真や動画も同
時に送付でき、やりとりの回数削減、復
旧までの時間短縮が図れる。

工作機械メーカーがデジタル技術を駆使して、災害発生時の顧客サポート

体制を強化している。客先に納めた機械のデータベース（DB）の活用や

IoT（モノのインターネット）サービスとの連携により、迅速かつスムーズな初

動とサポートを実現。近年、自然災害が多発化・激甚化する中、顧客の生

産活動の継続と早期復旧を支援する上で、デジタルの力の重要性が一層

増している（編集委員・土井俊、名古屋編集委員・村国哲也）。
▲ 無電源エリアでプリウスの電源を使って食事する、
　 ジェイテクトの工作機械サポートスタッフ

※記事提供：日刊工業新聞（2021年３月11日）

3.11 メッセージ／工作機械
早期復旧、デジタル技術駆使

“人手不足倒産”を回避
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天
網
恢
恢
疎
に
し
て
漏
ら
さ
ず
、中
国
当
局
に「
出
生
率
急
減
」の
〝
罰
〟

深い分析に基づいた“情報の本質”をお届けする

J a p a n  B u s i n e s s  P r e s s

b y

バ
ブ
ル
崩
壊
を
防
い
だ
中
国
の

目
の
前
に
思
わ
ぬ
伏
兵

　中国公安省は2020年の出生数が1,004万人であったと発
表した。これは20年に戸籍登録した人数であり実際の出生数
とは異なるが、前年の同じ統計より14.8％減少している。このこ
とから20年の実際の出生数は1,250万人程度と推定される。
　中国の19年の死亡者数は1,004万人であったが、最近は
高齢化により毎年10万人程度増加していることから、20年は
1,014万人前後になると思われる。その結果、20年の人口増
加は236万人と計算される。増加率は0.16%である。

2021年３月20日掲載（JBpress）

　
中
国
に
も
団
塊
世
代
と
団
塊
ジ
ュニ
ア

世
代
が
存
在
す
る
。現
在
、団
塊
ジ
ュニ
ア

は
30
歳
〜
34
歳
に
な
っ
て
お
り
、ま
さ
に
出

産
適
齢
期
に
あ
る
。そ
れ
に
も
か
か
わ
ら

ず
出
生
数
が
減
少
し
続
け
て
い
る
。

　
彼
ら
よ
り
10
歳
若
い
世
代
は
団
塊
ジ
ュ

ニ
ア
よ
り
も
約
40
％
少
な
い
か
ら
、も
し
出

生
率
が
同
じ
で
推
移
す
る
と
し
て
も
、10

年
後
の
出
生
数
は
現
在
よ
り
40
％
減
少

す
る
こ
と
に
な
る
。

　
こ
れ
ら
の
数
字
か
ら
、30
年
の
出
生
数

は
７
５
０
万
人
、死
亡
数
は
１
１
５
０
万

人
程
度
に
な
る
と
思
わ
れ
る
。つ
ま
り
１

年
間
に
人
口
が
４
０
０
万
人
も
減
る
こ
と

に
な
る
。そ
の
状
況
は
現
在
の
日
本
に
そ
っ

く
り
だ
。

出
生
数
が
減
り
続
け
て
い
る
原
因

　
一
人
っ
子
政
策
を
緩
和
し
た
に
も
か
か

わ
ら
ず
出
生
数
が
減
り
続
け
て
い
る
。そ

の
原
因
と
し
て
誰
も
が
不
動
産
価
格
の
高

騰
に
思
い
至
る
。

　
中
国
で
は
結
婚
す
る
際
に
、男
性
側
が

住
居
を
用
意
す
る
習
慣
が
あ
る
。多
く
の

場
合
、息
子
は
自
分
で
住
居
を
買
え
な
い

か
ら
、親
が
用
意
す
る
こ
と
に
な
る
。

　
し
か
し
住
居
価
格
が
あ
ま
り
に
高
騰

し
て
し
ま
っ
た
た
め
に
、よ
ほ
ど
の
お
金
持

ち
で
な
い
限
り
、親
も
住
居
を
用
意
す
る

こ
と
が
で
き
な
い
。こ
の
こ
と
が
婚
姻
率
を

低
下
さ
せ
、そ
の
結
果
と
し
て
出
生
数
を

減
少
さ
せ
て
い
る
。

　
中
国
の
不
動
産
バ
ブ
ル
が
崩
壊
す
る
と

言
わ
れ
て
久
し
い
。し
か
し
バ
ブ
ル
は
一
向

に
崩
壊
し
な
か
っ
た
。そ
の
理
由
は
中
国

政
府
が
バ
ブ
ル
を
崩
壊
さ
せ
な
い
政
策
を

取
り
続
け
た
か
ら
だ
。

　
中
国
政
府
は
１
９
９
０
年
以
降
に
日
本

が
衰
退
し
続
け
た
理
由
を
不
動
産
バ
ブ
ル

崩
壊
に
あ
る
と
考
え
た
。そ
の
た
め
に
、あ

ら
ゆ
る
手
段
を
講
じ
て
、不
動
産
バ
ブ
ル

を
崩
壊
さ
せ
な
い
よ
う
に
し
た
。

　
こ
こ
数
年
、中
国
で
は
大
手
不
動
産
会

社
や
地
方
銀
行
が
経
営
危
機
に
陥
っ
た

が
、そ
れ
ら
は
な
か
な
か
倒
産
し
な
い
。一

部
は
倒
産
し
た
が
、そ
れ
で
９７
年
に
日
本

で
起
こ
っ
た
よ
う
な
連
鎖
倒
産
が
起
き
る

こ
と
は
な
か
っ
た
。そ
れ
は
当
局
が
裏
で
立

ち
回
る
こ
と
に
よ
っ
て
金
融
崩
壊
を
防
い

で
い
る
か
ら
だ
。

　
当
局
は
潰
れ
そ
う
な
不
動
産
会
社
や

金
融
機
関
に
い
ろ
い
ろ
な
ル
ー
ト
を
使
っ
て

資
金
を
供
給
し
、倒
産
を
防
い
で
い
る
。そ

れ
は
多
く
の
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド
を
伴
っ
て
い

る
と
思
わ
れ
る
が
、野
党
や
マ
ス
コ
ミ
が
存

在
し
な
い
中
国
で
は
、そ
れ
ら
を
闇
に
葬

り
去
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
中
国
の
当
局
者
は
、日
本
の
よ
う
な
ド

ジ
は
踏
ま
な
い
と
豪
語
し
て
い
る
。

も
う
一
般
人
は

マ
ン
シ
ョ
ン
購
入
不
可
能

　
だ
が
、い
つ
に
な
っ
て
も
不
動
産
バ
ブ
ル

が
崩
壊
し
な
い
こ
と
か
ら
、不
動
産
価
格

は
庶
民
が
と
て
も
購
入
で
き
な
い
水
準
に

ま
で
高
騰
し
て
し
ま
っ
た
。

　
中
国
政
府
が
公
表
し
て
い
る
デ
ー
タ
を

用
い
て
計
算
し
て
も
、２
０
１
９
年
の
北
京

の
平
均
的
な
新
築
マ
ン
シ
ョ
ン
の
価
格
は
日

本
円
で
約
５
７
０
０
万
円
に
な
る
。

　
現
在
、北
京
で
新
築
マ
ン
シ
ョ
ン
が
多
く

作
ら
れ
て
い
る
の
は
、中
心
部
に
通
勤
す
る

の
に
２
時
間
程
度
か
か
る
地
域
で
あ
る
。

そ
の
よ
う
な
地
域
で
も
こ
の
程
度
の
価
格

に
な
っ
て
い
る
。中
心
部
に
数
十
分
で
行
け

る
場
所
な
ら
、ご
く
普
通
の
マ
ン
シ
ョ
ン
で

も
１
億
円
は
下
ら
な
い
。

　
一
方
、政
府
の
統
計
で
は
、北
京
に
住
む

人
の
１
人
当
た
り
の
可
処
分
所
得
は
日
本

円
で
1
1
0
万
円
程
度
に
留
ま
る
。

　
こ
の
数
字
を
元
に
計
算
す
る
と
、平
均

的
な
新
築
マ
ン
シ
ョ
ン
の
価
格
は
世
帯
収

入
の
17
・３
倍
に
な
る
。こ
れ
で
は
遥
か
郊

外
に
建
て
ら
れ
た
マ
ン
シ
ョ
ン
で
も
、一
般
人

が
購
入
す
る
こ
と
は
難
し
い
。

　
こ
の
よ
う
な
事
実
か
ら
も
、中
国
の
マ
ン

シ
ョ
ン
は
富
裕
層
が
蓄
財
用
に
購
入
す
る

も
の
で
あ
る
こ
と
が
分
か
ろ
う
。

　
同
様
の
傾
向
は
地
方
都
市
で
も
観
察

さ
れ
る
。沿
岸
部
の
江
蘇
省
、浙
江
省
、福

建
省
、広
東
省
で
は
マ
ン
シ
ョ
ン
の
価
格
は

平
均
所
得
の
８
倍
程
度
に
な
っ
て
い
る
。

　
そ
し
て
恐
ろ
し
い
こ
と
に
、湖
南
省
や

貴
州
省
な
ど
中
国
で
は
田
舎
と
思
わ
れ
て

い
る
地
域
で
も
、住
宅
価
格
は
世
帯
収
入

の
５
倍
程
度
に
な
っ
て
い
る
。

　
現
在
、中
国
で
は
農
民
戸
籍
の
人
も
含

め
て
全
て
の
若
者
が
都
市
に
住
み
た
い
と

考
え
て
い
る
。た
だ
、戸
籍
制
度
の
縛
り
が

厳
し
い
中
国
で
は
、普
通
の
人
が
北
京
や

上
海
に
移
り
住
む
こ
と
は
難
し
い
。そ
れ

で
も
多
く
の
若
者
は
、最
低
で
も
生
ま
れ

た
省
の
省
都
程
度
に
は
移
り
住
み
た
い
と

考
え
て
い
る
。

　
し
か
し
、こ
こ
に
示
し
た
数
字
か
ら
も

わ
か
る
よ
う
に
、地
方
都
市
で
あ
っ
て
も
普

通
の
人
が
不
動
産
を
手
に
入
れ
る
の
は
難

し
い
。多
く
の
若
者
は
地
方
都
市
に
移
り

住
ん
で
も
、借
り
た
ア
パ
ー
ト
に
友
人
と
一

緒
に
暮
ら
す
こ
と
に
な
る
。

　
田
舎
に
戻
れ
ば
家
は
あ
る
が
、そ
こ
に

戻
っ
て
も
結
婚
し
て
く
れ
る
女
性
は
い
な

い
。若
い
女
性
が
田
舎
暮
ら
し
を
嫌
う
こ

と
は
、ア
ジ
ア
に
お
い
て
普
遍
的
に
見
ら
れ

る
現
象
で
あ
る
。

　
中
国
政
府
は
不
動
産
バ
ブ
ル
を
崩
壊
さ

せ
る
こ
と
な
く
、上
手
に
政
策
運
営
し
た

つ
も
り
で
あ
っ
た
が
、出
生
率
の
急
激
な
低

下
と
い
う
伏
兵
に
遭
遇
し
て
し
ま
っ
た
。

　
人
口
が
減
少
す
る
時
代
が
続
け
ば
、必

然
的
に
住
宅
需
要
は
激
減
す
る
。そ
う
な

れ
ば
い
く
ら
当
局
が
上
手
く
立
ち
回
っ
て

も
、不
動
産
バ
ブ
ル
は
崩
壊
す
る
。

〝
天
〞は
見
て
い
た

　「
天
網
恢
恢
疎
に
し
て
漏
ら
さ
ず
」と
い

う
言
葉
が
あ
る
。こ
れ
は
老
子
の一
節
で
あ

り
、天
の
網
は
荒
い
よ
う
に
見
え
て
も
、悪

事
を
す
れ
ば
必
ず
天
罰
が
下
る
と
い
う
意

味
だ
。

　
欲
に
目
が
眩
ん
だ
不
動
産
会
社
や
金

融
機
関
が
無
理
な
開
発
や
融
資
を
行
い
、

そ
の
結
果
と
し
て
倒
産
の
危
機
に
瀕
し
て

も
、彼
ら
が
共
産
党
と
親
密
な
関
係
を
有

し
て
い
れ
ば
、中
国
政
府
は
闇
で
不
明
朗

な
資
金
を
流
す
こ
と
に
よ
っ
て
そ
れ
ら
を

救
済
し
て
き
た
。

　
野
党
も
マ
ス
コ
ミ
も
な
い
か
ら
、誰
に
も

文
句
を
言
わ
れ
る
こ
と
は
な
い
。だ
か
ら
モ

ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド（
つ
ま
り
悪
事
）を
永
遠
に

隠
し
通
せ
る
と
思
っ
て
い
た
。し
か
し〝
天
〞

は
ち
ゃ
ん
と
見
て
い
た
。そ
し
て
出
生
率
の

急
減
と
い
う
形
で
、当
局
に
罰
を
与
え
よ

う
と
し
て
い
る
。

　
こ
の
ま
ま
出
生
率
が
減
少
し
続
け
れ

ば「
中
国
の
夢
」な
ど
と
称
し
て
、米
国
と

覇
権
を
争
う
こ
と
な
ど
夢
の
ま
た
夢
に

な
る
。

　
だ
が
、少
子
化
を
解
消
し
よ
う
と
思
っ

て
マ
ン
シ
ョ
ン
価
格
を
下
げ
れ
ば
、不
動
産

バ
ブ
ル
崩
壊
が
金
融
危
機
を
招
い
た

1
9
9
0
年
代
の
日
本
の
よ
う
な
事
態
に

陥
っ
て
し
ま
う
。

　
出
生
数
の
急
減
に
対
し
て
中
国
政
府

は
こ
れ
と
い
っ
た
コ
メ
ン
ト
を
出
し
て
い
な

い
。だ
が
、内
心
は
思
わ
ぬ
伏
兵
に
遭
遇
し

て
、そ
の
対
処
に
困
り
果
て
て
い
る
も
の
と

思
わ
れ
る
。

　
老
子
は
中
国
が
生
み
出
し
た
偉
大
な

古
典
で
あ
る
。中
国
政
府
の
当
局
者
、特

に
金
融
関
係
者
に
は
自
国
の
古
典
を
も
う

一
度
よ
く
読
む
こ
と
を
勧
め
た
い
と
思
う
。
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中
国
に
も
団
塊
世
代
と
団
塊
ジ
ュニ
ア

世
代
が
存
在
す
る
。現
在
、団
塊
ジ
ュニ
ア

は
30
歳
〜
34
歳
に
な
っ
て
お
り
、ま
さ
に
出

産
適
齢
期
に
あ
る
。そ
れ
に
も
か
か
わ
ら

ず
出
生
数
が
減
少
し
続
け
て
い
る
。

　
彼
ら
よ
り
10
歳
若
い
世
代
は
団
塊
ジ
ュ

ニ
ア
よ
り
も
約
40
％
少
な
い
か
ら
、も
し
出

生
率
が
同
じ
で
推
移
す
る
と
し
て
も
、10

年
後
の
出
生
数
は
現
在
よ
り
40
％
減
少

す
る
こ
と
に
な
る
。

　
こ
れ
ら
の
数
字
か
ら
、30
年
の
出
生
数

は
７
５
０
万
人
、死
亡
数
は
１
１
５
０
万

人
程
度
に
な
る
と
思
わ
れ
る
。つ
ま
り
１

年
間
に
人
口
が
４
０
０
万
人
も
減
る
こ
と

に
な
る
。そ
の
状
況
は
現
在
の
日
本
に
そ
っ

く
り
だ
。

出
生
数
が
減
り
続
け
て
い
る
原
因

　
一
人
っ
子
政
策
を
緩
和
し
た
に
も
か
か

わ
ら
ず
出
生
数
が
減
り
続
け
て
い
る
。そ

の
原
因
と
し
て
誰
も
が
不
動
産
価
格
の
高

騰
に
思
い
至
る
。

　
中
国
で
は
結
婚
す
る
際
に
、男
性
側
が

住
居
を
用
意
す
る
習
慣
が
あ
る
。多
く
の

場
合
、息
子
は
自
分
で
住
居
を
買
え
な
い

か
ら
、親
が
用
意
す
る
こ
と
に
な
る
。

　
し
か
し
住
居
価
格
が
あ
ま
り
に
高
騰

し
て
し
ま
っ
た
た
め
に
、よ
ほ
ど
の
お
金
持

ち
で
な
い
限
り
、親
も
住
居
を
用
意
す
る

こ
と
が
で
き
な
い
。こ
の
こ
と
が
婚
姻
率
を

低
下
さ
せ
、そ
の
結
果
と
し
て
出
生
数
を

減
少
さ
せ
て
い
る
。

　
中
国
の
不
動
産
バ
ブ
ル
が
崩
壊
す
る
と

言
わ
れ
て
久
し
い
。し
か
し
バ
ブ
ル
は
一
向

に
崩
壊
し
な
か
っ
た
。そ
の
理
由
は
中
国

政
府
が
バ
ブ
ル
を
崩
壊
さ
せ
な
い
政
策
を

取
り
続
け
た
か
ら
だ
。

　
中
国
政
府
は
１
９
９
０
年
以
降
に
日
本

が
衰
退
し
続
け
た
理
由
を
不
動
産
バ
ブ
ル

崩
壊
に
あ
る
と
考
え
た
。そ
の
た
め
に
、あ

ら
ゆ
る
手
段
を
講
じ
て
、不
動
産
バ
ブ
ル

を
崩
壊
さ
せ
な
い
よ
う
に
し
た
。

　
こ
こ
数
年
、中
国
で
は
大
手
不
動
産
会

社
や
地
方
銀
行
が
経
営
危
機
に
陥
っ
た

が
、そ
れ
ら
は
な
か
な
か
倒
産
し
な
い
。一

部
は
倒
産
し
た
が
、そ
れ
で
９７
年
に
日
本

で
起
こ
っ
た
よ
う
な
連
鎖
倒
産
が
起
き
る

こ
と
は
な
か
っ
た
。そ
れ
は
当
局
が
裏
で
立

ち
回
る
こ
と
に
よ
っ
て
金
融
崩
壊
を
防
い

で
い
る
か
ら
だ
。

　
当
局
は
潰
れ
そ
う
な
不
動
産
会
社
や

金
融
機
関
に
い
ろ
い
ろ
な
ル
ー
ト
を
使
っ
て

資
金
を
供
給
し
、倒
産
を
防
い
で
い
る
。そ

れ
は
多
く
の
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド
を
伴
っ
て
い

る
と
思
わ
れ
る
が
、野
党
や
マ
ス
コ
ミ
が
存

在
し
な
い
中
国
で
は
、そ
れ
ら
を
闇
に
葬

り
去
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
中
国
の
当
局
者
は
、日
本
の
よ
う
な
ド

ジ
は
踏
ま
な
い
と
豪
語
し
て
い
る
。

も
う
一
般
人
は

マ
ン
シ
ョ
ン
購
入
不
可
能

　
だ
が
、い
つ
に
な
っ
て
も
不
動
産
バ
ブ
ル

が
崩
壊
し
な
い
こ
と
か
ら
、不
動
産
価
格

は
庶
民
が
と
て
も
購
入
で
き
な
い
水
準
に

ま
で
高
騰
し
て
し
ま
っ
た
。

　
中
国
政
府
が
公
表
し
て
い
る
デ
ー
タ
を

用
い
て
計
算
し
て
も
、２
０
１
９
年
の
北
京

の
平
均
的
な
新
築
マ
ン
シ
ョ
ン
の
価
格
は
日

本
円
で
約
５
７
０
０
万
円
に
な
る
。

　
現
在
、北
京
で
新
築
マ
ン
シ
ョ
ン
が
多
く

作
ら
れ
て
い
る
の
は
、中
心
部
に
通
勤
す
る

の
に
２
時
間
程
度
か
か
る
地
域
で
あ
る
。

そ
の
よ
う
な
地
域
で
も
こ
の
程
度
の
価
格

に
な
っ
て
い
る
。中
心
部
に
数
十
分
で
行
け

る
場
所
な
ら
、ご
く
普
通
の
マ
ン
シ
ョ
ン
で

も
１
億
円
は
下
ら
な
い
。

　
一
方
、政
府
の
統
計
で
は
、北
京
に
住
む

人
の
１
人
当
た
り
の
可
処
分
所
得
は
日
本

円
で
1
1
0
万
円
程
度
に
留
ま
る
。

　
こ
の
数
字
を
元
に
計
算
す
る
と
、平
均

的
な
新
築
マ
ン
シ
ョ
ン
の
価
格
は
世
帯
収

入
の
17
・３
倍
に
な
る
。こ
れ
で
は
遥
か
郊

外
に
建
て
ら
れ
た
マ
ン
シ
ョ
ン
で
も
、一
般
人

が
購
入
す
る
こ
と
は
難
し
い
。

　
こ
の
よ
う
な
事
実
か
ら
も
、中
国
の
マ
ン

シ
ョ
ン
は
富
裕
層
が
蓄
財
用
に
購
入
す
る

も
の
で
あ
る
こ
と
が
分
か
ろ
う
。

　
同
様
の
傾
向
は
地
方
都
市
で
も
観
察

さ
れ
る
。沿
岸
部
の
江
蘇
省
、浙
江
省
、福

建
省
、広
東
省
で
は
マ
ン
シ
ョ
ン
の
価
格
は

平
均
所
得
の
８
倍
程
度
に
な
っ
て
い
る
。

　
そ
し
て
恐
ろ
し
い
こ
と
に
、湖
南
省
や

貴
州
省
な
ど
中
国
で
は
田
舎
と
思
わ
れ
て

い
る
地
域
で
も
、住
宅
価
格
は
世
帯
収
入

の
５
倍
程
度
に
な
っ
て
い
る
。

　
現
在
、中
国
で
は
農
民
戸
籍
の
人
も
含

め
て
全
て
の
若
者
が
都
市
に
住
み
た
い
と

考
え
て
い
る
。た
だ
、戸
籍
制
度
の
縛
り
が

厳
し
い
中
国
で
は
、普
通
の
人
が
北
京
や

上
海
に
移
り
住
む
こ
と
は
難
し
い
。そ
れ

で
も
多
く
の
若
者
は
、最
低
で
も
生
ま
れ

た
省
の
省
都
程
度
に
は
移
り
住
み
た
い
と

考
え
て
い
る
。

　
し
か
し
、こ
こ
に
示
し
た
数
字
か
ら
も

わ
か
る
よ
う
に
、地
方
都
市
で
あ
っ
て
も
普

通
の
人
が
不
動
産
を
手
に
入
れ
る
の
は
難

し
い
。多
く
の
若
者
は
地
方
都
市
に
移
り

住
ん
で
も
、借
り
た
ア
パ
ー
ト
に
友
人
と
一

緒
に
暮
ら
す
こ
と
に
な
る
。

　
田
舎
に
戻
れ
ば
家
は
あ
る
が
、そ
こ
に

戻
っ
て
も
結
婚
し
て
く
れ
る
女
性
は
い
な

い
。若
い
女
性
が
田
舎
暮
ら
し
を
嫌
う
こ

と
は
、ア
ジ
ア
に
お
い
て
普
遍
的
に
見
ら
れ

る
現
象
で
あ
る
。

　
中
国
政
府
は
不
動
産
バ
ブ
ル
を
崩
壊
さ

せ
る
こ
と
な
く
、上
手
に
政
策
運
営
し
た

つ
も
り
で
あ
っ
た
が
、出
生
率
の
急
激
な
低

下
と
い
う
伏
兵
に
遭
遇
し
て
し
ま
っ
た
。

　
人
口
が
減
少
す
る
時
代
が
続
け
ば
、必

然
的
に
住
宅
需
要
は
激
減
す
る
。そ
う
な

れ
ば
い
く
ら
当
局
が
上
手
く
立
ち
回
っ
て

も
、不
動
産
バ
ブ
ル
は
崩
壊
す
る
。

〝
天
〞は
見
て
い
た

　「
天
網
恢
恢
疎
に
し
て
漏
ら
さ
ず
」と
い

う
言
葉
が
あ
る
。こ
れ
は
老
子
の一
節
で
あ

り
、天
の
網
は
荒
い
よ
う
に
見
え
て
も
、悪

事
を
す
れ
ば
必
ず
天
罰
が
下
る
と
い
う
意

味
だ
。

　
欲
に
目
が
眩
ん
だ
不
動
産
会
社
や
金

融
機
関
が
無
理
な
開
発
や
融
資
を
行
い
、

そ
の
結
果
と
し
て
倒
産
の
危
機
に
瀕
し
て

も
、彼
ら
が
共
産
党
と
親
密
な
関
係
を
有

し
て
い
れ
ば
、中
国
政
府
は
闇
で
不
明
朗

な
資
金
を
流
す
こ
と
に
よ
っ
て
そ
れ
ら
を

救
済
し
て
き
た
。

　
野
党
も
マ
ス
コ
ミ
も
な
い
か
ら
、誰
に
も

文
句
を
言
わ
れ
る
こ
と
は
な
い
。だ
か
ら
モ

ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド（
つ
ま
り
悪
事
）を
永
遠
に

隠
し
通
せ
る
と
思
っ
て
い
た
。し
か
し〝
天
〞

は
ち
ゃ
ん
と
見
て
い
た
。そ
し
て
出
生
率
の

急
減
と
い
う
形
で
、当
局
に
罰
を
与
え
よ

う
と
し
て
い
る
。

　
こ
の
ま
ま
出
生
率
が
減
少
し
続
け
れ

ば「
中
国
の
夢
」な
ど
と
称
し
て
、米
国
と

覇
権
を
争
う
こ
と
な
ど
夢
の
ま
た
夢
に

な
る
。

　
だ
が
、少
子
化
を
解
消
し
よ
う
と
思
っ

て
マ
ン
シ
ョ
ン
価
格
を
下
げ
れ
ば
、不
動
産

バ
ブ
ル
崩
壊
が
金
融
危
機
を
招
い
た

1
9
9
0
年
代
の
日
本
の
よ
う
な
事
態
に

陥
っ
て
し
ま
う
。

　
出
生
数
の
急
減
に
対
し
て
中
国
政
府

は
こ
れ
と
い
っ
た
コ
メ
ン
ト
を
出
し
て
い
な

い
。だ
が
、内
心
は
思
わ
ぬ
伏
兵
に
遭
遇
し

て
、そ
の
対
処
に
困
り
果
て
て
い
る
も
の
と

思
わ
れ
る
。

　
老
子
は
中
国
が
生
み
出
し
た
偉
大
な

古
典
で
あ
る
。中
国
政
府
の
当
局
者
、特

に
金
融
関
係
者
に
は
自
国
の
古
典
を
も
う

一
度
よ
く
読
む
こ
と
を
勧
め
た
い
と
思
う
。
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ど
の
国・地
域
か
ら
で
も
隔
離
不
要
で
出
張
者
を
受

け
入
れ
、す
ぐ
に
ビ
ジ
ネ
ス
活
動
で
き
ま
す
―
―
。シ
ン

ガ
ポ
ー
ル
政
府
は
そ
ん
な
仕
組
み
を
設
け
る
た
め
、

チ
ャ
ン
ギ
空
港
近
く
に
２
月
18
日
、短
期
出
張
者
専
用

の
宿
泊
施
設
を
開
設
し
た
。新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
流

行
下
で
も
世
界
の
人
々
が
安
全
に
交
流
で
き
る
場
を

提
供
し
、観
光
や
航
空
産
業
の
復
活
を
支
援
す
る
考

え
だ
。

外
出
禁
止
、会
議
は
密
閉
ガ
ラ
ス
越
し

　
新
施
設
の
名
称
は「
コ
ネ
ク
ト
・ア
ッ
ト
・
チ
ャ
ン

ギ
」。利
用
者
は
入
国
後
14
日
間
の
隔
離
が
免
除
さ

れ
る
。施
設
に
到
着
後
、シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
在
住
者
ら
と

会
議
を
開
く
な
ど
、ビ
ジ
ネ
ス
活
動
を
速
や
か
に
始
め

ら
れ
る
。

　
た
だ
感
染
予
防
の
た
め
、幾
つ
か
の
厳
し
い
制
約
が

課
さ
れ
る
。滞
在
中
、外
出
は一切
禁
止
。入
国
時
に
加

え
滞
在
中
も
定
期
的
に
感
染
検
査
を
受
け
る
。会
議

室
に
は
天
井
か
ら
床
ま
で
ぴ
っ
し
り
と
密
閉
ガ
ラ
ス
が

は
め
込
ま
れ
て
お
り
、対
話
は
イ
ン
タ
ー
ホ
ン
を
使
う
。

部
屋
へ
の
食
事
は
従
業
員
と
接
し
な
い
よ
う
、配
膳

コ
ー
ナ
ー
を
通
じ
て
提
供
さ
れ
る
念
の
入
れ
よ
う
だ
。

　「
隔
離
不
要
」と
Ｐ
Ｒ
し
て
い
る
が
、事
実
上
、出
張

者
は
施
設
で
隔
離
状
態
に
置
か
れ
る
。

　
新
施
設
は
、政
府
系
投
資
会
社
テ
マ
セ
ク・ホ
ー
ル

デ
ィ
ン
グ
ス
な
ど
が
建
設
を
担
当
。同
社
幹
部
は
記
者

会
見
で
、新
施
設
で「
多
様
な
ビ
ジ
ネ
ス
会
合
を
開
け

る
」と
力
説
。弁
護
士
の
同
席
を
必
要
と
す
る
法
務

交
渉
や
プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
バ
ン
ク
の
会
合
が
想
定
さ
れ
る

と
い
う
。

　
利
用
料
金
は
１
泊
３
８
４
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
ド
ル（
約
３

万
円
）か
ら
。空
港
と
の
送
迎
、１
日
３
食
、Ｐ
Ｃ
Ｒ
検

査
費
が
含
ま
れ
る
。

　
も
ち
ろ
ん
、コ
ロ
ナ
が
落
ち
着
い
て
い
る
国
か
ら
の
訪

問
者
は
新
施
設
を
使
う
必
要
は
な
い
。「
グ
リ
ー
ン

レ
ー
ン
」と
い
う
枠
組
み
に
基
づ
き
、入
国
後
の
隔
離
免

除
で
街
中
で
活
動
で
き
る
。

８
月
に
ダ
ボ
ス
会
議

　
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
で
は
８
月
17
日
〜
20
日
、世
界
経

済
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
年
次
総
会（
ダ
ボ
ス
会
議
）が
開
か

れ
る
。政
府
は
ダ
ボ
ス
会
議
を
成
功
さ
せ
、コ
ロ
ナ
流

行
下
で
も
安
全
に
会
議
を
開
催
で
き
る
運
営
能
力

を
誇
示
し
、Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ（
報
奨
旅
行
、会
議
、展
示
会
）

誘
致
に
向
け「
優
位
な
立
場
に
立
つ
」（
チ
ャ
ン・チ
ュ

ン
シ
ン
貿
易
産
業
相
）構
想
を
描
く
。

　
予
行
演
習
さ
な
が
ら
、数
百
人
規
模
の
ビ
ジ
ネ
ス

会
合
が
何
度
も
開
催
さ
れ
て
き
た
。会
合
で
は
、出

席
者
全
員
に
入
場
前
、短
時
間
で
感
染
が
分
か
る
抗

原
検
査
を
義
務
付
け
。海
外
か
ら
の
参
加
者
に
は
滞

在
中
、コ
ロ
ナ
接
触
者
追
跡
ア
プ
リ「
ト
レ
ー
ス
ト
ゥ

ギ
ャ
ザ
ー
」の
利
用
を
求
め
て
い
る
。

　
ダ
ボ
ス
会
議
で
は
、ビ
ジ
ネ
ス
会
合
や
新
施
設
で

培
っ
た
コ
ロ
ナ
対
策
の
知
見
を
フ
ル
活
用
す
る
構
え
。

会
場
と
し
て
は
、ホ
テ
ル
、カ
ジ
ノ
、会
議
場
を
備
え

た
統
合
型
リ
ゾ
ー
ト
施
設（
Ｉ
Ｒ
）「
マ
リ
ー
ナ
ベ
イ・

サ
ン
ズ（
Ｍ
Ｂ
Ｓ
）」が
有
力
候
補
に
浮
上
す
る
。政

府
と
し
て
は
、Ｍ
Ｂ
Ｓ
を
丸
ご
と
隔
離
状
態
に
し
て
、

地
元
住
民
へ
の
感
染
拡
大
を
阻
止
す
る
方
針
だ
。

　
ダ
ボ
ス
会
議
が
予
定
さ
れ
る
８
月
に
コ
ロ
ナ
情
勢

が
世
界
的
に
落
ち
着
い
て
い
る
か
は
不
透
明
。た
だ
、

少
な
く
と
も
東
京
五
輪
・パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
よ
り
は
、

ダ
ボ
ス
会
議
の
方
が
開
催
さ
れ
る
確
率
が
高
そ
う

だ
。対
策
が「
ザ
ル
状
態
」に
見
え
る
日
本
と
比
べ
る

と
、強
権
国
家
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
コ
ロ
ナ
対
策
は
緻
密

で
、抜
か
り
が
な
い
よ
う
に
映
る
。

１カ月間の、
無料トライアル受付中！

時事速報バンコク版 月額3500B（税込）

タイ国時事通信社　JIJI PRESS (THAILAND) CO., LTD.

お申込みは、“バンコク時事”で検索！（画面左上、無料トライアルフォームをご入力ください）
お問合せは、 ❶E-mail：Bangkok@thaijiji.com  ❷Tel：02ー236ー6628

1 2会員サイトで１９９９年以降のタイニュースも！
日本・アジアの記事も検索！

最新ニュースを
毎日２回お届け！

コンテンツを
一部紹介！

時事速報バンコク版

リアルな情報を発信

Vol.64

【
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
】コ
ロ
ナ
流
行
国
か
ら
も
出
張
Ｏ
Ｋ
＝

　
　
　
　
　
　
　「
隔
離
不
要
」で
受
け
入
れ（
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
支
局
　
新
井 

佳
文
）

時
事
通
信 

特
派
員
リ
ポ
ー
ト

※

こ
の
記
事
は
時
事
通
信
社
の
提
供
に
よ
る
も
の
で
す（
２
０
２
１
年
3
月
3
日
）
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中野陽介 1987年福岡生まれ。19歳で渡米し、Los Angeles City College卒
業。23歳の時、岡本太郎著「今日の芸術」を読んで衝撃を受ける。24歳で
渡タイ、バンコクでサラリーマンと芸術家の二足のワラジ生活を３年間送る。
28歳から1年間で22ヵ国を巡る世界一周旅を敢行。旅先で路上ワーカーた
ちの出会いに感銘を受け、「路上ワークの幸福論」を出版。同書は
Kinokuniya：Bangkok店&EmQuartier店でも発売中。
HP：yosukenakano.com  Instagram：@yosukenakano

　ピカソの故郷を訪れ、街を歩いていた時に出
合った瞬間。すごく人間らしくて、動物らしくて好
きです。
　日本だと屋外でイチャつくのはちょっと遠慮し
がちだけど、海外ではよく見る光景。男女が平
気で溶け合う様子は、素直で美しい。

スペイン・マラガ

いろんな景色、いろんな想い

1989年、英国のレイブンズボーン大学留学中に、世界的に有名な風水大師葉清海氏から風水
師としての才能を認められ、最初で最後の日本人内弟子として彼が89歳で他界するまでの約30
年間、風水を学んだ。チュラロンコーン大学教育学部高等教育課で博士号を取得後、風水を
中心に取り入れたビジネスコンサルティング会社SSF CONSULTATION LTDをタイ、バンコク
に2009年に設立して現在に至る。タイの他、アメリカ、インド、インドネシア、英国、カンボジア、シンガ
ポール、台湾、中国、ベトナム、香港、マレーシア、ミャンマー、日本などへも仕事で出向いている。

　今回から、アジア各国における風水にま
つわるエピソードをご紹介します。

　旧日本軍が1910年９月30日に建設した朝
鮮総督府庁舎は95年に取り壊されました。
そこには、庁舎が風水の気を断絶していると
の理由もありました。撤去作業は95年８月15
日の解体記念式典後、翌96年の年末まで
掛かりました。以降、韓国は経済的にも大きく
発展しました。

　建国の父と言われている李光躍（リー・ク
アンユー）元首相は65年にマレーシアから
独立した際、有名な風水師でもあった光明

山寺の住職に助言を求めました。その助言
に基づき、シンガポールの全国民が裕福に
なるようにとの願いを込めた八角形の１ドル
硬貨を作成しました。その後のシンガポール
の経済発展はご存知の通りです。このコイン
は現在でも使用されています。
　また、2008年４月に始動した巨大観覧車
シンガポールフライヤーは３ヵ月後、回転の向
きを反時計回りから時計回りに変えました
が、その理由も風水上時計回りにした方が
良い運気をもたらすためです。 

　ワット・プラケオ（エメラルド寺院）の真横に
ある国防省前に陳列されている大砲は以
前、建物の前を向いていました。しかし、風

水師の指示に従って玄関を境に、左と右に
向け直しました。
　また、カシコン銀行本店はある風水師の
勧めでライオンを設置したところ、お客様から
の苦情が相次ぎました。そのため、別の風水
師に相談して大きな象に替えました。

　16年４月に鴻海精密工業がシャープを買
収しました。通常であれば買収調印式は、
年度末の平日３月31日（木曜日）もしくは４月
１日（金曜日）が選ばれます。しかし、鴻海精
密工業の会長は顧問風水師の指示通り
に、４月２日（土曜日）の午後３時以降に調印
しました。

鶴田 雅子ビジネスにも活かせる

風水 学
3 : アジアの風水①

ビジネスコンサルティング会社 SSF CONSULTATION LTD代表
E-mail：sai@ssfconsultation.com　URL：http://www.ssfconsultation.com

シンガポール タイ

台湾

韓 国

イメージキャラクター   ぱんちゃん璃奈
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